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緒 訟両冊
近年 、船舶 、圧 力容器、橋梁などの鋼構造物は大型化 と高性能化への要求が強ま り、これに対 して
各種の構造用高張力鋼の実用化が図 られ、さらによ り強度の大なる鋼材 とその溶接技術の開発研究が
各所で積極 的に実施 されている1～8)。
このような使用鋼材の高強度化はその工作技術面 とくに溶接技術の水準の向上 を必要 とす るもので
あ り、これが ともなわない場 合大 きな事故 を誘起す る恐れが 多い といえる。事実、各種高張力鋼の実
用化当初 にお いてその構造物 の建造時に溶接割れ事故 を生 じた例が 多い9一"11)。1例として靱 性 の高
い船舶用高張力鋼 を用 いた実船の溶接割れ事故に関す る調査報告 によると生 じた割れは建造時の溶接
工事におけ る初層あるいは多層溶接の拘束割れが大部分であったこ とが明 らかに されてお り、割れの
原因は溶接割 れ防止 という点か ら見て、用いた溶接施工条件が不適切 であ り、かつ設定溶接施工条件
が確実に実際の施工 において具現化 されることを保証す る品質管理体制が十分に確立 されていなかっ
たことにあると考 え られる。
高張力鋼の溶接割れの研究につ いてはこれ まで各所で熱心におこなわれ、冶金的あるいは力学的立
場か らそれぞれ発生条件 あるいは機構が解 明されつつあ り12～14)、かつ 多 くの試験法が開発 され て い
る。 しか し従来の研究の一般的傾向 として割れの成 因の探索 を主 目的 として実施 されることが 多 く、
このため施工条件 の設定に必要 なる情報 を必ず しも十分 に得 られない。
い っぽ う最近定荷重引張拘束割れ試験法(TRC試 験)15)ならびに定変位 引張拘束割れ試験法(R.
ユ　へ　 ラ
RC試 験)な どの開発に より割れ現 象をよ り定量的に把握す ることが可能 になった。これ とともに初
層溶接の拘束応力の発生過程 と割れ との関係が究明され、鋼材 、拘 束度、予熱温度 といったパ ラメー
タでもって溶接割 れ防止の施工条件 の設定 を可能 としようとす る努 力がおこなわれている19～21)。し
か しなが らこれ らの研 究は一般構造用高張力鋼 を対象に したものであ り、・本研究において対象 とす る
高靱性高張力鋼にその まま適用す るには問題があ り、 また実験的研究結果 を実際の構造物に適用す る
のに重要な溶接割 れの寸法効果につ いてはまだ未知のこ とが多 く、この分野での研究が必要 である。
さらに多層溶接 については拘束応力の発生過程 あるいはそれ と割 れ との関係な どの基本的事象につ
いての研究は きわめて少な く、ほ とん ど解 明されていないといえる。 また溶接割れに関す る実験室的
研究成果 を実際構造物に具体化す る方法について十分 に検討がおこなわれてお らず模型実験 などによ
り有効性 を確証す ることはまれであ り、最終的には経験的な判断にゆだね られ ることが 多いようであ
る。この ような研究方法は実際構造物の溶接割れ防止 とい う観点か らみた場合万全 とは云い難 く、新
たな立場か ら検討す るこ とが必要 であろう。
以上の観点か ら本論文は高張力鋼 を用いた構造物の溶接割れ防止 を主 眼に置いてその溶接施工法 を
確立す ることを目的 とレ 主 として高靱性高張力鋼HW63を用いて その初層 および多層溶接の割れ挙
動について実験解析 をお こない、これ をもとに設定 した溶接施工条件 と品質管理体制 を構造模型の製
1
作において試行 し確証 した結果について記述 した ものである。
まず本論文 の第1編 において、高靱性高張力鋼 の突合せ継手の多層溶接の割 れ挙動 とその防止策に
ついて検討する。
第1章 では、本研究の対象 となる高靱性高張力鋼HW63に求め られる使用性能 と工作性能 を示す。
また従来の高張力鋼 の溶接工作法に関す る研究方法上の問題点を明 らかに し、対象構造物に適 した溶
接工作法の研究方法 について検討する。
第2章 では高靱性高張力鋼HW63につ いて各種工業的割れ試験 を実施 し、これ らの結果か ら本鋼材
に生ずる と考 えられる割 れの種類 と発生条件 を明 らかに し、あわせ て施工環境 としての大気中湿度 と
溶接割れ との関係 につ いて も言及す る。
第3章 においては、初層溶接の割れ発生条件 を明 らかにす るため拘束割れ試験 をおこない、拘束応
力状態の異なった突合せ 継手の初層溶接 に生ず る割れに対す る予熱温度 の影響 について述べ る。
第4章 では、多層溶接の拘束応力の発生過程 をパス数、予熱温度 と入熱 との関係において検討 し、
多層溶接 の割れ発生条件につ いて記す。
つづ いて第5章 では、試験 片寸法の溶接割れに対す る影響 を研究す ることを目的 として、2000T容
量の引張拘束割れ試験機 を開発 し、これ を用 いて溶接割れ試験の結果 を冷却時間、残留応力の実験結
果 により検討 を加 え、試験片寸法の影響につ いて論ず る。
第6章 では、第3章 、第4章 および第5章 の検討結果か ら初層お よび多層溶接の割れ防止に有効 な
施工条件 を明 らかに し、加 えて この施工条件 の第1章 で述べ た多層溶接の横割れあるいはすみ肉溶接
の各種割れに対す る効果性 についても検討 して、A靱 性高張力鋼HW63鋼の割れ防止策 を提示す る。
つ ぎに第2編 においては、第1編 において論 じた溶接割 れ防止策 を実際の構造物に適用する上の問
題点 を検討す る。 これ らの問題点 を解決す る上 での実物大構造模 型の製作 の意義 と必要性 を明 らか に
し、さらに模型の製作によ り溶接割れ防止策の有効性 を確認 して最終的に溶接施工法 を確立す る。
そこで第1章 では第1編 で求め られた溶接割れ防止条件 を実際の構造物 に適用 し得 るか否かを明 ら
かにすることを目的 として作製す る実物大構造模型の具備すべ き条件 とその溶接工作条件の設定につ い
て述べ る。
第2章 では設定 した溶接工作条件 を実際の構造物に確実に具現化す るための品質管理 システム とそ
こでのコンピュー タの導入について記述す る。
最後に第3章 において構造模型の組立、溶接法、溶接部の非破壊検査お よび施工後の解体試験につ







構造物の溶接工作において、その溶接継手に要求 され る品質 ・性能 を満足す る溶接工作法 を採用す
ることが肝要である。溶接継手の品質 ・性能に対 して溶接割れは重大な影響 を与 えるため、溶接工作
法の設定にあたっては、この溶接割れ を防止 しうるこ とを第一義 的条件 とすべ きであ り、なかで も割
れ感受性 の大なる高張力鋼 を対 象 とする場合 には この点に関 して十分 に留意 されなければならない。
実際の構造物の溶接割れは材料 ・構造 ・施工環境 ・施工条件 な どの諸工作条件 が複雑にゑ らみあっ
て生ず ることが多 く、溶接工作法 を設定す るには まず これ らの工作条件 と溶接割れ との関係 をあ らか
じめ検討 ・研究 してお くことが必要である22.23)・いっぽ う従来の溶接割れの研 究においてその大部
分 は割れの発生原 因あるいは機構 についておこなわれ、 これ らの研究によ り割れに関 して多 くの有益
なこ とを知 ることができるようになった。 しか しそこで とられ る研究方法 と工作法の確立 を目的 とし
て とられる研究方法 とはおのず と異なる ものであ り、この意味で高張力鋼 の工作法 の研究 を実施する
にあたっては、工作者側 として新 たな立場か ら研究方法 を検討す ることが求め られる。事実、これ ま
で使用鋼材の高強度化に ともなって構造物に不可避的に生 じて きた割れ の初期事 故は、その工作法 の
設定の もととなった研究 内容 の問題に加 えて、研究方法上の問題 にも間接的にな起 因してい ることが
考 え られる。




本研究 において使用 した高靱性高張力鋼 はTable1.1に示す ごとく3チ ャー ジ製造 された。これ ら
の基本成分系は低CのNi-Cr-Mo系 であ り、調質処理がお こなわれ ている。 この成分上の特徴 と
しては、靱性 を確保す るためにNi量を2.5%以上含み、また靱 性および耐割れ性の上か ら好 ましくな
いPお よびSに つ いてはその合計成分量(P+S)を0.030以下 に抑えた不純物の少 ない鋼材である。
供試鋼の機械的i生質を同 じくTable1.1に示す。供試鋼の耐力は66kg/mm㌃68kg/m㎡の範 囲にあ り、靱
性 については一70℃で18kg-m～25kg-mであ る。 これ らの値はいずれ も本研究の第2編 で取上 げる実
際構造物の耐圧容器に要求 され る性能(Table1.3参照)を 満足す るものである24一一26)0
2・2溶 接材料の性能










C Si Mn P S NI Cr Mo
HW63(A)
31 O.07 0.19 o.so0.0130.0122.570.410.540.46
38 0.08 0.19 0.61O.D11o.ooe2.55 0.710.43 0.50
HW63(B) 38 O.12 0.31 0.52o.ooso.oos 3.510.520.30 0.49




















31 68.5 73.3 24.9 18.4 6.5
38 67.6 74.4 25.1 23.2 8.2
HW63(B) 38 67.2 75.6 28.2 21.6 6.5






C Si Mn P S Ni Cr Mo
























4 70.1 79.3 24 8.9
6
各溶接 金属 の引張 強 さは63kg/mm'以上 であ り、 また衝撃 値 は 一50'℃にお いて8kg-m以 上 を有 して






















本研究 は溶接割れの防止が可能な工作法 を確 立す るこ とを目的 としてお り、この意味で"Know-
How"を知 るこ とが一つの主眼である といえる。いっぽ う、従来の溶接割れの研究においてはその多
くは溶接割れの成因あるいは機構の解明 を目的 とした ものであ り、探索的研 究あるいは"Know-Why"
を求め る研究 といxよ う。 しか し溶接工作法の研究が"Know-How"を最終 目的 とす るとして も、
探索的研究の成果によ り裏づ けされるこ とが必要 である。
従来溶接工作法の研究では、探索的研 究か らの ・Know-Why〃を実際の工作6`必要な ・Know-
How"に進める過程 での研究の重要性 に認識 を欠 き、この過程で経験にゆだね られ、研究成果が実際
には活用 されないか 、あるいは誤 って用い られるこ とが少な くない。 このような溶接工作法の研究は
使用鋼材 の強度化 が進展す ることに ともない、その溶接割れは、経験的延長線上 での技術改善では防
止で きな くな り、大 きな誤 りをおかす もとにな る。
したが って溶接工作法の研究においては、探索的研究 をいかに展開 し、組織化す るか とい う研究方
法の検討が きわめて重要 である。
以上の観点か ら本研究はFig.1.1に示す ように溶接工作性の研究 、溶接品質管理 システムの策定お
よび構造模型 による工作法の研究 よ り構成され、その中で基本 となる溶接工イ乍1生の研究では構造物の
溶接施工に対応 して、初層溶接 ならびに多層溶接 の割れ発生条件 を実際の溶接施工にお いて管理対象






溶接施工時に生ず る割れはその発生時期に より、熱間割れ と冷間割れ とに大別 され る。
熱間割れは鋼材 、溶接材料な どの化学組織に影響 される要素が大 きく、本研究において供試 した鋼
材お よび溶接材料 は耐熱間割 れ性については製鋼技術面で十分に検討 され 、Pお よびSの 合計 量 を
0.03%以下にお さえられている。供試鋼およびその溶接部の熱間割れ感受性試験結果 は、Fig.1.2に
示す ごとくであ り、HY-80鋼より良好 な耐割れ性 を有 していることが確め られている。
また米国における同系統の鋼材 を用 いた構造物の溶接割 れ事故 の調査 では、実際上問題 となったの
は熱間割れではな く、冷間割れ である と報告 されている。 さらに実際の鋼構造物の工作時に生ず る溶
接割れは、引張強 さが100kg/mmZ_以下の高張力鋼 の場合、大部分が 冷間割れ と区分 される ものである。
したがって、冷間割れに関する研究 は、各所で熱心にお こなわれ、その発生原因あるいは機構 につ
いて多 くの事実が明らか にされ るようになった。 とくに最近 の多 くの研究によ り19-21'27～29)、冷間
割れにおいては金属組 織、水素お よび応力が主要な因子 として働 くことが知 られ るよ うになった。
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溶接冷 間割れは発生個所、成因、形状な どにより多種 に分類 されるが、Table1.4に実際の構造物の
施工時に生ずる割 れの代表例を そゐ発生恒所に よって区分 して示す。
実際構造物 を建造す る施工者側か らみた場合、金属組織、水素、応力な どは直接管理する対 象 とは
ならず、材料、施工環境 、構造、施工条件 あるいは溶接仕上 げ法な どの工作上 の諸条件 を何 らかの手
段 によ り管理 し、間接的には影響 因子 を溶接割れの生 じない範囲におさえることが必要 となる。
これ らの相互の関係 をFig.ユ.3に示すが、影響 因子 と工作条件の各項 目との依存関係は直線で印
す ごとく(一般に依存関係が強い と認め られるものにつ いて示 した)非 常に 多岐な関連がある。.
最近、工作条件の影響 を整理 し、溶接割 れ発生の条件 を明 らかにす る研究が急速に進み、CeQ、拘
束度、PCM19,20)などが提案 され 、これに より溶接割れ防止に効 果的な工作条件 を合理的に設定す
るのに有力な手がか りが与 えられるようになった。 しか しこれ らの方法は工作上の条件 を網羅 してい
るのではな く、と くに初層溶接 における溶接割 れの実験 を根拠 としているためにそれのみに頼 って工
作条件 を設定することは妥当でない と言える。 したがって新 たな高張力鋼 を構造物に採用するにあた
ってその溶接工作法の研究 を実施す る場合は、実際の構造物の主要 継手につ いてそこで用い られる溶
接作業の手順にそって、材料、施工環境、構造、施工条件な どの溶接割れに及ぼす影響 を実験、解析
に より明 らかに しなが ら適正な工作条件 を求め、溶接割れ防止の溶接工作法 を設定するのが妥当であ
ると考え られる。
本研究の第1編 では、対象構造物の耐圧殼の主要継手はFig.1.4に示す ご とく突合せ継手であ り、
実際の溶接は多層溶接でお こなわれることを考 え、初層溶接お よび多層溶接割れ挙動の研究 を中心 と
して溶接工作条件の設定 を試みる。Table1.5に研究 項 目とそこで検 討す る溶接工作条件 との関係 を
示すが、予備試験においては一般的なy開 先割れ試験、CTS割 れ試験:、窓型割れ試験、十字すみ 肉




響 を明 らかにす る。つ ぎに初層溶接、多層溶接、寸法効果あ るいは溶接 ビー ド仕上げ効果などの研究
においては引張辣 割れP-yある・岬 型拘束割れ言式験法 を用い・同表 に示す ご とく鞘 お よ碗 工
条件の割れに及ぼす影響 を明 らかに し、 これ らの研究成果 をもとに して溶接割れ防止あ溶接工作条件
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(1)これ までの溶接割れの研究の大部分はその発生機構お よび成因 を究明す るこ とに主眼がおかれて
きた といえるが、 この ような探索的研究か ら溶接施工 条件の設定にいたるまでの研究の重要性 に認
識が十分 でな く、 この ことが従来の割れ事故の1づ の背景 として存在 していた と考 え られる。 した
がって溶接工作法の研究 を実施す るにあたっては、新 たに割れ防止策の確 立 を目的 とした研究方法
上の検討が まず必要 である。
(2)供試HW63鋼3種お よび溶接棒E63の2種の溶接金属の機械的性質は耐圧容器 の基本要求使 用性
能 を十分 に満 足す る。
また成分的には各供試鋼お よび溶接棒 の溶接金属 は低CのNi-Cr-Mo系であり、 と くにPお よ
びSの 合計量 を0.03%以下 に抑えた不純物の少ない鋼 材である。
(3)溶接施工の立場か らは直接管理対象 となる施工環境 、構造、溶接条件 などの工作条件 との関係 に
おいて割 れ現象 を明確に し、割 れ防止条件が提示 され るこ とが必要である。 そこで本研究の第一編
ではまず従来の工業的割れ試験法 を用 いてHW63鋼の割れ性状について予備的検討 を加 え、つ ぎに
実際の継手の施工順序に対応 して引張 り拘束割れ試験法 を用いて、初層、多層および最終層におけ
る工作条件 と割れ との関係 を明 らかにす る。さらに実験室的研究結果を構造物に適用す る上 に重要




実際の構造物の溶接施工 において、各種 の溶接割れが発生 して きたことが報告 され、それぞれの割
れの種類に対応 してy開 先拘束割れ試験法30)、リーハイ型拘束割れ試験法31)、CTS割れ試験法32)、
窓型拘束割れ試験法7'33)などの 多種の溶接割れ試験法が提案 され用い られて きた34)aこれ らの試験法
の大部分 は主 として経験に もとづ き考案 された ものであ り、特定 の割れ現象 を再現す るには有効 であ
る。 またそこで得 られた試験結果 は、在来の高張力鋼 では実際の溶接施工 を設定す るのに多 く用 いら
れて きてお り、その有効性が経験的に確認 されている。
本研究で取扱 う高靱性 高張力鋼HW63の溶接施工 につ いては、対象構造物の要求性能 あるいは溶接
部の組成か らいって予想 される溶接割れ発生現象 を在来の高張力鋼 の延長線上のみに とらえて、工作
条件 を設定す るこ とは妥当でない。 しか しこのHW63鋼の溶接施工の研究にあたってまず この鋼材に
つ いて従来か ら広 く用 いられて きたこれ らの工業的割れ試験法 を用いてその溶接割れの性状 を知 るこ
とは、今後さらに詳細 な研究 を進めてい く上 に必要 なことである。
いっぼ うこれ らの工業的な試験法はふつ う拘束条件が一定であ り噛、溶接割れの材料 的要因を探 るの
に適 している。この意味において鋼材および溶接金属の組成あるいは施工環境 としての大気湿度 の割
れへ の影響 などを知 るのに有用である。従来溶接割れの研究において金属組成および水素等の影響に
ついては 多 くの事実が解明 されて きたが、施工者側に とって重要 な大気 中湿度 と水素量 との関係につ
いてはまだ十分なる資料が得 られていない。 しか し強度の大な る鋼材の溶接 においては大気中の湿度
が溶接割れに影響す るこ とが予想 され、この要素 も今後の試験条件お よび工作条件 を設定するにあた
っては考慮に入れる必要がある と考 えられ る。
以上の観 点か ら本章 では、高靱性高張力鋼HW63に関 して、突合せ継手の初層溶接 としてy開 先拘
束割れ試験、多層 溶接 として窓型拘束割れ試験 を、すみ肉継手の初層溶接 としてCTS割 れ試験、多
層溶接 として十字すみ肉割れ試験 をお こない、その溶接割れ性状 を検討す る。




3鋼 種 の化 学 成 分 上 の 特 徴 はC量 に お い てHW63(A)が0.07～0.08、HW63(B)が0.12、HW63(C)が0.15
で あ り順 に 高 くな り、 ま たNi量 で はHw63(B)が3.51%で あ り も っ と も高 い値 を示 す 。3鋼 種 の 機 械 的
性 質 は い ず れ も耐 力 で66kg/2mm～68kg/m㎡で あ り、vE-70は18kg-m～23kg-mで あ る。
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溶 接 棒 はE63(A)とE63(B)の2種を用 い た 。Table2・2に 示 す よ うに 全 溶 接 金 属 の 化 学 成 分 では いず
れ もNi-Cr-Mo系 で あ るが 、E63(A)がCr量が 高 く、E63(B)がNi量 に お い て 高 い 値 を示 した 。 機 械









C Si Mn P S Ni Cr Mo



















Hwsacal 38 67.6 74.4 25.1 23.2 8.2
HW63(B) 38 67.2 75.6 28.2 21.6 6.5
HW63(C) 38 66.4 77.0 27.4 >25.0 一
第3節 実 験 方 法
3・1実 験 条件
溶接割 れ 試験 法 と して もっ とも広 く用 い られて い るy開 先 拘 束割 れ試 験 法 を本 章 にお い て も主 と し
て用 いた。 これ に加 えて 突合せ 継手 の 多層 盛 り溶接 の割 れ挙 動 を知 るため 窓 型拘 束割 れ 試験 を、す み
肉継 手 の割 れ挙動 を調べ る ためCTS割 れ 試験 と十 字 す み 肉割 れ試 験 を用 いた。 各試 験法 の 実験 条件
をTable2.3に示 す。
3・2実 験方 法
(1)y開 先拘 束 割 れ試 験法
試 験 片形状 をFig.2.2に示す 。 試験 溶接 はすべ てFig.2.1に示 す 空 調 室 に お いて お こな った 。 な
お空 調室 は容 積45m'で温度0℃ ～50℃、絶対 湿 度 で10mmHg～40mmHgまで調 整可 能 で あ る。
予 熱 温度 の 溶接割 れへ の影響 を調べ る試 験 はすべ て室温20℃、相対 湿 度70%(絶 対 水 蒸気圧13.Omm
Hg)の雰 囲気 にお いて 溶接 をお こな っ た。
また大 気水 蒸 気圧 の 溶接割 れの 影響 を調 べ る試験 は予 熱 温度 を100℃ とし、絶対 水 蒸気 圧 を10mmH
g～40mmHgの間 に変 えて割 れ試 験 をお こな った。 試験 溶接 は いず れ も170Amp.、150mm/min(17,000










C Si Mn P S Ni Cr Mo
E63(A) 4 0.05 0.400.960.013O.012.2.69o.so0.32


























































































これ ら溶接 の完 了 した試験 片 は48時間以上 放 置 した後 、 ビー ド表面 を磁 粉 探傷 検査 をお こ な い、 さ
らに5断 面 に切 断 し、 それ ぞれの 面 をマ クロエ ッチ して10倍の拡 大鏡 に よ り、断 面割 れ を調べ た。 な
お本 試験 にあ わせ て溶接 棒 の フ ラ ッ クス中 の水 分量 お よび溶 接 金属 中 の水素 量 の 測定 を行 な ったが 、
フ ラ ッ クス 中の 水分 量 は1,000℃に フ ラ ッ クス を1時 間 熱 焼せ しめ て測 定 す る方法(ゲ イ リイ ・ウ ッ
デ イ ン グ法)を 用 い 、溶接 金属 の 水素 量 はJISに 規定 され た拡散 性 水素 試 験 法 に よ り測定 した。
(2)窓型 拘束 割 れ試験
Fig.2.3に示 す よ うな中央 部 を切 抜 い た1,200mm角の拘 束板 の 抜取部 に試験 片 を取 付 け 、横 向 き姿
勢 で溶接 をお こな った。 溶接棒 は400℃、1時 間再 乾 燥 後1時 間以 内大 気 中 に放 置 した もの 、 大気 温
度20℃、湿度80%(絶 対 水蒸 気圧19,0mmHg)にお いて8時 問 、24時間 、72時間放 置 して吸 湿せ しめ
た もの な ど・4条件 と して 、 それ ぞれ の条件 に吸湿せ しめ た溶接棒 を用 いて予 熱 温度 を室温 から100℃に
か えて 溶接 をお こな った。
溶接割 れ の検 出 は表裏 溶 接完 了後48時間以上 経過 したの ち、 溶接 線全 長 に わた りX線 検査 をお こな
い 、 さ らに試 験板 の溶接 部 をFig.2.4のご と く切 り出 し、 これ ら を表 裏 よ り5mmつつ表 面 を切 削 して
研磨 し、磁粉 探傷 検査 に よって 割 れ の有無 を調 べ た。
(3)CTS割 れ試 験:
試験 片 形状 はFig.2.5に示 す ご と くで あ り、bithermalとtritheruralの2つの試 験 ビー ドを入 熱
14,000Joule/cmでもって 溶接 した。 溶接完 了後48時聞以上 放 置 した後 、 ビー ド表 面 を磁粉 探傷 で検




(4)十字す み 肉割 れ試 験
試験 片形 状 はFig.2.6に示 す
ご と くで あ り、 各パ ス は入熱量
13,000Joule/cm一一一17,000Joule
/cmの条件 で もって 、W1、W
2、W3、W4の 各 溶接 部 を最
終 層 まで 完了 した後、数字 の順 に
従 い 溶接 をお こな う方 法 を とっ
た。 溶接 完 了後48時間以 上放 置
した後 、各溶 接部 の磁 粉 探傷 検
査 をお こな い 、 さ らに5断 面 に
切 断 し、それ ぞれの 断面 をマ ク







第4節 実 験 結 果
4・1y開 先 拘 束割 れ試 験
各供 試鋼 の予 熱 温度 と溶接割 れ率 の関係 はFig.2.7に示 す ご と くで あ り、y開 先拘 束 割 れ試 験 の結
果に よれ ば割 れ防 止予 熱温 度 はHW63(A)は100℃、HW63(B)は125℃、HW63(C)は150℃とな り、HW
63(A)の割 れ感受 性 が もっ と も低 い とい え る。 いずれ の鋼種 と も大部 分 の溶 接割 れ はFig.2.8にみ られ
る ご と く鋭角 側 の 開先 ルー ト部 のボ ン ドか ら発生 し溶接 金属 に伝 播 して い る。 また予 熱 温度 が低 い場
合 は割 れ は表面 まで貫 通す る こ とが 多 く、高 くな るに したが い割 れ は表 面 に い た らず 途 中 で停 止す る
傾 向が み られ た。
空 調 室 内の絶 対水 蒸気 圧 を変 えて 、100℃の予 熱 温 度 を もっ てy開 先拘 束 割 れ試 験 をお こな った結
果 をTable2,4およびFig.2.9に示 す。 これ よ り先 に 絶対水 蒸 気圧13.OmmHgの条件 下 で はy開 先割
れ試験 は100℃の予 熱 温 度 にお い て割 れ の 防止 が可 能 で あ ったが 、 同 じ100℃の予 熱 温 度 で あ っ て も





この横割れ と予 熱温度 との関係はFig.2.12
に示す ように予熱温度が室温の場合に割れ
発生数が 多 く、予熱温度 を50℃とす ると割
れ発生数が急激に低減 し、75℃の子熱では
割れの発生が認め られ なかった。
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それぞれの吸湿量の溶接棒 を用いて、窓型拘束割 れ試験 をお こなった結果 を溶接棒 のフラックス中
の水分量 と割れ発生数 との関係でFig.2.14に示す。これによれば溶接棒のフラ ックス中の水分量が増
大す るに したがい割れ発生数が増加す る傾向がみ られ、予熱パス問温度が高いほ ど同 じ吸湿量であっ




CTS割 れ 試験 で はbithermalとtritherma1の2つビー ドにつ いて割 れ率 を求 め るこ とが で き
るの で、 それ ぞれ の ビー ドの 割 れ率 を予 熱温 度 との関係 にお いてFig.2.15に示す。予 熱温 度が 室 温 の
場合 ル ー ト割 れ率 はbithermalのビー ドでは60%、trithermalのビー ドで は100%を示 す が 、予 熱 温
度 が上昇 す るほ ど割 れ率 は低 下 し、75℃の予 熱 温度 に お いて両 ビー ドと もに 溶接 割 れの 発生 がみ られ
ない。
割 れはFig.2.16に示 す ご とく、ルー ト部 に発 生 し溶接 金属 に伝 播 す る もの が 大部分 で あった。予 熱温.
度 の低 い場 合 溶接 金属 の 断面 に 深 く割 れが伝 播 し、表 面 に達 す る もの もみ られ た。bithermalとtrith-
ermalの割 れ率 の比 較 では割 れ率 は前者 の 方が 低 い値 を示 した。 しか し割 れ 防止 の最:低予 熱温 度 は両
者 とも同 じであ っ た。
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4・4十 字 す み 肉割 れ 試験
予 熱バ ス間 温度 が50℃以下 の場 合 、Wlお よびW4の 溶接 部 に お いて ルー ト部 か ら溶接 金 属 お よび
熱影 響 部 にわ た る徴 小 な割 れ がみ られ た。予 熱パ ス間温度 を75℃以 上 と した場 合 溶接 割 れは 認め られ
なか った。十 字 ス ミ肉割 れ試験 の 結果 を割 れ率 と予 熱温 度 の関係 にお い てFig.2.17に示 す 。 またル
ー ト部 の割 れの マ クロ写 真 をFig.2.18に示す 。
第5節 実験結果の検討
5・1割 れ 防止 の予 熱温 度
供 試鋼HW63(A)、HW63(B)、よびHW63(C)の中で、割 れ感 受性 の もっ とも低 い値 を示 したHW63(A)に
につ いて、y開 先 拘 束割 れ 試験 、窓 型拘 束割 れ 試 験 、CTS割 れ試 験 お よび十 字す み 肉割 れ試 験 な どの
結 果 よ り求 め られ る割 れ 防 止の予 熱 温度 をTable2.5にま とめ て示 す。
この よ うに各試 験法 にお いて 発生 す る溶接 割 れ は試 験法 の相 違 に よって割 れ 発生率 は 異な るが 、 いず
れ の試 験法 に よって も生 ず る割 れ は予熱 温.度が 上昇 す るに したが い割 れ 発生率 の低下 が認 め られ 、割 れ
防 止璽最 低 予熱 温 度 は75℃～100℃間 に 求 め られ る。 これ らの こ とか ら供 試 鋼HW63(A)の溶接 割 れ は予
熱温 度 に影響 され る ところが大 きい とい える。
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各試験法によって求め られた割れ防止の最低予熱温度は、y開 先拘束割れ試験に よる場合は100℃で
あ り、これに対 して窓型拘束割れ試験、CTS割 れ試験お よび十字すみ肉割れ試験はいずれ も75℃であ
り、y開 先拘束 割れ試験に よる結果が もっとも高い予熱温度 を示 している。 これ ら試験法によって異
なった結果が得 られる原因 として、パス数の相違、拘束応力状態の相違 、同一予 熱温度 であって も溶接
熱サ イクルの異なることなどをあげることがで きる。
同 じ突合せ継手形式のy開 先拘束割れ試験 と窓型拘束割れ試験の割れ挙動 を比較す ると、前者は割れ
の種類が初層溶接のルー ト割れであ り、後者の窓型拘束割れ試験において認め られた割れは多層溶接部
の横 割 れ であって 、かつ割 れ防止の最低予熱温度は前者 より25℃低 い値が求 まっている。 この理 由 と
して窓型拘束割れ試験は初層時の溶接割れが発生 しない予熱温度が保持 されていればルー ト部 に割 れが
生ぜず、また微:小な割れがルー ト部 に存在 して もガウジングによ り除去 される。
さらにつ ぎの溶接パス を重ねることに よって溶接線に直角方向の拘束力が緩和 され、溶接線に平行方
向の拘束力が有効 に働 くようにな り、横割れが生ず ると考 えられる。横割れの場合 は拘束力 と直角方向
には形状的に応力集 中を生ず るこ とが少ないのでルー ト割 れの場合 よ りも割 れ防止の予熱温度が低 く求
まる もの と考 えられる。なお初層溶接 と多層溶接の割れ挙動の相違につ いては未知の分野が多 く、後章
においてさらに検討 を加 えたい。
つ ぎにy開 先拘束割れ試験 とCTS試 験 との比較では、CTS試 験:による割れ防止の最低予熱温度は
25℃低 い75℃である。両試験法はいずれ も初層溶接割れ試験であ り、同一予熱温度 であって も冷却時間
が異なること、あるいは継手形式の相違 による拘束応力の相違な どが試験結果に影響す ることが考 えら
れる。Fig.2.19はy開先拘束割れ試験 とCTS試 験結果 とを予熱温度のかわ りに100℃までの冷却 時間
をとり、それぞれの割れ率 を比較 したものである。これによれば割れ防止の最低冷却時間はy開 先拘束
割れ試験では650sec.、CTS試験のbithermal側の溶接部 は300sec.、trithermalが250sec.とな り、
冷却時間についてはCTS試 験の方が厳格 な値が得 られている。 この場合突合せ継手 とすみ 肉継手で は
拘束応力の状 態が異な り、 とくにCTS試 験 ではルー トギャップのないすみ 肉溶接がおこなわれるた め、
当然y開 先拘束割れ試験 よりも拘束状態が緩和 され ることにな り、予熱温度が低 く求 まるもの と考 えら
れ る。
十字すみ肉継手試験はいわゆる開先付 きすみ肉溶接 であるが、従来 この割れ試験は溶接部り熱間割
れを調べ るのに主 として用い られて きたが、本実験ではこの種の割れは検 出されず、裏面側の溶接 を
おこなったルー ト部 に50。C以下の予熱温度 において2、3の 割れが生 じているのが認め られたのみで
ある。割れの性状 はCTS試 験 と同様のルー ト部か ら溶接金属に2～3mm伝播 した ものであ り、割れ
防止の最低予熱温度 もCTS試 験 と同 じく75℃を示 してい る。
5・2鋼 材 の影 響
供 試鋼 材HW63(A)、(B)、(C)のy開先 拘 束割 れ 試験 に よる割 れ防 止 の予 熱温 度 はHW63(A)が≧100℃
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cracking
HW63(A)、HW63(B)につ いて は窓 型拘 束割 れ 試 験 をお こな ったが 、割 れ 防 止の予 熱 温度 はいず れ も≧
100℃で あ るが 、割 れ 発 生数 はHW63(B)が約 倍 の値 を示 した。
そ の他HW63(A)はTablet.6に示 す よ うに テー パー 硬 さ試 験 、Ce¢、PcMなどの指 標 において も他 鋼
種 に 比較 して 耐割 れ性 に有 利 な値 を示 した。
なお以上 の事 実 よ り供 試鋼 材 中HW63(A)が割 れ感受 性 の低 い鋼 材 で あ る と考 え られ、 第3章 以 降 の
実 験 にお い てはHW63(A)系の 成分 のHW63鋼 を用 い る。
5・3施 工環境の影響


















HW63(A) 80ｰC iooｰc 370 0.50 0.223
HW63(B) 110ｰC 125ｰC 395 0.49 0.256
HW63(W 1?5ｰC 150ｰC 435 0.62 0.304
※C・q=C+24Si+6M・+-aoN・+5C・+4M。+14v
懸P…C・ 嘉 ・Mn+Cu+N.202060・Cr20・MolS・Vio+58
その冷間割れにおいて溶接金属 中の拡散性水素量が大 きな役割 りを果 しているこ とはよ く知 られてい
る事実 である。
溶接金属 中の拡散性水素量に影響 を与える要素 として、溶接施工上の条件 として溶接棒のフラック
ス中の水分量 と大気中の水蒸気圧 をあげることがで き、またフラックス中の水分量は再 乾燥後の放置
時間 と大気中の湿度 に関係す る。溶接施工条件 を管理 する立場か らは大気 中の水蒸気圧の管理 をす る
には作業 中断あるいは莫大 な空調設備 を要す ることにな り、 これには技術 的に も設備 費の上か らも非
常 な困難 性をともな うことが予想 される。そこで まずフラックス中の水分量 を抑制 する管理限界を示
して、この限界値 と割れ との関係 を明 らかに した上 で、大気水蒸気圧の影響 と管理上の施策 を考える
べ きであろう。Fig.2.20に溶接棒 を40ぴCにおいて1時間再乾燥後、種々の大気条件 および150。Cの携帯乾
燥器に保持 した場合の吸湿量 を示すが、携帯乾燥器に再乾燥直後に保持すれば放置時間を8時 間 とし
て も水分量 をO。15%以下 に維持す ることが可能である。
本研究では施工環境、溶接棒 のフラックス中の水分量および予熱温度 と溶接割れ との関係 を窓型拘
束割れ試験お よびy開 先拘束割れ試験によって調べ た。 これ らの試験によって求め られたそれぞれの
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y開 先 拘 束割 れ 試験 に よって 生ず る割 れ は 、前 者 は横割 れ 、後 者 はル ー ト割 れ と割 れ の形状 的相違 は
あ るが 、後者 のy開 先拘 束割 れ試 験 に よっ て求 め られ る割 れ 防止 の施 工上 の限 界条件(施 工 環 境 、 フ
ラ ックス 中の水 分量 、予熱 温度)は 前者 の 容型 拘束 割 れ試 験 の それ よ りは厳 格 な側 に あ る とい え る。
したが ってy開 先 拘 束割 れ試 験 に よ り求 ま る限 界条件 を用 いれ ば ルー ト割 れ は もちろ ん横 割 れ も防 止
しうる もの と考 え られ る。























のが 妥 当で あ り、 それ に よれ ば予 熱温 度 を100℃、 溶 接棒 の フ ラ ックス 中の水 分 量 を0.18%とした場
合 、施 工 環境 の 条件 として水 蒸気圧 は25.5mmHg(温度30℃、渥度80%)以 下 に抑 える こ とが 必 要 と
な る。
また同様 の 条件 の 溶接棒 と予 熱 温度 の も とで 水蒸 気圧 を変 えてJIS法に よ り溶 接 金属 中の 拡 散1生水
素 量 を測定 した結 果 はFig.2.21のご と くであ り、25.SmmHgに相 当す る溶接 金 属100gr.中の拡 散 性 水
素 量 は2.2ccとな り、割 れ防 止 には 溶接 金属 中の水 素 量 を2.2cc以下 に抑 え るこ とが必要 といえ る。
第6節 結 言
(1)HW63鋼につ いてy開 先拘束割れ試験、窓型拘束割れ試験 、CTS割 れ試験お よび十字すみ肉割
れ試験 をお こなったが、これ らの試験に より発生 した溶接割れは、それの予熱温度 、溶接棒 フラッ
クス中の水分量への依存性お よび割れ発生位置 ・形状 より推察 していずれ も冷 間割れ と判断され る。
(2)実施 した各割れ試験法の中で、それぞれの実験結果か ら求め られる割れ防止の予熱温度か らいえ
ば、y開 先拘束割れ試験法が もっ とも厳格 な試験法である。
(3)供試 したHW63鋼の3種 〔HW63(A)、(B)、(C)〕あ うちで、y開 先拘束割れ試験、窓型拘束割れ試
験の結果 あるいはその他 の硬化性、Ceq、PcMなどの割れ感受性指標のいずれ をみ ても、HW63(A)
が割れ感受性 のもっ とも低い鋼材であると判断 され る。
(4)施工環境 として大気中の湿度は直接的には溶接時に溶融池 と接触す ることか らそこに拡散性水素
として侵入す ることに より、間接的には溶接棒の フラックス と接触 し一旦吸湿 され た上 で溶接棒 の
使用時に拡散性水素 として溶融池に含 まれ るこ とに より、溶接金属 中の拡散性水素量 を増大せ しめ
るもの と考 えられるが、HW63鋼において も、大気 中の水蒸気圧お よび溶接棒 のフラ ックス中の水
分量が溶接割れ感受性 を高めることが認め られる。
(5)本章において用 いた各試験法の中でもっ とも厳格な結果が得 られたy開 先拘束割れ試験の結果か
ら鋼材、溶接材料 、施工環境お よび割れ防止の予熱温度 を設定すればつ ぎのご とくなる。
鋼 材
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実際の構造物 の建造 における、その大部分の継 手の溶接施工は初層溶接 に続 いて層 が重ねられる多
層溶接がおこなわれるのがふつ うであるが、健全 な溶 接継手 を得 るためには、 まず初層 溶i接が満足 に
おこなわれなければならない。 このため には、初層溶i接割 れを防止 しうる施 工条件 を用いて溶接施工
がおこなわれるこ とが必要である。 とくに、新た な高張 力鋼の溶接工作法 を確立す るにあたっては、
それの初層溶 接割 れの研究 はその割 れ防止の施工条件の設定上必要であ り、 さらにその後 の多層溶接
の割 れ挙動の研 究の基礎 となるもので ある。
一般 に、初層溶接の割 れは、第1章 で も述べた ごとく種 々の工作上の条件に影響 されるが、材料面
の条件である鋼材、溶 接金属 の化学成分、溶接材料の水分量 あるいは施工環境面の大気湿度 が一定条
件下に管理 され るな らば、主 として構造上 の要素 によって定 まる拘束状態 あるいは施工条件 としての
予熱温度 などが、初層溶接割れの挙動 を左右す るものと考 えられ る。高靭性高張 力鋼HW63製構造物
の建造 にあたっては、第2章 において溶接割 れに影響す る材料面および施工環境面の条件 を検討 し、
一定条件 に管理 す る必要性 を明 らかに したが、工作者側か らみた場合、溶i接割 れに影響す る工作 条件
のなかで管理上重要で あり、かっ選択の余地の大 きいのは施工条件 と構造条件であ り、この意味 にお
いて予熱温度 および拘束状態 と初層溶接割 れ挙動 との関係 を十分に検討 してお くことが必要で ある。
従来、初層溶接割 れの実験 にはy開 先拘束割 れ試験法 が用い られて きたが、板厚 を変えない限 り一
定拘束条件での割れ試験で あるため、 この試験 によって得 られた結果 を種 々の拘束状態にある実際構
造物の継手 に、 そのまま適用す るには若干問題 が残 されてい る。いっぽ う近年、溶接 の拘束応 力の発
生過程 について解明が進み、拘束状態 を変化 しうる引張拘束割 れ試験法が実用化 されるにおよんで予
熱温度 および拘束状態 と溶接割れ との関係 をより定量 的に検討す るこ とが可能 となった.J一一18)。しか し
なが ら、これまで構造物 に新たな鋼種 を適用す る場合、その溶接施 工法の研究段 階にお・いてその構造
物 に想定 され る種々の拘束状態での溶接割 れの挙動 を系統的 に検討す ることはあまりおこなわれてい
ない。 とくに、本研究 において取扱 う、高靭性高張 力鋼HW63は一般高張力鋼 とは化学成分系がやや
異なってお り、従来の一般高張 力鋼の研究資料あ るいは、 それ らの施工経験 にもとつ いてHW63鋼
の工作条件を設定す るのは危険であ り、 これの初層溶接 の割 れ挙動につ いてあらか じめ十分 なる検討
がなされなければな らない。 また、本研究の対象 とす る構 造物 は構 造的に複雑 でかつ施工上 の制約条
件 も多 く、 このため継 手の拘束状態 は板厚、拘束 間距離 といった構 造上の条件のほかに溶接順序 にも
影響される要素が大 きく、溶接順序 を考慮 した予熱温度の設定が必要 である。
以上の観点か ら本章では、 まず高靱性高張 力鋼HW63の初 層溶接 割れの実験:を、引張拘束溶接割れ
試験法 を用いておこない、 これにより初層溶接 割れの発生条件 を予熱温度および拘束状態 との関係 に
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おいて明らかにす る。つ ぎに、構造物の建造時 に生ずる拘 束状態 を考慮 した適正予熱温度の選定法 に
ついて検討す る。
第2節 実 験 方 法
2.1供 試材料お よび供試溶接材料
本実験 に使用す る鋼材 は高靱性高張 力鋼 と比較材 として用いた60kg/mm2級高張力鋼である。この高
靱性高張力鋼(以 下HW63と呼ぶ)は 新たに開発 された鋼材で あ り、Table3.1に示す ようにその
基本成分系 は、低CのNi-Cr-Mo系調質鋼で第1章 に示 した鋼材 に対す る要求性能の耐力63kg/mm2
と一70℃での シャルピー衝 撃値10kg-lnを満足 す る鋼材で ある。 また、60kg加m2級高張 力鋼(以 下H
T60と呼ぶ)は 、Table3.1に示す ような化学成分 と機械 的性質をもった汎用高張 力鋼である。
構造物 の建造 に使用す る溶接法 は、主 として被覆 アーク溶接であ るので本研究で は被覆 アーク溶接
を取扱 う。HW63用溶接金属の基本成分系はTable3.2に示すよ うにNi-Cr-Mn系で あり、要求性能
である溶接金属の耐力が、63kg/mm2以上で あるこ とと一50℃での シャル ピー衝撃 値:が3kg-m以上 を
満足 している。Table3.2にはHW63用溶接棒 〔E63値)〕とHT60用溶接棒(E60)の化学成分 と
機械的性質 を示 している。
2・2試 験 方 法
予熱温度 および拘束状態 が初層割 れにおよぼす影響 を知 るために引張拘束割れ試験法 を用いて実験
をお・こなった。本実験:で使用 した試験片 の形状 および寸法 をFig.3・1に示す。試験片の開先形状は
y開先拘束割れ試験 と同様 にy型 を採用 した。本研究ではFig.3・1のよ うな試験片 を用いて100ton



































































































引張 拘束 割 れ試 験 には2種 類 あ
り、 あ る標 点 間(4)の距 離 を溶i接中 、
溶接 後 とも一 定 に保つ 試験 法 で あ
るRRC試 験(RigidRestrant
WeldCrackingTest)と溶i接終 了
後 直 ちに一 定荷 重 を負 荷 す る試験
法で あ るTRC試 験(Tensile
RestraintCrackingTest)である。
RRC試 験 は拘 束距 離(e)を変 化
させ るこ と によ って拘 束 の大 き さ




いて予想 される拘束状態 を容易に再現で きるところにメ リッ トがある。本研究では実際の拘束状態 に
近 いRRC試 験 を主 と して実施 したが、RRC試 験で は予熱温度 が高 く拘束間距離の短 かい場合 には
実験上難 しい点がある。そこで後述す るように(Fig.3.10と3.11)室温 と予熱温度 が50℃の場合
についてRRC試 験 とTRC試 験 をおこなってみた ところ、割 れ発生限界拘束応 力にほとんど差 がみ
られ ないので拘束 問距離の極端 に短かい時 と長い時 はTRC試 験 を実施す ることにした。
本実験 に使用 した引張試験機の容量は最大100tonの横引張型で、 チャック問距離は最大980mmとな
っている。 この試験機の概要写真 を、Fig.3.2に、概略寸法 図をFig.3.3に示す。試験機はハ ン
ドルまたはモー タに連結 されたギヤに よって可 動チャ ックを移動 させるようになってお り、中間に入
れてある変速装置 によって荷重速度(変 位速度)の 微調整 が可能である。試験機の荷重の読みは試験
機のチャックと直列 に入 れたロー ドセルを用 いてス トレ
インメー タを介 してペ ンオシロによって記録 した。
RRC試 験 に使用す る変位計はFig.3.4に示す よ う
に試験片の両側 に取付 けた片持梁のたわみ量 から変位 を
測定 した。片持梁 には歪ゲージが付着 させて あり、ゲー
ジの結線 によって両側 の変位の平均値 が得 られ るよ うに
なっている。 なお、RRC試 験ではこの変位計の読み が
常に同 じになるよ うにハ ン ドル またはモー タを用 いて荷
重を調整 しなが ら試験 を実施 した。
試験片の予熱は開先近傍 に取付けた(Fig.3.4参照)
8個のス トリップヒータ(1個 の容量は250W)を用いて
おこない、予 熱条件は各試験 とも同一 になるように した。
各予熱温度 における試験片の長手方向の温度分布 をFig.
3.5に 示す。予熱温度は開先近傍の板厚中央 の位置 ま
で挿入 した(Fig.3.1参照)熱 電対を用 いて測定 した。
Fig,3.5Distributionoftemperatureindirectionoftestspecimen
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割 れ試験のための溶接は各試験片 とも同一条件でTable3.3に示す条件 を用いた。 この時の使用
溶接棒 は使用前 に1時 間 ・400℃で再乾燥 をお こなった もの を使 用 した。
試 騨 条 件 に お け る拘 束 状 態 は 拘 束 間 距 離(e)を100、200、30Q、400、500、600、700、800、900mmま
で変 化 させ た。 また予 熱温 度 は50、75、100、125、
Table3.3Weldingcondition1
50℃まで 変化 させ た。
本 実験 の割 れの発 生 を拘束 力の時 間 変化 と断面 マ
クQの 両 面 か ら観察 した。試 験 片 の負荷 時 にペ ンオ
シロ に記録 された 拘束 力の時 間 曲線 が 不連 続 的 に減 少 した時点 を もって割 れ発 生 と定 義 した。試験 片
が室温 まで冷 却 し、48時間経 過 した時 に拘 束 力の不 連 続的 低下 が ない場 合 や 、割 れ の発生 だ けで破 断







3・1拘 束応 力の発生 と割 れ挙動
RRC試 験 は前述 のごとく標点問の距離 を一定 に保っ 試験法で あり、 このために溶接 によって本来
生 じる収縮 、特 に溶i接線 に直角方向の収縮 を拘束す ることになり、試験片 に引張拘束応 力が発生す る。
Fig.3.7に試験片の初温 を室温 とした場 合のペ ンオシロに記録 された拘束応 力の発生過程 を示す。
この図では拘束応 力の発生時期 は拘束 間距離(e)の短かい程早 く、拘束応 力の大 きさは拘束 問距離(e)
の短 かい程大 きい。また溶接割れは拘束 間距離が長 くなると拘束応 力が低 くなって長時間経過 して も
発生 しなくなる領域 が存在する。
この ように拘束 力の発生は拘束 間距離(e)の大 きい程遅 くなるが、 この遅れは標点問に保有す る溶接
熱によって発生 した母板の熱膨張 が熱伝導や熱伝達で標点外 に熱 を失 って収縮す るに必要 な時問差 に
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Fig.3.7,Effectofrestraininggaugelengthonrestraintstressduringweldingandcooling
よって 説 明 され、 拘束 問距離 の 長 い程標 点 外 の 熱 の逃 散 に時 間 を要 し拘束 応 力の発 生 時期 が遅 くなる。
この現 象 に関 して は佐 藤 、松 井 の研 究 によ り明 らか に されて い る36)。
それ に よれ ば まず 、 溶接 熱 が拘 束 間距 離(2)から熱伝 導 に よって逃 げ始 め る時 間(tc)を 考 えてみ る
とtcは次 式で 表 わ され る。
tc-42./16πk(1)
k:熱 拡 散 係数(cm2/sec)=0.100
この式 を用 いて2が100、300、400、900mmの場 合 につ い てtcを計 算す る とTable3.4の よ うに な る。
このtcはマ ク ロ的 にみ た場 合 の拘 束応 力の
Table3.4Relationofrestraininggaugelengthversus
発 生時 期 に相 当 して4の 短 かい程 早 くな りtimeofcont「action
4の2乗 に比例 して お り、 この数値 はFig.
3.7の グ ラフ と定 性 的傾 向 は一 致 して い
る。つ ぎにこの 溶接入 熱 が拘束 距 離 間 か ら
逃 げ出 して しま うの での 時 間tfを考 えて み
る。tfは熱伝 導 の計 算 に よれ ば2の 大 きさに関係 な く無 限大 とな るが、現 実 の 問題 と して 熱 は熱伝 達
によ って も逃 げ るの で溶 接 熱 の90%が熱伝 導 によ って逃 げた場 合 を もってtノとす る と次 式 の よ うにtノ




























溶 着金 属 の凝 固温 度(℃)=1500
(4)
k一 熱 拡 散 係 数(cm2/sec)一 〇.100、 Φ(β):誤 差 関 数 、
h:板 厚(cm)=3.1
一 》
谷 疋 数 を」二武 に人 れ てL∫を青†鼻 してみ る と11abie3.4のよ りにぢ のG栞 に比1列した時 間 とな る。 こ
のtfの値 とFig.3.7と比 較 して み ると4=900mmの場 合以 外 は割 れ が拘束応 力の発 生過 程 で 発生 し
て しまって い るので 数値 的 には比 較で きな いが 、 その定性 的傾 向 は 良 く一 致 して い る。
っ つ いて発 生 拘 束応 力の大 きさが2の 小 さい程 大 き くな る点 にっ いて 考 えて み る。 この点 に関 す る
説 明 には拘束 度 とい う概 念 を用 い るの が便 利 で あ る29)c拘束度Kは 継 手 間隔 を単 位量 移 動 させ るに必
要 な単位 溶 接長 当 りの 力でkg/mm・mmとい うdimensionにな る。RRC試 験 で の拘 束度 は簡 単 に次 式 で
表 わ され る。
K=Eh/4(5)
E:ヤ ング率 、h:板 厚 、4:拘 束 間距 離
上式を用いて拘束度 を計算するとTable
3.5の ように拘束間距離i4が小 さい
程拘束度Kは 大 きくな り継手 が剛になる。
本実験の場合 は溶接条件が一定で あるの




















この 自 由収 縮 量 △Sは 他 の研 究 に よれ ば次 式 の よ うにな る36)。
△S一 α ・⑪w、 ・h・(6)
α:線 膨 脹 係数(℃ 一1)=1.49×10-5
た だ しh・・は(4)式と同 じで あ る。(4),(6)式に本 実験 の 条件 を代 入 す る と自由収 縮量 △Sは4に 無 関 係
にTable3.5の よ うな一 定値 を示 す 。仮 に溶 接金 属 が弾 性 的挙 動 をす る と考 え る と、 発生 す る拘 束







ただ し2θ:開 先 角度 一60.、H:比 溶着 熱(cal/g)一1.90×103
(7)、(8)式を用 いて 発生 拘 束応 力 を求 め てみ る とTable3.5の よ うにな る。 この値 をFig.3.7の結
果 と比較 してみ る と4=100,300mmでは弾 性 計 算 で あ るので 非 常 に大 きな値 となって お り、 実験 で も
途 中で割 れが発 生 して い る。Q-500mmで も割 れ が発 生 して い るが、 その応 力は近 い値 とな ってい。
4-900mmは計 算 で も実験 で も同 じよ うな低 い応 力値 にな って いて、割 れ は発 生 して い ない。 以上
の よ うに拘束 問距 離4の 短 か い拘束 度 の大 きい もの は その発 生応 力 は大 き くな る。本 実 験 に おいて途
中 で割 れ が発 生 しな か った場 合 の 拘束応 力 と拘束 度 の 関係 を整 理 す るとFig.3・8の よ うにな る。
この図の ように拘束応 力と拘束度の関
係は初め直線 になってお ゆ、応 力が降
伏応 力に近 くなると直線関係 がなくな
り、応カーひずみ曲線のよ うなグラフ
になる。この図のよ うな関係 から継手
の拘束状態 が求 め られ ると発生する拘
束応 力の大 きさの推定 が可能 となる。
本実験で生 じた割 れのほとんどは開
先ルー ト部 に発生 してボン ドまたは溶
接金属 に沿 って伝播 して熱影響部で停
止 して い る。 これ は 開先形 状 をy型 と した ので リーハ イ試験 の よ うなu開 先 と違 って溶 接金 属 よ りボ
ン ドに発 生 しや す い こ と も一 因 で あ る。 この よ うな割 れの典 型 的 な例 をHW63、HT60に つ い て1例
づ っ 示 し た の がFig.3.9で あ る。
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3・2割 れ発生限界拘束応 力と予熱温度
この項では高靱性高張 力鋼HW63と比較材HT60の拘束割 れ試験結果を各予熱温度 について示 して
予熱温度が溶接割 れに及ぼす影響 にっ いて考察す る。Fig.3.10に拘束応 力と溶接開始 か らの時間 と
の関係 から求めたHW63の割れ発生域 をハ ッチ領域 として示 している。図中 に指示 した拘束間距離4
か らわかるよ うに、Qが 短 か く拘束度 の強い もの程割 れ発生時期 は早 くなっている。拘束間距離が
80伽m以上の拘束度の弱 い場 合には、発生拘束応 力がある値以下 となって長時 間放置 しても割れは発
生 しなくなる。 このよ うな拘束応 力を割れ発生限界拘束応 力と呼ぶ ことにす る。溶接 によって発生す
る拘束応 力をこの限界拘束応 力以下 に押 えるよ うにすれば溶接割 れは防止で きる。た とえばFig.3.
10のよ うな室温の場合は限界拘束応 力が約32kg/mm2となってい る。
Fig.3.10は室温の場合であるが、各予熱温度(50℃、75℃、100℃、125℃、150℃)の場合はFig.
3.11からFig.3.15に示す よ うな割 れ発生領域 となる。 これ らの図 からわかるよ うに割 れ発生応 力
は予熱温度 が高い程大 くきなってお り、発生時期 は遅 くなってい る。図中の割 れ発生領域 は2・2で









各 予 熱温度 ご と に示 したFig.3.10から
Fig.3.15まで の割 れ発 生領域 をま とめ る と
Fig.3.16のよ うにな る。 限界 拘束応 力 は予
熱温度 が高 くな る につ れ て上 昇 して お り、割
れ発 生時期 も遅 くなる こ とが明 らか にわ か る。
Fig.3.16を拘 束応 力 と予 熱温 度 の 関係 で 整
理 す る とFig.3.17のよ うに な り、 拘束応 力
と予 熱温度 の関係 で 割 れ領 域 を簡 単 に示 す こ
とがで きる。 図 中 にハ ッチ を施 した線 が割 れ
発 生 限 界拘束 応 力 と予 熱 温 度 の 関 係 とな る。
ここまで示 した 図 はすべてHW63に 関 す るも
ので あるが比較 材 で あるHT60にっ いて も同様
の実験 とその結 果 の整 理 をお こ なって い る。
実験 結 果 をFig.3.17のよ うな限界 拘束応
力 と予 熱温度 の関係 で 整 理す る とFig.3.18
の よ うに な る。 この 図 か ら明 らかな よ うにH
T60でも予 熱温 度 が高 くな るに従 って割 れ発
生限 界 拘束応 力 も高 くな る とい う傾 向は同 じ
で あ る。Fig.3.17と3.18を比 較す る と割
れ 防止 に必要 な予 熱 温度 はHW63の 方 が高 く
なって お り、 限 界拘 束応 力が溶 接部 の 引張 強
度 とな って 頭 うち にな る予.熱温 度 はHW63で
は約150℃、HT60で は約100℃とな る。 なお
溶接 部 の 引張 強度 がHT60で 約75kg/mm2、H
W63で約90kg/mm2となって い て非 常 に高 い値
を示 して い るが これは一 層 溶接 で あっ たた め
に本 来 強度 が高 め に出 るこ とが その一 因 で あ
る。 ま た拘 束 力か ら拘束 応 力 に換 算 す る時 に
最小 断 面 で の平均 応 力 と して求 めた ので 形状
の影 響 に よ る応 力状 態 も考 え に入 れ る と一軸






び拘束力の大 きさが影響 するが、特 に
前の2因 子 は予熱温度 とそれ に関係す
る冷却速度の影響 を大 きく受けること
が知 られている。たとえばHT80やH
T60のよ うな高張 力鋼 では300℃での
冷却速度32)や800℃から300℃までの冷
却時間の影響 が大 きいとい う報告 があ
る37)。また最近では100℃までの冷却
時間で整理 すべ きで あるとの提案19・20)
もあって着 目す る温度が低 くなって き
ている。これは一般 に鋼 材が高級化 す る程小量 の水素で も溶接割れに関係するため と思われる。
本研究で も実験結果を100℃までの冷却時間で整理 して みるとFig.3.19のよ うになる。
Fig.3.19は割れ発生限界拘束応 力と100℃までの冷 却時間の関係 を示 してお り、図か ら明 らかなよ
うに予熱 によって冷却時 間が長 くなって限界拘束応 力が上昇 してい ることがわかる。
第4節 溶接予熱条件の選定
4・1実 際継 手におけ る拘束状態
構造物 の各溶接組立ステー ジにおける主要継 手の うち、平板部材の継 手はFig.3.20のごとくほ と
ん ど拘束のない状 態 にお かれる。耐圧殻 の基本構造 は円筒形であるが、このブロック継手 においては
Fig.3.21のごとく、ブロック重量 あるいは、内構i部材 の仮 どめが継手 を拘束す る。 またFig。3.22
の耐圧殻の貫通金物 の継 手ははめこみ溶接 となり高 い拘束状態での溶接 となる。 これら種々の拘束状
態 にある継 手においては、 さらに溶i接施工順序 によって拘束状態が変化す る。前掲 のFig.3.20では
D溶接 は先のA溶 接 により、 またFig.3.22ではA溶 接 は先のB溶i接によって拘束 されることになり、
この部分の拘束が高 くなることは容易に予想 される。
そこで平板部材および円筒形 のブロック継 手の先溶接 による拘束を知 るためにFig.3・23の(a)およ
び(b)のごとき試験板 を用いて、それぞれの拘束状態の再現 を図 り拘束応 力の計測 を試みた。
この試験片の供試鋼 材はHT60で、板厚は耐圧殻の主要外板の板厚 に合 わせて25mmとした。試験 は
Table3.6に示 すよ うな溶接条 件で溶接 をおこなった後 にFig.3.24に示 す位置 に抵抗線 ひずみゲ
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本実験 によって得 られた残留応 力分布 をFig.3.25とFig.3.26にそれぞれ示す。試験溶接部 には
割 れが存在 しない ことを確認 してお り、この残留応 力の測定結果か ら試験溶i接の各部 における拘束応
力を知 ることがで きる。拘束すみ肉溶接の ない無拘束試験片での残留応 力はFig.3.25のごと く最大
47kg/mm2となってお り、溶接金属の降伏応 力以下であ る。 また、拘束すみ肉 によって高 い拘束状態 に
なっている場合 はFig.3.26のよ うに前者 に比べて高 い残留応力が発生 して最大応 力は降伏応 力に等
しい59kg/mm2となった。
4・2拘 束状態 と割 れ防止予熱温度 の関係
構造物 の各溶 接継 手は広範囲 な拘束状 態 にあ り、そこに生ず る拘束応 力もまた広範囲 に分布 してい
ることが予想 され る。 したがって、 その拘束応 力に応 じた最低予熱温度 も連続的 に変化す ることにな
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る。 しか し実用上か らいって溶接継 手の拘束状態 を何段 階かに区別 して予熱温度 を規定す るのが便利
で ある。 またこの場合の拘束状態 は従来の板厚、拘束問距離 などの構 造的条件のほかに、 その構造物
の建造時 に採用 される組立法、溶接順序 などの施 工条件 も加味 して きめ るのが実用的で あると考 えら
れる。構造物 に関 しては、主要構造部 における板厚、構造、組立法 および溶i接順序 などを考慮 し、 さ
らに前述の残留応力の計測の結果 か ら求 めた拘束応 力を参考 として、つ ぎのごとく3段 階の拘束応 力
に区分す ることとす る。
拘束状態 ①:内 業工場 における部材の板継 ぎ溶接のごとく、拘束の比較的弱 い状態;Fig.3.23
(a)の継 手の拘束応 力は溶接順序の影響 が入 ってい るため、この拘束状態① の上限 に
あ ると考 えられ、 この場合の拘束応 力はHT60の溶接金属 の0.8σy(47kg/mm2)であ
ることから拘束状態① は初層溶…接で拘束応力が0～0.8σyとなるような拘束状態 と
い える。
拘束状態 ②:組 立工場 あるいは現場 におけるブロック継 手の溶接のごとく、比較的大 きな拘束状
態;Fig.3.23(b)の継手の拘束応 力は溶接順序の影響 が入 ってい るために、この
拘束状態② の上 限にあると考 えられ、この場合の拘束応力は溶接金属の降伏応 力
(σy-59kg/mm2)に達 している。 したがって拘束状態② は初層溶 接で拘束応力が
0.8σy～1.0σyの範囲 となるよ うな拘束状態 とい える。
拘束状態 ③:貫 通金物 のはめ こみ溶接 あ るいは、近…接溶 接継手 が同時期 に施 工 させ る場合の ごと
く溶接継 手に生ず る拘束 力が互 に干渉 しあって大 きな拘束 力を生ず る状態;は めこ
み溶 接あるいは近接溶接 においては施 工順序が不具合で あると溶接金属の引張応 力
σ'Tに拘束応 力が達 し破 断することがある。この例 は施工順序の問題 に関係す るとこ
ろが大 きいが、実際の溶接施工 においては不可避 の場合 がある。 したがって、 この
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以 上3段 階 の拘 束応 力 との関係 を概 念的 に表 わす と、Fig.3.27のご と くな る。 そ れ ぞれの 拘束状
態 に あ る継 手 に生ず る拘 束 応 力が割 れ発 生 限 界拘 束応 力以下 とな るよ うにす れ ば、溶 接割 れ は防止 で
き るこ とに な る。 そこでHw63お よ びHT60の 限界 拘束 応 力 と予 熱温 度 の 関係 を前掲 のFig.3.17と
Fig.3.18にも とつ いて ま とめ て示 す と、Fig.3.28のご と くな る。 また同様 に して 限界拘 束 応 力 と
100℃まで の冷 却時 間 を求 め る とFig.3.19のご と くなる。 これ らの図 に示 した割 れ防止 の最低 予熱




本章で は高靭性高張 力鋼HW63とその比較のためにHT60の初層溶接 につ いて引張 拘束割 れ試験 を
おこない、 まず初 層溶接の割れ発生条件 を割れ発生限界拘束応 力と予熱温度 の関係 において求 め、つ
ぎに継 手の拘束状態 に合 った割 れ防止 最適 予熱温度の選定法 に関 して検討 をおこなった。本章で得た
結論 を要約す るとつ ぎの ようになる。
(1)HW63の初層溶接の引張拘束割れ試験 では拘束応 力が低 くなると割れ発生 までの時 間が長 くなる。
また、ある拘束応 力以下では長時 間負荷 しても割 れが発生 しない限界拘束応 力が存在す る。限界
拘束 力は予熱温度の上昇 とともに高 くなる。 またHT60との比較ではHW63は同一予熱温度であ
って も、限界拘束応 力は低い。
(2)拘束引張試験 の結果か ら、溶接 割れ発生現 象を予熱温度 と限界拘束応 力との関係で整理 し、これ
によ り溶接 割れ発生領域 を示 しうる。 この関係 を用 いることにより、実際構 造物の各継 手 に生ず
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るであろう拘束応 力を予測 しうれ ば、割れ防止の予熱条件 を決定 しうることを明 らかにした。
(3)構造物の主要構造の溶接継 手の板厚、拘束間距離 、組立法 、溶i接順序 、などを考慮 して、それ ら
の溶接継手の拘束状態 を大、中、小 の3段 階 に大別す ることを提案 し、 さらに各拘束状態 の段 階
にある溶i接継 手 に生ず る拘束応 力の範囲 を予測 した。
(4)その結果、拘束状態の大なる継手では拘束応 力が溶接金属 の引張 り強 さまで に、拘束状態 の中位
の継 手ではその溶接金属 の降伏応 力まで、 また拘束状態の小 なる継手では、降伏応 力の80%まで
にそれぞれ達 しうることを示 し、 さらに先 に求 めた予熱温度 と限界拘束応力の関係 からHW63の
各拘束状態での割 れ防止 の予熱温度 を設定すれば拘束 の大 なる継 手で は150℃以上、拘束の中位




前章 において初層溶接割 れの挙動 にっ いて検討 を加 えたが,船 舶,橋 梁,圧 力容器などの大型構造
物ではそれらの主要構造部材の板 厚か らいって大部分の溶接施工 は多層盛 りでお』こなわれているとい
えよ う。 したがって構造物の溶接施工時の割 れ防止 を検討す る場合,多 層盛 り溶接の割 れ挙動 を知 る
ことが必要である。
しか しながら多層盛溶接の割 れに関す る基礎的研究は初層溶 接に比較 して きわめて少 なく,そ の
38)39)
中で多層溶接 に関す る研究 として軟鋼 の拘束応 力を取扱った研究 あるいは高張 力鋼の拘束応 力と
40)
割れ発生条件 の関係 に関する研究 などがあげ られ,そ れぞれ残留応 力の状態 あるいは一定の拘束応
力下の 割 れ現象を知 るにはいず れも非常 に有益 な報告であるが,そ れ らは実際の継手 が受 けると考 え
られ る多層盛 り溶接の拘束応 力の発生過程 と割れ との関係 にっ いては触 れていない。
またこの ように基礎研究の少 ない事実 に関連 して実際の 多層溶接 における溶接割 れ防止の施工条件
は初層溶接の実験結果 にもとづ き規定す ることがよくおこなわれ,経 験的 にはこの方法 は有効で ある
ことは認め られているが,こ れがどの程度妥当性があるかまだ十分 に解明 されていない。
多層溶接はパスあ るいは層が増加す ることにより,.とりうる溶接施工方法 の組合せが多 くなり,こ
れが多層盛 り溶接の実験 を困難 なもの としている一っの理由 となっているが,実 際の高張 力鋼 の溶接
において用い られる施工法 としては,通 常の方法 として継手 を一定 の予熱パス間温度 に維持 しながら
連続的 に溶i接をおこない,溶 接完了後常温 に冷却 される場合 と,仮 付 け溶i接のごとく比較的少ない所
定の層で溶接 が一旦終 り常温 まで冷却 され る場 合が考 えられ,そ の他 に作業の都合でパス間温度 を維
持 しながら溶接の途 中層で中断す る場合 が想定 される。
そ こで本章ではそれぞれの施工法 に したがった拘束条件で多層盛 り溶接の定変位引張拘束割 れ試験
をおこない,予 熱パス間温 度 と応 力発生過程 との関係 において割 れ挙動 について検討 を加 え,割 れ防
止 に有効 な積層法 と予熱温度を明 らかにす る41)。
第2節 実 験 方 法
2・1供 試材料および試験片寸法
本章での実験 に使用 した鋼材は本研究の対象構造物である耐圧殻用 に新 たに開発 された高靭性 高張
力鋼HW63で,そ の板厚 は31mmのもので ある。供試溶接材料 もHW63用として新 たに開発 された4mm
φの被覆 アーク溶接棒E63(A)を用いた。す なわち供 球鋼 材 と供試溶接材料 はともに前章の初層溶接
の実験 に用 いた もの と同 じで ある。供試材料の化学成分 と機i械的性質 をTable4.1に示す。 なお溶
接材料 の機械 的性質は前章での試験結果 より少 し低 くなっているが要求性能 を十分満足す る値 で ある。
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溶接棒 は使用前 に400℃ ・1時間の再乾燥 をおこなった後150℃ に保持 した もの を用いた。
本実験で使 用 した試験片の形状 および寸法 と試験溶i接部の開先形状 の詳細 をFig.4.1に示す。開先
形状 は前章 と同様 に初層溶接の割 れ試験 として一般 に用いられるy型 を用いて前章で得 られた初層溶
接の割れに関す る知見を生かせ るよ うに した。本章での試験片の寸法 は前章 の初層溶接の実験 の4-




















































2・2試 験 方 法
緒言で述べた ように本章で は定変位型引張拘束割 れ試験法(RRC試 験)を 用 いて前章で得 られた
初層溶接 の溶接割 れ防止 に関す る知見 を基礎 として多層溶接の場合 にっ いて検討す る。RRC試 験法
は100ton容量 の専用引張試験機(Fig.3.2,3.3)と変位測定装置(Fig.3.4)を用いて実験 を
おこなったが,こ の試験法は第3章 と同 じであ るので試験法の詳細 にっ いて は本章では省略す る。
試験片の予熱は開先近傍 に取付 けた8個 のス トリップヒー ター(1個 の容量は250W)を 用 いて
お こない,開 先ルー ト部近傍 に挿入 した熱電対(Fig.4..1参照)に よって得 られた温度で予熱温度を
管理 した。各予熱温度 におけるヒー タ入熱のみ による試験片の引張軸方向の温度分布 を示す とFig.4
.2のよ うになる。 なお本実験では予熱温度 とパス間温度 が等 しい場合の 多層溶接 について検討 を加 え
てい るが,パ ス問温度 もルー ト部 に挿入 した熱電対の測定温度で管理 した。多層溶接では層 を重 ねる
度 に温度測定点 か ら溶i接部 が離 れるが,予 熱パス問温度 が高々150℃ で あることと積層 による溶接
部の温度の均一化 を考 えるとビー ド表面で測 定 した場合 と大差 はない と考 えられる。 なお本実験 では
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すべ て予 熱 ヒー タは設 定予 熱温 度 が得 られ た後 は通電 して い ない。
試験 溶i接は各 試験 片 とも同一 溶i接条 件 で お こな った。溶 接条 件 とその積 層法 をTable4.2に示 す。
な お予熱 条件 はR.T.(20℃),50℃,100℃,150℃ の4条 件 と した。
溶i接割 れの検 出 は前 章 同様 拘束 力の発 生 状況 と断面 マ クロの 両面 か ら調 べ た。 断 面 マ クロ の採取 位





本試験 では溶接割 れの発生が予想 される拘束の強 い状態での多層溶接の拘束応 力の発生過程 と割れ
挙動 にっいて検討をおこな うが,設 定拘束状態 としては初層溶i接によって鋼材の降伏応 力に等 しいよ
うな拘束応 力が発生す る場合 を選んだ。 このよ うな拘束状態 は第3章 での実験結果で あるFig.3.7
お よび計算結果のTable3.5を参照す ることによって板厚が31mmの場合では拘束間距離4が500
mmの場合 に相当することが容易 に理解で きる。 そこでFig.4.1の試験片形状 に示 したよ うに本実験
では拘束問距離4=500mmに っいて実験 をおこなった。
本実験で は緒 言で述べ たように実際の溶接施工 において想定 され る3っ の場合 にっ いてそれぞれ検
討 をおこな うためにテス ト1,テ ス トHの2種 の試験 をおこなった。 なお本実験 において予熱温度 と
パス間温度 は同一 としている。各予熱パ ス間温度 を維持 しながら最終 パスまで溶接 をおこなう通常の
多層溶接の場合,お よび仮付溶 接の ように完全 な継手 を形成す る以前 の途 中層で溶接 を終 了 して その
まま室温 まで冷 却す る場合 にっ いての実験 をテス ト1でおこなう。すなわちテス ト1はRRC試 験 に
おいて溶接 を1,4,7,10(最 終バ ス)パ スで終 了した場合でR.T.,50,100,150℃の各
予熱温度 につ いて実験 をおこな う。最後 に予熱パス間温度 を維持 しなが ら溶接 がおこなわれて きた多
層溶接の途 中層 において溶接 が中断 され,パ ス間温度 を予熱 ヒー タで長時間保持 してお く場合である
が,本 実験で はこの よ うな場合の うちで きび レい条件 と考 えられる条件 をテス トHと した。 テス トII
は1,2,4の 各パスで溶接 を終 了 して その溶接部 がパス間温度 まで冷却 した ときに発生 した拘束 力
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第3節 多層溶接における拘束力の発生過程
3・.1拘 束 力におよぼすパス数 と予熱パ ス間温度の影響
本項で は実験 によって得 られた多層溶接 の拘束 力の発生過程 を各パ ス数 と予熱パス間温度 につ いて
整理 をおこない,あ わせて若干 の検討 を加 える。まず拘束力の発生過程 をテス ト1の予熱パス間温度





生過程 は第3章 で示 した初層溶接の拘束 力の発生過程で述べたよ うに拘束 力は時間の経過 とともに上
昇 してお り,試験片全体 が室温 まで冷却す ることによってある一定の最終拘束力 となる。第2パ ス以
後の拘束 力の発生過程の特長 は各パス とも溶接直後 に拘束 力が急 に減少 し,そ の後時間の経過 ととも
に拘束 力が上昇 して結局溶i接直前の最終拘束力よ りも高い値 に収束す るところにある。 このよ うに最
終 拘束 力は層 を重ね るたびに増加 してい くが各パス ごとの増分 は次第 に減少 している。Fig.4.3の
上側 には各パ スにおける溶接ルー ト部での温度 が示 してあるが,前 節の実験方法 において述べた よう
に温度測定点 が層を重ね るにしたがって溶接 ビー ド部 から離れ るので ピーク温度 は次第 に低 くなって
いるが,ピ ー ク近傍 を除けばその冷却 曲線 は板厚方向の温度分布の均一化 によって同様の曲線 が得 ら
れている。
Fig.4.4,4.5,4.6に予熱パス間温度がそれぞれ50℃,100℃,150℃ の ときのテス ト1
の結果 をすべて示 した。 これ らの結果 をまとめ ると次の ような傾向 をとらえることがで きる。 まず第
2パス以後 は溶接直前の拘束力(パ ス間拘束力 と呼ぶことにす る)は 室温で得 られた最終 拘束 力より
も小 さく予熱温度の上昇 とともに小 さくなる。 しかし途 中層で溶接 を終 了 したときの各パスの最終拘
束力は逆 に室温のそれよりも高 く予熱温度の増加 とともに大 きくなる。パ ス数 とパス問拘束 力の関係
をみると各予熱パス間温度 とも拘束 力はパ ス数の増加 とともに増加す る。 なお予熱パス間温 度が室温
の場合 は1個 の試験片で各パスの最終拘束 力まで求め られ るが,そ の他 の場合 には試験条件 表のTab。
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le4.3に示 した数だけ試験片が必要である。
本実験 では発生する拘束応 力の設定 を高 くしているので実験の途中で割 れが発生す ることがあり,
図中 に示 したよ うな時間で破壊 が発 生 してい る。 しか し拘束 力に注 目 した場合 には拘束 力の発生過程
か ら考 えて破壊発生時の値 を最終拘束 力値 として採用 して も良い と考 えられる。 しかし予熱を しない
Fig.4.6Restraintforceduringcooling(preheatingtemp.:150ｰC)
場合 には破壊発生時期が早 くて最終拘束 力が求 められないので約100℃ に冷却 した時 に100℃ を
維持す るように加熱 を30分 位 おこなうことによって割れを防止 して から室温 まで冷却 した。 したが
ってFig.4.3は実験値 か らの推定曲線で ある。
以上得 られた結果 から:最終拘束 力を各パ スごとに整理す るとFig.4.7のようにな る。またこの拘
束 力を溶接部 のの ど厚部 の断面積で割 って求めた最終拘束応 力は,Fig.4.8のよ うになる。 この図
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からわかるように最終 拘束応 力はパス数 の増加 とともに減少 し,そ の減少量 はパス数の小 さいところ
程大 きい。 またその大 きさは予熱パス問温度の上昇 とともに増加す る.傾向 にある。 この結果 に若干の.
考察 を加 えてみ ると次の ようにな.る。
.まず拘束力がパス数 とともに増加.し逆 に拘束応 力がパス数 とともに減少す ることを考 えてみ る。拘
束力の増加は従来の実験結果や経験 的 な結論 より推定 され るよ うにパ スを重ねるたびに増加す る.多層
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溶接 の収縮 か ら考 えて 自明のことである。拘束応 力の低下はパス数 を重ね る時の拘束 力の増分 とのど
厚断面積 の増分のバ ランスから説 明 される。す なわち多層溶接で は拘束 力(収 縮量)が 増加す る以上
にの ど厚の増加が大 き.く,この結果拘束応 力の減少 となる。次 に予熱パ ス間温度の影響 にっいて考え
てみ る。実験結果 によると予熱パス間温度 が高い程 その拘束応 力が高 くなっているが,こ れは第1パ
スを溶接す る以前 において予熱 ヒー タによる拘束距離 間での試験片 の熱膨張 によって生 じてい る。予
熱温度を上 げるとそれに伴 い試験片の膨張 が大 きくなりこれが試験片の溶接後の冷却 とともに収縮 し
て,こ の収縮 を拘束することにより大 きな拘束応 力が発生する。
次 にパス問 における拘束 力および拘束応 力にっ いて考 えてみ る。Fig.4.9およびFig.4.10はパ
ス間拘束 力およびパス間拘束応 力とパス数 との関係 を各予熱パス間温度で整理 したものである。パス .
間拘束 力はパス数 とともに.ヒ昇 してゆ くのは最終拘束 力と同 じで あるが,そ の大 きさは最終拘束力の
場合 とは逆 に予熱パス問温度 が高い程低 くなっている。これはパス間温度の高いもの程 そのパス問時
間は短 か く拘束 力が高 くなる以前 に次のパスを置 くためで ある。 なお,パ ス間拘束 力および最終 拘束
力に関す る理論的考察は次の3・2項 において述べ ることにする。 また他 の研究38)によればパ ス間拘
束 力は3～4パ スで ピークを示 しているが,著 者のおこなった計算 および実験で は再現で きなかった。
以上はすべてテス ト1の結果であ るが,次 にテス トIIにっ いて示す とFig.4.11,4.12,4.13のよ
うになる。 この実験 は2・3項 で述べたよ うに溶接 を途中で 中断 した時 を想定 した実験で,そ の実験
条件 はあ る途中層 まで溶接 をおこなってその溶接部 が設定パ ス間温度 となった時 の拘束 力を以後の冷
却過程で維持 す ることにある。すなわち最初RRC試 験 をお・こない溶接部 がパス間温度 になった時,
その時 の荷重 を維持 するようなTRC試 験 に切替 える試験法で ある。 したがって図に示す よ うに各パ
スにおける各拘東 力はテス ト1のパス間拘束 力に等 しくなってお り,Fig.4.9およびFig.4.10が
それぞれテス トnの拘束 力および拘束応 力を示すことにもなる。
β3・2拘 束力の発生過程 に関す る理論的検討
本項では前項で得 られた実験結果 と従来 の実験 および理論的検討 をもとにして 、 多層溶i接の拘束
力の発生状況 に関す る理論的検討 をおこなった。従来 多層溶接 はその現象 が非常 に複雑であ るため,
あまり理論的検討 はおこなわれていなかったが,最 近では有限要素.法(FEM)の 熱弾塑性 プログラ
　 　
ムが一般化 して きてお り,こ れを用いた多層溶接の解 も発表 されて いる 。この ようにFEMを駆使 し
.
て個 々の:境界条件 に関する多層溶i接の様 々な問題が次第 に解かれっつ あ るが,こ の手法の特性 から各
々の現象 の理 論的考察 の集約 か ら得 られ るような一般化 された解 は得 られていないのが現状で ある。
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したがって本研究では多層溶接の拘束 力の発生過程 に関す る定性的傾 向のみを簡単 な理論 の組合せ に
よって再現 を試みた。 なお本項で は実験式 は別 としてその理論式 はすべて熱弾性仮定 が成立す るもの
と して問題 を単純化 して展開 した。 こ ・で は熱弾性仮定で あるので拘束力 と収縮量は継手の拘束度 を
比例定数 とした正比例の関係 となる。 したがって拘東 力その ものを直接的 には取扱 わず に拘束 力を発
生 させ る原因 となる多層溶 接に生 じる自由収縮 に着 目した。
初層溶接の収縮 に関 しては第3章 でその一部 にっいては考察 したが,多 層溶接 の収縮過程 の基礎 と
36)
して こ ・で検討す る。初層溶接 に関す る研究は他の研究で良 く検討 されてお り,そ の収縮過程 をその
起因 によって次 に示す よ うな3段 階 にわけて意味づ けられて いる(Fig.4.14参照)。
(1)第1段 階
これはFig.4.14に示す ように全収縮過程の最初の収縮段 階で ある。溶接凝 固時 に溶接 によって
生 じた開先内の局部的な熱膨張が時 間経過 によって生 じる板厚方向の温度の均一化 によって収縮 と





こ ・にh:板 厚,hcr:限 界板 厚,k:熱 拡 散係 数,Q:溶 接 入 熱,c:比 熱,n密 度,
⑬ws:溶 着金 属 の凝 固温 度
い ま収 縮 量 をS、(t、)と す る と第1段 階 で の収縮 量 は次 式 で 表 わ され る。
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S・(tl)一・⑪w・hcr{1マ 燕 ・・,a2t1`(4 ・3)
こ ・にa2:熱 放散 に関 す る定 数
α:線 膨 張 係 数
(2)第2段 階
この段 階 はFig.4.14に示 す よ うに収 縮 の お こ らない時 期 で,板 厚 方 向の温 度 も均 一 に な り,し





初層溶接の収縮過程の最終段階で拘束間距離 か ら外部 に熱が逃 げていくことによって生ず る収縮

















多層溶接 の自由収縮 は従来の実験結果 か ら次のような実験式 が与 えられている。 それによるとn
44)
パ ス まで 溶接 した時 の 最終 収 縮 量 の 合計 は次式 で 表 わ され る。
n
n一、Snf=Cl(h)1・9・(4・11)
こ ・にSnf:nパ ス 目を溶接 した こ とに よって発 生 す る最終 収 縮 量 の増 分,C、:溶 接棒 と溶 接条
件 に よつ て決 ま る定 数,A:開 先 断 面積 。 著 者 が別 にお こな った多層 溶接 の 自由収 縮 の実 験結 果
45)
によ れば その 最終 収 縮 量 はFig.4.15のよ うに な り、 材料 お よ び溶接 条件 は本 実験 とほ ぼ同 じで
あ った。 な おFig.4.15中に示 して あ る実線 は(4.11)式によ り求 め た もので あ る・ この よ うに多
層 溶 接 の 最終 収 縮 量 が(4.11)式か ら求 め られ るこ とが わ かっ た。
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っ ぎに多層 溶 接 の収 縮 過程 につ い て初 層溶 接 の理 論
式 とFig.4.3の実 験結 果 を参 考 に して 考 えてみ る。
Fig.4.3をモ デ ル化 したの がFig.4.16でこの 図 に
お いて これ まで の 考察 か ら1パ スのS、(t、)および
S、f,ま たS。f,S3fがそ れぞ れ求 まって い る。 した
が って各 パ ス の収縮 量Sn(tn)がtnの関数 として求 め
られれ ばFig..4.3のよ うな予 熱 しない場 合 の 多層 溶










Fig.4.16の2パス以後の拘束力はまず溶接直後 には溶接入熱による熱膨張 によっぞ急激 に総収縮量
は少 な くなり,以 後溶接部 の冷却 とともに収縮量 は増加 して最終 的 に前パスまでの総収縮量 よりSnf
だけ収縮量 が増加す る。 この収縮過程 のほとん どは初層溶接の第3段 階 と同 じように溶接入熱 が熱伝
導 ・熱放散 によって拘束距離間か ら減少す るため と考 えられ る。 したがって多層溶接の収縮 をモデル
化 して,こ の収縮過程 は初層溶接の第3段 階の式((4.7)式)が成立す ると仮定すると,最終収縮量





こ ・にtn:nパ スを溶接 してか らの時 間
本項で は熱弾性的挙動 を仮定 しでいるので上述 のように求めた各パスの収縮過程の式 から任意のパ
ス間時間(パ ス問温度)の 場合の収縮過程 が単 に個々のパスでの収縮 を加算す ることにより求めるこ
とがで きる。Fig.4.17はこの関係 を図示 した もので図中の破線 は1パ スだけの収縮曲線,1点 鎖線
および2点 鎖線 はそれぞれ2パ ス,3パ スだけの収縮曲線 を表わ してい る。実線は各パ スの収縮曲線
を加算 した時 の収縮量で本実験結果の予熱パス間温度 が50℃ 以上の場合 に相当す ることが図を比較
す ることによって明 らかである。この関係 を式で表示す ると次の様 になる。nパ ス目での収縮量 を
　















(4.13)式に実験 に使 用 した条件 を代入 す る とFig.4.18のよ うに なる。 この場 合,予 熱 パ ス問温
度 がR.T.,50℃,100℃ のパ ス 間時 間 は実験 で はほ ぼ一定 で,そ れ ぞれ80分,30分,13.3分
で あっ たの でパ ス間時 間 を あわせ て計 算 をお こ なった。 実線 お よ び破 線 で示 した予熱 パ ス間温 度 がそ
れぞ れR.T.,50℃ に相 当す る収 縮 曲 線 はFig.4.4および4.5で示 した拘 束 力の 曲線 とその傾 向 が
良 く一 致 して い る。
しか し一点鎖 線 で示 した予 熱パ ス間 温度100℃ に相 当す る曲線 は実験 結 果(Fig.4.6)とそ の傾 向
が違 って い る。 これ は予 熱 の効果 が入 って い ないの が主 た る原 因 と考 え られ る。 しか しパ ス間 温 度 を





この現象 は著者 が本研究 とは別 に実施 した試
験結果か ら確認 で きる45)0この実験 に使用 した試
験片 はH型 拘束試験体(Fig.4.19)であ り,
試験溶接部 の両側 の拘束材 に貼付 したス トレイ
ンゲージを用 いて拘束 力を測定で きるようにな
ってい る。この実験結果の1例がFig.4.20で,
予熱 をしないでパ ス間温度 を150℃ と した場
合の結果で ある。図のよ うにパス問温度が高 く




(4.13)式で はパス間拘束 力はパ ス間温度 によって変 わるが,室 温 まで冷却 した最終拘束力は結局
同 じ値 とな り,Fig.4。9の実験結 果 とは矛盾す る。 これは予熱 による試験片の熱膨張 を考慮 してい
ないことに起因す る。そこで従来の熱伝導の計算結果46)を用いて予熱効果 を求 めてみる。まず予熱 ヒ
ー タによって予熱設定温度(Tp)まで に温度 を上昇 させ るに必要 な時間thを 考 える。
T・__gbz2.lh〔鵡 Φ(/3・)+誌 ・　β多一{1ゆ(β ・)}〕(4・14)
bβ
P=4kth
q:ヒ ー タの単 位 加 熱面 積 当 りの発 熱量,2b:加 熱 巾,λ:熱 伝 導 率
thまで の加 熱 に よって得 た熱 の温 度分 布 を求 め ると次 式 の よ うに な る。
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・(・+蹄 ・a2tF(防) 一F(7J2)}+・(・『鉱 × ・一a2t
{F(β・)一F(β・)}
r>_b














(4.16)式を用 いて予熱の効果 を入れた収縮過程 を求め る≧Fig.4.21のよ うに各予熱温度 に応 じて
















第4節 多層溶接の割れ とその防止施工条件 の選定
4・1多 層溶i接の割れ発生条件
テス ト1に よって得 られた多層溶接の割 れ試験結果を各 予熱パ ス間温度で拘束応 力と経過時 間の関
係で整理 す るとFig.4.22～Fig.4.25のよ うになる。 なお図中ではそのパスを溶接 したことによっ
てその層 が完成する時 のみを実線で示 しているが,こ れは拘束 力か ら拘束応 力を計算す る時 に必要 な
の ど厚の定義 が明瞭 な時のみを実線で示 したからで ある。 なお,パ ス数 と層数の関係はすで に示 した
Table4.2の積層法 に示 されてい る。Fig.4.22は予熱パス間温度 が室温 の場合の図であるが,こ の
図は3・1項 の拘束応 力の所で述べ たよ うに溶i接割 れが発生 しないよ うな処置 を した実験 からの推定
曲線で ある。実際 には1～10の 各パス とも割れが発生す る条件 に相当 していることが次図以下 から
理解で きる。
Fig.4.23は予熱パス間温度が50℃ の場合 を示 しており溶接 を途 中層 から完成 まで1,2,4,
7,10パ スで終 了 したときの拘束応 力を示 している。図中に示 した割れ発生領域 は第3章 の初層溶
接で求めた実験結果(Fig.3.11参照)で ある。この実験 ではいず れの場合 にも割 れの発生がみ られ
る。Fig.4.24,4.25はそれぞれ予熱パス問温度が100℃,150℃ の場合で ある。これ らも前図
と同様 に図中の割 れ発生領域 は第3章 のFig.3.13および3.15から引用 した。この結果をみ ると溶接
割 れは1,2パ スで発生 してお り,4パ ス以上では発生 していない。Fig.4.23～Fig.4.25に示 し
た割 れ発生拘束応 力と初層溶接の関係 から多層溶接の割れは,そ の発生応 力が各予熱温度 にお ける初
層溶 接の限界拘束応 力に同 じかまたはそれ以下では発生 しないことがわかる。
本章のテス トIIではFig.4.11～4.13に示す ような拘束応 力で48時 間放置 したが各予熱パス間温
度,各 パスのいず れにっ いても溶i接割れ は発生 しなかった。テス トIIでの拘束応 力はFig.4.10に示
すよ うに最終 拘束応 力(Fig.4.8)に比較 してかなり小 さく、 この結果 はテス ト1の拘束応 力 と初
層溶 接の限界拘束応 力の関係 か ら考 えると当然の結果 といえる。
本実験 において発生 した割 れはいず れも低温 になってから生 じる遅 れ割 れであった。その割 れを破
面 とともに整理 して示 したのがFig.4.26である。 これ らの割 れはいず れもルー ト部のボ ン ドまたは
熱影響部 で発生 してその後溶着金属内 を伝播 している。
4・2割 れ防止予熱温度の選定
実際の構造物の溶接施工では,い ろいろな施工法が考 えられ るが,本 項で は緒言 および試験条件 の
検討で示 した ような場合 にっいて割 れ防止予熱温度 を前項の割 れ発生条件 を参考 にしながら考 えてみ
る。
まず予熱パス間温度 を一定 とした連続溶接で溶接 を完成 させ る場合 を考 えてみ る。多層溶接をおこ








最終拘束応 力(10パ ス)は 初層溶接 の最終拘束応 力の約半分 となる。 また割 れ発生限界拘束応 力は
初層溶接のそれが適用で きることがわかった。 したがって多層溶接 においては拘束応 力の低下 に相応
して初層溶接 の場 合よ り予熱パス間温度 を低 くで きるはずで ある。 しか し実際構造物の施工 において
は溶接割 れが皆無で あることが要求 されることから,実 験結果 と現場溶接の相違の2つ を考慮す ると
初層溶接で求めた条件を多層溶接 にも適 用す ることが安全側 の選定で ある し適切であろう。
っ ぎに仮付 け溶接のよ うに途中層 まで連続溶接 をおこない,そ の まa放 置す るような場合 につ いて
考 えてみ る。仮付 け溶接 において も溶接割 れが発生 しないよ うに条件 を選定す るのが原則で あるが,
工作上生 じる外的荷重の負荷 によって仮 に発生 した としても仮付溶接部 は裏ハツ リによって除 くこと
とが普通 とされている点 と,多 層溶接 における拘束応 力の減少 が4パ スまでが比較的大 きく初層の約
60%と なる点 とを考 え合 わせ ると,仮 付 溶接 は4パ ス以上 と条件選定す るのが妥当 と考 えられ る。
最後 に溶接 を中断 した ときヒー タによって中断後 も予熱パス問温度 を維持 す る場合で あるが,こ れ
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はテス ト丑において割 れが発生 しなかった点 から考 えてヒータでパス間温度 を維持す る限 り安全であ
ると考 えられる。
第5節 結 言
本章で は引張拘束割れ試験法 を用いて多層溶接の拘束応 力の発生過程 および割 れ発生条件 を予熱パ
ス間温度 との関係 で求め,多 層溶接 の割れ防止予熱温度の検討 をお こなった。本章で得 た結論 をまと
めるとつ ぎのよ うになる。
(1)多層溶i接の拘束力の発生過程 は室温の場合 を例 にとると溶接直後で は溶接入熱 によって弛緩 され,
その後冷却 とともに漸増 していき,結 局前パス以上の拘束力 となる。
(2)最終 拘束 力はパス数 の増加 とともに増加す るが逆 に拘束応 力は減少す る。また最終 拘束 力 ・拘束
応 力は予熱パス間温度 が高いと大 きくなる。パス間応 力は最終 拘束応 力とは逆 に予熱パス間温度 が
高いと小 さくなることを示 した。
(3)多層溶接 の拘束応 力の発生過程,最 終 拘束応 力およびパス間応 力は3・2項 で示 した簡単 な計算
の組合 わせ によってその定性的傾向 を予測 しうることを明 らかにした。
(4)実験結果 から多層溶接 にっいて も割れ発生 をその応 力で整理 で きることを示 し,そ の限界拘束応
力としては初層溶接のそれを用い うることを示 した。
(5)上記の結果 から初層溶接の割 れ防止施 工条件 を準拠す れば連続多層溶接で溶 接を完了す る場合 に
も十分安全で あることを確認 した。 また仮付溶接 は4パ ス以上溶接す る必要 があり,溶 接 を中断す




現在実験室 において各種の割 れ試験片 が用い られているが、その寸法 は板厚 につ いてはとにか くと
して幅 などは実験上 の簡便 さか ら主 と して きめ られてい るとい える。実験 をおこなう上において簡便
さとい うことは非常 に重要で あるが、実際の構造物の溶接施 工で は部材の場合 とい えども一つの継 手
はメー タ単位以上の溶接 がおこなわれるのが普通で あ り、この意味 において試験片 の寸法 とくに幅の
溶接割 れにおよぼす影響 を知 ってお くことは、実験室で得 られた結果を実際 に適用 す るのにきわめて
重要 なことである。
いっぽ う、 これまで一連 の研究 の中で用 いて きた引張拘束割れ試験機 の容量 は100tonであ り、板幅
が150mm以上の試験 に供す ることは不適 当 と考え られ る。 また、他所 において も大容量 の引張拘束割
れ試験機 は現在の ところ見当 らない。
このため試験片の幅 の影響 を調べ るに当 り、従来の引張拘束割 れ試験 の経験 をもとに大容量の試験
機の仕様 について十分 なる検討 を加 え、2000ton容量 引張拘束割れ試験機 を開発 した47)。
さらにこの試験機 を用いて板 巾を120mm～1,000mmの間に変 えて、HT80およびHW63について引張
拘束割 れ試験 を実施 した。 さらに、同様 の鋼 材 について比較 のために一般工業試験法であるy開 先拘
束割 れ試験 を実施 した。
そこで本章ではまず この大容量 引張拘束割 れ試験機の開発 にっ いてふ れ、同機 を用いて実施 した実
験の結果 について記述す る。 さらに試験片 の幅 と溶接部 の残留応 力および溶接部の冷却速度 との関係
を調査 し、試験片の幅の溶接割 れへの影響 にっいて明 らかにす る48)。
第2節 大容量引張拘束割れ試験機の開発
高張 力鋼の溶i接割れ発生機構 については、従来 から工業的小型試験片 を用いて数 多 くの研究 が行 な
われて、相 当な成果 が得 られてお り、実際構 造物の溶接工作条件 を選定す ることが容易 とな りつつ あ
る。 しか し、 この小型 試験片 か ら得 られた予熱条件 および溶i接条件 を用 いて実際 に溶i接構造物 を溶接
施 工する場合 に、周囲の拘束状態 ・形状 および冷却過程 が異 なるため、小型試験片で はみ られ なかっ
た割れ現象が応 々にして現 われ、これが思 わぬ事故 を誘起す る一因 となる場合 がある。
そこで、割 れ試験の結果 を実際構造物 に適用す る場合 に溶接割 れ発生 におよぼす試験片 の板幅、長
さな どの寸法 あるいは形状 的な影響 を知 り、実際構造物 に発生す る溶接割 れを推定 し、適 正 な溶i接工
作 条件 を検討す ることは重 要で ある。 このため次の ような広幅 ・厚板の溶接割 れ試験 が可能 な2000
ton容量 の引張拘束割れ試験機 を製作 した。
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2・1本 試験機 の性能
大型試験片 による溶接割 れの研究 を行 な うの に適 した試験機の条件 として性能上次のことが要求 さ
れ る。
(1)試験機の容量 は厚板(30mm以上)、広幅(1,000mm以上)の 試験片 の実験 が可能 なように2,000ton
程度が必要で あり、 ある程 度の大 きさを有す る部分構造物模型の試験 が行 なえるよ うに、試験片 を
挿入する空 間がなるべく大 きなもので あること。
(2)大型試験片 による定変位 制御(RRC試 験)、定荷重制御(TRC試 験)お よび この両者 の切替 え
が自動制御 によ り行 なえ ること。
(3)プログラム制御 回路 やデー ター レコーダー等 と組合 わせて溶接時 に発生す る変形過程 を実験室内
で再現で きること。
(4)試験の 目的上横置式 とし、大型広幅の疲労試験 および脆性破壊試験 も行 なえる機構 とす る。
以上 の観点か らまとめた仕様の概 要は次 のよ うなもので ある。
試 験 機 容 量 … … …
荷 重 方 式 … ……
制 御 方 式 … … …
最大試験片寸法 ………
ラ ムス トロー ク … … …
ラ ム 速 度 … … …
繰 返 し 速 度 … … …
















新 た に開発 され た大 容量 引張 拘束割 れ試験 機 の概 要 をFig.5・1に、 その外 観 をFig.5・2に示 す 。
同図 に示 されてい る よ うに全体 は コ ンク リー ト定盤 上 に深 さ1200mmのピ ッ トの 中 にボ ル トで設置 さ
れて い る。 本機 の構 造様 式 は前 述 した よ うに、で きるだ け重 量 の軽 滅 をはか り、取 扱 い も簡 単 な よ う
に配慮 して1000tQnシリ ンダー2基 をサー ボバ ル ブ に よ り制御 す る油圧 駆 動方 式 と し、実験 の 目的 か
ら100ton試験 機 と同 様 に横置 式 の構 造 を採 用 して い る。す なわ ち、左 右 の1000tonシリンダー2基 を
固 定側 チ ャ ックヘ ッ ドと一 体 に して据 付 け、 ピス トンロ ッ ドを介 して軌 条上 に設置 して あ る移 動側 チ
ャ ックヘ ッ ドと連 結 させ 、両 チ ャ ックヘ ッ ド間 に取付 け られ た試験 片 に引張 ・圧 縮 の荷 重 を加 える構





主 シ リ ンダー はFCD40、 ピス トンはFC30、 ビス'トンロ ッ ドはS45Cを 使 用 して い る。 また 、チ
ャ ックヘ ッ ドはSS41を 採 用 して い る。 チ ャ ッ クヘ ッ ドの寸 法 は 、試験 片 の大 き さお よび 』ビス.トンロ
・ ドと試験 片 との 間の 間隙 ・ さ らに引張荷 重(2000・n丁 。ble.5.1・・mens・。,。,2。。 ,。nsweld。,ack、,g
相 当)が 加 わ って いる場 合 に生 ず るチ ャ ックヘ ッ ドのtestingmachine
擁 み等 を考慮 して板厚200mmとし、移 動側 チ ャ ックヘ
ッ ドの下 には 自重 に よ る撲 み を防止 す る目的で 中 間台
車 を設 けて い る。
架 台 お よび軌 条 はSS41を 採 用 し、 その組 立 に は溶 接
で行 な って い る。Table5・1に 本 試験 機 の構 造部 の
















荷重制御系統図 を模式的に示 す とFig.5・3のよ うになる。制御機構 につ いては、溶接実験 中に試
験片の始端部 および終端部 において当然変位量 が異 なって くるもの と考 えられるため、左右 シリンダ
ーによる定変位制御 を夫々単独 またはその平均値制御の両方が可能 な機構 となっている。
荷重制御(TRC試 験)の 場合、設定器で荷重 を設定す ると、油圧式の制御増幅器で平均荷重 を発
生 させる。試験片 に加 わる荷重 を左右 の ピス トンロッ ドに貼付 けされた2枚 の2軸 電 気抵抗線歪ゲー
ジによって検出 し、 この出力を計測 、増幅器 に通 して制御増幅器ヘ ブイー ドバ ック して制御す る。 ま
た、 ロー ドセルのかわりに差動 トランスからの出.力をブイー ドバ ック回路 に入 れると定変位制御(R
RC試 験)が 可能 である。
油圧 制御 部 にはTabIe5・2に 示 す もの が あ る。送 給 ポ ンプ にっ い て は、 溶i接実験 中 に生 じる変位
速度 の過 去 の デ ー タか ら最 大 変位速 度 を30mm/minと定 め、ポ ンプ吐 出量 を50〃minとした。 また、 制
御 可能 な最 低 変位 量 は0.01mmであ り、 定 変位 制 御 の場 合 、試験 片 が0.Olmm収縮 す る と制 御 回路 が作 動
す るよ うにな って いる。
なお、 本試験 機 で 使 用可 能 な制 御様 式 は次 の よ うな もので あ る。
1)定 変 位独 立 制 御Table5.20apa・ityOf・ilc・ntrolsystem
2)定 変 位同 時 制御
3)定 荷 重独 立 制 御
4)定 荷 重同 時 制御
5)低 サ イ ク ル変位 制 御(片 振)











また ・第3章 に おLいて使 用 した100ton横置 式 の割 れ試験 機 と主 性 能 を比 較す る とTable5・3に















第3節 実 験 方 法
3・1供 試材料および試験片形状
供試鋼材は第3章 の実験で用いた板厚31mmの高靭性高張 力鋼HW63および板厚50mmの80kg/mm2高張
力鋼.(以後HT80と 呼 ぶ)で あ る。HT80の 化 学成 分 お よび機械 的 性 賓 をTable5・4に 示す 。 また、
供 試 溶辮 はHW63に つ いて 聯3章 の
.もの と同様 で あ るが、HT80に 対 して ほ8・k・/mm・級 蔽 欄
用 低水 素系 被 覆 ア ー ク溶接棒 で 、棒 径4mmφ の もので あ る。 .この化 学成 分 お よび機械 的性 質.をTable.











































試験片 の形状 および寸法はFig.5・4に示 すよ うなy開 先拘束割 れ試験片 と引張拘束割れ試験:片の
2種類 としたが、開先形状 はいず れも60.の斜 めy型 で ある。引張 拘束割れ試験 にっ いては、第3章 に
記述 した理 由により、本章 において もRRC試 験 とTRC試 験 を採用 した。溶接割 れ発生 にお よぼす
試験片寸法の影響 を調査す るために、HW63につ いては板幅2B=400mm、HT80にういては板幅2B
=120mm～1000mmの範囲で変化 させて実験 に供 した。
なお、試験片 のスリッ ト間隙は溶接割 れに大 きく影響 をおよぼす ことが考 えられるが、本実験 にお
いては比較的精度 よ く所定の2mmに保つ ことがで きた。
32
実験装置 は前節で紹介 した2000ton容量の大容量引張 拘束溶接割 れ試験機 を使用 した。試験法 は前
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実 験
述 したよ うにRRC試 験 およびTRC試 験の両方 を採用 したが、本試験機iを使用す ることによって両
試験 が自動的 に行 なうことがで きた。 また荷 重および変位量 はそれぞれロー ドセルおよび差動 トラン
スを通 じて 自動的 にペ ンオシロに記録 され る。
TRC試 験 は、試験溶接終 了直後 に一定の引張荷重 を加 えたので、溶接 開始時点 から負荷時期 まで
の間に時間的なずれが試験片幅の大 きさによって多少存在す る。試験片幅1000mmのも にっいては、
溶接開始 から荷 重 を加 えるまでの時間は約7分 で あった。
RRC試験 につ いては、 その拘束距離4を300～1800mmの範 囲で変化 させた。変位計 は溶接線 をはさ
んで溶接始端部 および終端部の2個 所 に取 り付 け、定変位同時制御 によって実験 を行 なった。
いっぽ う、y開 先拘束割れ試験 につ いては、恒温 、恒湿 に保 たれた空調室内で、同一条件 に対 し3回
繰返 して実験 を行 なった。
試験溶接 は、400℃で1時 間 の再 乾燥 を行 なった溶 接棒 を使用 し、第3章 と同様(Table3・3)
の標準溶 接条件 によって行 なった。 また、溶接割れ発生 には試験片の冷却速度が大 きな影響 を与 える
が、 この冷却過程 を変化 させ予熱温度 の影響 を調べ るため に、開先近傍 を電気抵抗式のス トリップ ・
ヒー ター を用 いて50℃～150℃の範 囲の温 度 に予 熱 を行 なった。 このときの温度測定は、Fig.5・4
に示 して いるよ うに、開先近傍 の板厚 中央部 まで挿入 したアルメル ・クロメル熱電対 を用いて行 なっ
た。
溶接割れ試験 には、第2章 にも示 したよ うに、大気条件 が微妙 な影響 を与 えることが考えられるの
で、引張 拘束割れ試験の開始時毎 に大気条件 を測定 したが、気温 は25℃～30℃、湿度 は60%～80%の
範囲であった。 なお、y開 先 拘束溶i接割 れ試験 につ いて、前述 したように、25℃、50%の一定条件の
下で実験 を行 なっている。
Fig.5・5は試験片幅1000mmの場合 の引張拘束割れ試験 を行 なっている状況 を示 してい る。
溶接割 れの検 出につ いては、第3章 に述 べたごとくペ ンオシロに記録 された拘束 力～時 間曲線 が不
連続的 に減 少 した時点 を割 れ発 生時期 と したが、完全破断 しなかった もの については、溶接終 了後48
時間負荷状態 に保 ち、その後 ビー ド表面の肉眼検査 および ビー ド横断面のマクロ試験 によ り割 れの検
出 を行 なった。
第4節 実 験 結 噛果
4・1y開 先拘束割れ試験
第2章 において記述 したよ うに、y開 先 を有す る溶i接拘束割 れ試験片 によって鋼材の割 れ感受性 を
評価す る方法 として従来か ら割れ率 が採用 されている。Fig.5・6(a)、(b)はy開先拘束割 れ試験結果
よりHW63およびHT80につ いて各予熱温度 と割 れ率 との関係 を示 した ものであ る。
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HW63は第2章(Fig.2・2)で 定
義 された表 面割 れ率 、 ルー ト割 れ率 お よ
1び断面割れ率について示した柵T80i
にっ いて は、 ル ー ト割 れ率 の み を示 してi
い る。 また、}IT80につ いて は、y開 先
拘束 割 れ試験 片 の拘 束度 を変 化 させ るた
3
め に、板 厚 を50mmから10mm毎に板 厚20mm
まで 、 同一 材 を切 削 して試験 片 を製 作 し
て い る。 この結 果 をみ る と、板厚20mmの
場 合 は、割 れ が発 生 して い ない。 そ して、
板 厚 が増加 す るに ともな って、 す な わ ち
拘束 度 が増 大す るに と もな って割 れ が発
生 して い る。 した が って、割 れ停止 予 熱







4・2引 張 拘束割 れ試 験
引張 拘束割 れ試 験(RRC試 験 お よびTRC試 験)は 、鋼 材 お よび溶i接材 料の割 れ感 受性 を定量 的
に評 価 す るた め に、 外的 引張 拘 束 を加 えて割 れ 発生 の 有無 を調査 す る方 法 で あ る。Fig.5・7お よび
Fig.5・8はHW63お よ びHT80の 予 熱 を施 こ さない場 合 のRRC試 験 の 拘束 応 力の発 生過程 を示 し
て い る。 この場 合 、HW63の 試験 片 幅 が400mm、HT80の試験 片 幅 が1,000mmの実験 にっ いて示 してあ
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る。縦 軸 は冷 却 過 程 にお いて溶 接部 に働 く平 均 拘束 応 力(拘 束 力/溶i接金 属 の平 均 の ど断面積)を 、
横 軸 は溶接 開始 か らの時 間 を とって あ る。
RRC試 験 にお いて は、 拘束 距 離4が 長.くな るほ ど拘 束応 力の増 加 が遅 くな り、 最終 拘 束応 力は4
が大 きい ほ ど小 さい。 こ.れは 、第3章 にお いて 示 した よ うに、 任意 の瞬 間 にお け る拘束 距離4間 の 自
由収 縮 量 が、 この瞬 間 まで に4間 の母 材 か ら外 部 へ拡 散 した熱 量 の大 きい ほ ど大 き く、 しか も4の 大
きい ほ どこの 熱拡 散 がお くれ るた めで あ る。
Fig.5・9、Fig.5・10およびFig.5・116HT80にっ いて 試験 片 寸法 の影響 を調 査す るた め に、
試 験 片幅 をそ れ ぞれ1000mm、420mmおよび120mmにした場 合 の実験 結果 を、 拘 束応 力 と予熱温 度 の 関係
で示 した もの で あ る。 試 験片 幅 が420mmと120mmの場 合 につ いて は、 第3章 に述 べ た理 由 か らTRC試
験 の結 果 も合 わせ て示 して あ る。
各 実験 と も、 予 熱温 度 が高 くなるほ ど、 す なわ ち冷 却 時 間が長 くなるほ ど、 その拘 束応 力以下 で は
割 れが発 生 しな い、 い.わゆ る限 界拘 束応 力 は高 くな って い る。 また 、試 験片 寸 法 に よって 、 この 限界
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拘束応 力に若干の差 がある。
本実験で認め られた割 れは、そのほとん どがルー ト部の熱影響部 から入.り、途中か ら溶接金属 中に
伸展 していた。ルー ト部 は、局部的に塑性変形 を生 じてお り、かっ 多軸応 力状輯 になってい るため、
局部鰍 こ水素溶解度が増加 し、拡散性水素が集積 されて、その濃度が高 くなる。水素の濃摩 がある値
に達 す る と、水 素 によ る脆 化 が進 み 、 ル 「 ト割 れ が生 じる49)。
割 れ鍍面については、割 れ発生点 とみ られ るルー ト部は、マクロ的 にはいわゆ る疑脆性破面 を呈 し、
これがある程度溶接長 さ方向に伸展 して、わず かの延性破面 を残 して破断 して いた。.しか し、 ミクロ












RRC試 験 における歪の発生状況 を
示 した ものである。 また、Fig.5・
13は試験片幅方向の歪分布の変化 を
溶接開始後の時 間をパ ラメー ター に示 したも
ので ある。溶接終 了直後 においては歪分布 は
均一で なく、溶接終 端附近で はむ しろ圧縮 を
受けている。 これは、試験片 幅が大 きいため
試験片幅方向 に温度勾配 があ り、終端部近傍
のほ うが温度が高 く、 したがって終端側のほ
うが溶接線近傍では膨張 しているもの と考 え
られる。 このため、RRC試 験のよ うな両端
固定の試験 においては相対的に低 くでて くる
ものと考 え られる。以後、時 間の経過 にとも
なって、拘束力が増加 し、歪量 も漸次増大 し
てい くが、試験片幅よ り200mm程度中央 に入
った部分で大 きく、両端 が低 くでてい る。
溶接開始後、約40分経過す ると、Fig.5・
12のB点における歪量 が急速 に低下 してい る。
これは、この近傍 に溶接割 れが発生 したため
で、別途 ロー ドセルか ら検出 してい る拘束力
大型引張拘束割れ試験における割れ発生挙動
Fig.5.13Straindistributiononspecimenduringcooling
も、 また低 下 しは じめ てい るこ とが観 測 された 。
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一旦発生 した割 れは、溶 接線 に沿 って徐 々に伸展 しているζと.が、
力の低下 から推測で きる。
他の点の歪.量の低下および拘束
5・2割 れ発 生 にお よぼ す試験 片 寸法 の影 響
ここで は、試 験 片 寸法 が割 れ発生 現 象 に対 して どの よ うな影響 を与 え るか につ いて 調査 した 。Fig.
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却時 間の関係 を試験片幅 を変化 させた場合 につ いて示 したものであ る。一般 に同 じ予熱温度では、実
際の構造物の冷却速度の ほ うが小型の試験片の冷却速度 よ り速 いと考 えられ、同 じ拘束度の小型試験
片から求 めた予熱条件 をその まま構造物 に適用す ることは危険側 にくると考 え られて いる。 したがっ
て、構造物 の適正溶接工作条件 を設定す るため には、溶接割 れと密接 な関係 にあると考 えられる低温





験片幅 との関係 をプロッ トしたもので あ
る。 これをみ ると、試験片幅が大 きくな
るほど、わず かで はあ るがその限界拘束





方向の残留応 力が局部的 に高 くなって
いることが考 え られ試験片幅が短 い場
合の残留応 力に差があるため。
(2)溶接部 の冷 却 速度 の相 違 の ため。Fi9'5'16EffeGtofsPecimensizeonc「itical「est「aintst「ess
(3)溶接 工作 上 の 条件 、 た と えば溶 接棒 の継 ぎ目の数 、継 ぎ方 が異 な るため に生 じる欠陥 等 の混入 の
ため 、 さ らに、 溶i接長 が長 くな る と自然溶i接部 に残 留 す る微小 欠陥 は 多 くな る と考 え られ るが、 こ
の微 小 欠陥 の絶 対 数 の相 異 によ って割 れ発 生 にお よぼす 影響 が異 な るた め。
以 上 が考 え られ る。
(3)項につ いて は、実 際 溶接構 造 物 にお いて は確 か に微 小 欠 陥 の存 在 が溶 接割 れ を支配 す るこ とは十
分 考 え られ るが、本 実 験 におい て は実験 室 内 で の溶 接 施 工で あ るため、 試験 条 件 に大 きな差 異 は な か
っ た もの とみ なす と、 この影 響 は小 さい もの と思 わ れ る。
Fig.5・17は、 試験 片 の 幅 が1,000mmのもの と120mmのもの との 残 留応 力の分 布 を示 した もの であ る
これ をみ る と、溶 接線 直 角 方向 の残 留応 力 の差 が大 体5～IOkg/mm2程度 で あ り、Fig.5・14に示 した
よ うに試験 片 幅1,000mmの場 合 と120mmの場 合 との 限界 拘束 応 力の相 違 が10/mm2程度 で あ るこ とか ら、
0
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この残留応 力の相異 が溶接割れの限界拘束応 力の差 に影響 している主因ではないか と考 えられ る。な





高張 力鋼の溶接部のルー ト割 れにおよぼす外的拘束度の影響 をy開 先拘束溶 接割 れ試験 と引張拘束
割れ試験 とで比較す るために次のよ うな実験 を行 なった。従来、拘束 の程度 を表わす もの として拘束
度 とい う概念 がi採用 されているが、y開 先拘束溶接割 れ試験片の拘束度は研究者 によってまちまちで
あり、い まだ十分 に解明 されていない状態で あるので、拘束応力でその比較 を行なった。
y開先拘束溶接割れ試験片の拘束応 力を求 めるために、板厚の異 なるそれぞれの試験片 にっ き、100
℃の予熱 を行 なって標準条件(Table3・3)で溶接 を行 ない、完全冷却後試験:片を切削解放 して残
留応 力を測定 した。
Fig.5・18は板厚 が50mmの場合の残留応 力の計測結果 を示 したもので ある。実験 は2回 繰返 しで行
なっている。 この結果よ り次式 を用いてその試験片の拘束応 力 とした。
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拘 束部 分 の長 さ(mm)
試 験 片 の全 長(mm)
試 験 溶接 の の ど厚(mm)
(51)
この よ うに して 求 め た拘 束応 力の結 果
を試験 片 の板 厚 に対 して プ ロ ッ トす ると
Fig.5・19に示 す よ うに なる。 拘束応 力
は板厚 の 増 加 に と もな って増 加 す るが、
「板 厚 が30mm程度 か ら飽和 しは じめ40mmと
50mmとで は ほ とん ど差 が な くな る。 これ
か ら判 断す る と、y開 先 拘束 溶 接割 れ試
験 結 果(Fig.5・6)で 板厚40mmと50mm
とが ほ とん ど同 じ傾 向 を示 した こ とは、




Fig.5・20は、 上 述 した方法 に よって 各板 厚 のy開 先拘 束 溶接 割 れ 試験:片の拘 束応 力 を求 め 、 拘 束
度 との 関係 で示 した もので あ る。y開 先 拘 束溶 接割 れ試験 片 の 拘束 度 につ いて は、数 多 く の研 究 が な





図中 の ・印 は、佐 藤:・松 井 が 行 な ったHT80
(板厚:25mm)RRC試 験 の 結果 か ら求 め ら





RRC試 験 においては、溶i接部の伸 び が母材の伸 びに比べ て無視で きる場合 にぽ、拘束応 力と拘束度
の関係 を理論的 に求め ることがで き、実験的にも証 明 されているが、本実験 にお けるy開先拘束溶接
割 れ試験:片にお・いては、拘 束度 を板厚の70倍とすれば、RRC試 験 における拘束応 力～拘束度曲線 と
大体一致す ることがわかった。
Fig.5・21およびFig,5・22は、HW63お よ びHT80に っ いてy開 先拘 束 溶接 割 れ 試瞭片 の 拘束応
力と予熱温度 に対 して割れ発生の有無 をプロッ トした ものである。図中の点線 は試験片幅 が120mmの





ともに、y開 先拘束溶接割れ試験 の結果は、 この点線 より高拘束応力側で も割れが発生 していない・こ .
とを示 してお り、同様 な予熱を行なった場合 には引蝶拘束割れ試験法のほ うが割 れやすい傾向にある




ここでは、y開 先拘束溶接割れ試験片において、冷却速度が割 れにおよぼす影響 を調べ るために次
の ような実験 を行 なった。すなわち、Fig.5・23に示す ように、標準寸法のy開 先拘束溶i接割れ試験
片(長 さ200×幅150mm)の冷却速度を早め、 しかも拘束状態はな るべ く同 じとなるように、溶接線 に
対 し直角方向の寸法 を各種 に変化 させて
Lengthofadditionalparts;L
大 きく し、拘 束度 が標 準寸 法 の もの と同 」L4ト150十L一「Omm 75mm
様 に な るよ うに、 寸法 が大 き くなった部150mm
300mm
分 に は ス リ ッ ト を 施 こ し た 。
Fig.5・24は ・HT80に つ い て 上 述 し,、g .5.、3S・。,。。・,p。・.,,,。,esea,c・,ffec・。・、。of・・g
timeonweldcracking
た試験片 に各種 の予熱温度で割れ実験 を
行 なった結果 を示 した ものである。 ここでは、冷却速度 を早め るための附加部分 を75、150、300mmの
3段階に変化 させてい る。冷却速度が早 くなる と当然割 れやす くな る傾向にあ り、附加部分 をもっ試




響 を修 正 す るた め に、溶 接 アー ク通
過 直後 か らの冷 却 時 間 を採用 し、割
れ率 との関 係 で示 した の がFig.5・
25およびFig.5・26であ る。Fig.5
・25は最:高温 度 か ら100℃まで の 冷
却 時 間 を と って示 して あ る。 これ を
み る と、本 実験 に関 す る限 りにお い
て は、割 れ挙 動 を表 わす尺度 と して




Fig.5・26は最高温度 か ら50℃までの冷却時 間をとって害qれ率 との関係 を求めたもので あるが、冷
却速度 を変化 させ たそれぞれの試験結果は大体一本の曲線 で表 わせ るようで ある。 したが って、本実
験で採用 したよ うな超高張 力鋼 においては、100℃以下 の冷 却過程が溶接割 れに大 きく影響 しているこ
とがわかる。この理 由として は、100℃以下の水素の拡散状況があげられる。 ある温度 における水素の
拡散状況 は、大まかにいってその温度 に保 たれてい る時間 と水素の拡散係数 に依存す る。100℃以下の
拡散係数は、む しろ高温 の場合 よ り小 さいが、保 持時 間が極端 に長いため、 その積分値 として表わ さ
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れる水素の拡散量は大 きい もの とな り、こ.れが割 れに影響 して くるもの と考え られる。
Fig.5・27ちよびFig.5・28は、H宙63およびHT80にっいて、y開 先拘束溶接割 れ試験 と、引張
拘束溶接割 れ試験 との相関を調べ るために、拘束応 力と最高温度 から50℃までの冷却時間 との関係で
割 れの状況.を示 したものである。 これをみ ると、.y開先拘束割 れ試験 と引張拘束溶接割れ試験(RR
C試験 およびTR¢ 試験)と で、 その割れ.発生の限界拘束応 力が一本の曲線で代表 されている。
前述 し々よ うに、y開 先拘束溶接割 れ試験 と引張拘束溶接割 れ試験 において、拘束応 力と拘束度 と
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の間 に相関性 があることが明 らかにされているので、 これから一般的な拘束度 とい う概念におきかえ
て も、 この両試験法 における相関性 は成 り立っ もの と考 えられ る。
第7節 割れ試験結果の実際構造物 への適用 について
y開先拘束溶i接割 れ試験 および引張拘束割 れ試験の結果か ら実際の溶接構造物 にお・ける溶接工作条
件 を選定す る場合 に、第3章 において述べたよ うに主要構 造の溶i接継手の板厚 、拘束距離 などを考慮
して、溶接継手の拘束状態に適応 した工作条件 が選定 されねばならないが、本章で示 したよ うに、割
れの発生 におよぼす試験片寸法の影響 として、残留応 力がその主因の一つ と考 えられるところから、
構造物の建造 に際 して は、組立法 および溶接順序 なども考慮 して、残留応 力をで きるだけ少 なくする
工作法を採用すべ きで あろう51)。
高張 力鋼 の溶接割 れの発生 には、溶i接部の冷却過程 が大 きく影響す ることが示 されたが、現場 技術
者 にとって、工作 条件 として冷 却速度 を採用 しそれを管理す ることは非常に困難である。 したがって、
一般 には構 造物 を工作す る場合 には予熱条件で管理 され るのが普通で ある。 ところがFig.5・29の各
種試験片の大 きさと割 れ停止予熱温度 との関係 に示 されるように、大型 になるほ ど割れ停止予熱温度
が高 くな り、同 じ拘束状態で あって も予熱温度 に30～40℃の差 が生 じてい る。 また、引張拘束割 れ試
験 においては、Fig.5・9～Fig.5・11に示 されてい るよ うに、各拘束応 力 レベルで割れ停止予熱温
度 に10℃～30℃の差 が生 じている。 したがって、試験片幅 が増大す ることによって上昇する割 れ停止
予熱温度 を平均の30℃と考 えると、工作予熱条件 として、第3章 のTable3・7の最適予 熱条件 に
十30℃した予熱条件 を採用す れば、ほぼ まちがいな く割 れが防止で きると考 える。ただ し、溶接金属
の引張応 力 σ`Tに相当す るもっとも厳 しい③ の拘束状態における予熱温度は150℃その まま として よ
い。 したがって、y開 先拘束溶接割 れ試験 および引張拘束割れ試験か ら得 られた割 れ停止予熱条件 を
実際構造物 に適用す る場合 には、試験片寸法 および冷却過程 の相異を考慮 して、予熱温度 を30℃～40
℃上昇させて構造物 に適用す ることが必要で あり、HW63を用いた構造物 の建造 に対 してはこの工作
条件を採用 してい る。 ところが、実際溶接施
工においては、初層溶 接のみで溶接 を放置 し
ておくことはなく、ほとんど多層溶接を行 なっ
ているのが現状で ある。第4章 に示 したよ う
に、多層盛溶i接を行 な うことによって、拘束
応 力が低下 ししかも予熱 ・後 熱の効果 も含 ま
れているところから、割れ試験結果 を直接採





従来、溶i接割れ にっいては、いわゆるy開 先拘束溶接割れ試験片 による実験 が広 く用いられ、割 れ
感受性の検定 を行 なって、適正溶接条件の選定 が行なわれて きた。 しか し、拘束試験 片から得 られた
溶接施工条件 がどの程度 の妥当性 をもって、実際 の構造物 に適用 しうるかの研究 はほ とんど行 なわれ
ていなかった。本章では2000ton容量の溶接割 れ試験機 を用いて、割れ発生 におよぼす試験片寸法 の
影響 を調査 し、引張拘束割 れ試験 とy開 先拘束割れ試験 との比較 を行 ない、y開 先拘束溶接割れ試験
の割れ試験法 としての評価 を行な うとともに、割れ試験結果を実際の構造物 に適用す る場合 にっ いて
の検討を行なった。本章で得 られた結果 を要約す ると次の ようになる。
(1)2000ton容量 の引張 拘束型溶接割 れ試験機の開発 に成功 した。 そして本機 は、高張 力鋼の溶接割
れ発生 におよぼす試験片寸法 の影響 を調査す るのに非常 に有効で あることを確認 した。
(2)引張拘束溶i接割れ試験 において、試験片幅 が異 なって も、 ヒーターの予熱条件 を同一 にすれば、
冷却速度 がほ とんど変わ らず、割 れ発生の限界拘束応 力は、試験片の寸法、す なわち、溶接長が長
くなると、残留応 力が上昇 し、実質的 に低 くなる傾向 にある。
(3)y開先拘束割 れ試験:片の残留応 力を計測す ることによって拘束応 力を求め、拘束度 を板厚の70倍
として、拘束応 力と拘束度の関係 を求め ると、RRC試 験 によって求め られ る関係 とほとん ど一致
した。 また、y開 先拘束割 れ試験 は、同一予熱温度では引張拘束割 れ試験 よ り冷却時間はゆるやか
であるが、拘束応 力と比較的低温 までの冷却時 間 との関係で整理す ると非常 に良い相関が得 られた。
(4)実際の構造物 を溶接す る場合、予熱状態 は引張拘束割 れ試験のほ うに近い と想定 され初層溶接の





溶接割れには材料、構造、施工法 あるいは施工環境 などの諸工作条件 が直接 的にあるいは問i接的 に
影響 す ることが知 られている。
いっぽ う従来の溶i接割 れの研究 では、それが立脚 する冶金的 あるいは力学的専 門分野の立場 か らこ
れ らの影響条件が とらえられ ることが多い。 したがってこれ らの研究成果 からは構造物 を施 工する立
場 として、実際 に必要 な範囲 における工作条件 と溶接割 れとの関係 を知 るのが難 しいことが少 なくな
い。 この ことは冶金的あるいは力学的 な基礎研究 に対 して溶接施 工の立場 からの溶接割 れを検討 した
研究 が少 ないことにも理由があると考 えられ る。
そこで本章では第2章 か ら第5章 までのHW63鋼に関す る研究成果 を基礎 として、溶接割 れの発生
条件 の考 え方 にっ いて検討す るとともに施 工者 の立場 か ら、構 造物の工作時に用い られる施 工条件 と
溶接割 れとの関係 を整理 し、溶接割 れ防止の施工条件 の設定 について検討す る。
第2節 溶接割れ発生条件の設定法
2・1割 れ発生条件 に関す る基 本的考 え方
溶接割れ現象は金属 の破壊現象で あり、この意味 から割れ発生の条件 を応 力あるいは歪 か ら求 める
のが妥当であろ う。 また本研究の ごとく巨視的 に溶接割 れ現象 をとらえる場合、溶接割れ発生の条件
は応力 により整理す るのが実用的であると考 えられる。
溶接施工時 に継手 に形成 され る溶接金属 あるいはHAZは 個有の耐割 れ強度 を有す るもの と考 えら
れ、また拘束状態 にある継手 には、溶接 によって拘束応 力が発生す る。 この拘束応 力が溶接金属 ある
いはHAZの 耐割 れ強度 を上 まわった ときに割 れがで きる。Fig.6.1に以上の考 え方 にもとづ き溶接
割 れの発生条件 とこれに影響す る材料 、施 工環境 、施 工条件、構造 などの諸パ ラメー タとの関係 をフ
ローチ ャー トに示 す。
溶接金属 あるいはHAZの 耐割 れ強度 は、一種 の材料特性で あり、 これには母材の化学成分、大気
中 あるいはフラックス中の水分か ら溶接金属 中に侵入す る拡散性水素量 とこれに加 えて溶接施工条件、
板厚 などによって きまる冷却時間などが大 きく影響 する。
2・2溶i接 施工の立場 からの割 れ発生条件の設定法
溶i接割 れの発生条件 と工作条件 との関係 は前掲のFig.6.1に示 す通 りで あるが、実際的な問題 とし
て、 これらの工作条件 をすべて可変 として割れ発生条件 を求 めることは困難で ある。 したがって割れ








らは直接的に管理の対象 となるのは同図の中でハ ッチを施 した溶接施工の諸条件で あ り、 これ らの条
件 と溶接部 の耐割 れ限界応 力および溶i接部 に発生す る拘束応 力との関係 を明かにし、溶i接割 れを生 じ
ない施工条件の範囲 を求 めるべ きで あろう。
以上 の考 え方 にもとづ き本章では、溶接部の耐割 れ限界拘束応 力を第2章 で検討 した結果か ら選定
された鋼 材 と溶接材料 につ いて、大気湿度の許容条件下で施工条件 との関係 において求める。
また、溶接部 に発生す る拘束応 力について は、対象構造物 の板厚、継手形状 などの構造条件 と組立
法、溶i接順序 などを考 え、継手の拘束状態 を段階的 に区分 してそこに生ず る拘束応 力を溶接施 工条件
との関係 において求 める。 このよ うにして得 られ る耐割 れ限界拘束応 力と継手 に生ず る拘束応力 との
関係 から割れ発生条件 を明 らかに し、割れ防止の溶接施 工条件 を設定す る。
第3節 溶接割れ防止の施工条件の設定
3・1ル ー ト割 れの発生条件
3・1・1耐 割 れ限界応 力
本研究 に供試 したHW63鋼(板厚31mm)および溶接棒(4mmφ)の初層溶接 の耐割 れ限界応 力は第3章
において求めたよ うにFig,.6.2のごとくなる。 さらに多層盛 り溶i接の割 れ挙動 につ いては予熱パス間
温度が同 じで あれば、耐割 れ限界拘束応 力はほぼ等 しいことを第4章 において確認 したが、 これによ
ればFig.6.2に示す耐割 れ限界応 力はFig.6.3に示 すよ うなルー ト割 れで あれば多層溶接 にも用 いる
ことがで きる。
また耐割 れ強度 は溶接後の時 間的経過 にも依存す るが、TRC、R,RC引 張拘束割 れ試験、 あるい
はy開 先拘束割れ試験 によって求 まる48時間以上経過 しても発生 しない割 れ限界応力を用い ることが
で きる。この割れ限界応 力は拡散性水素量 あるいは冷却時間のほかに、溶接部 の形状 が切 欠効果 とし
て働 き影響 する。
この関係 をFig.6.4のごとく概念的にあらわす ことがで きる。実際継 手 と同様 な開先形状 を用いて試
験 をおこなえば、切欠効果 も含 まれた結果が得 られているといえる。 また後述す るごとく溶接 の中間
層の アンダーカッ トあるいは ビー ド形状 などが切欠 として働 く場合 には、限界応 力曲線は右側へ移行
する傾向がみ られ窓型拘束割 れ試験の ように横割 れ現象では拘束応 力の方向 に対 して溶接部の形状 が
切欠 として有効 に働 かないため、限界応 力曲線 は左側 に移 行す ると考 えられ る。
さらに鋼材の影響 に関してはFig.6.5に示すごとく52)鋼種 によって異 なった挙動を示 し、たとえば同
図 に記すHW90の耐割 れ限界応 力曲線 は きわめて低 く、 この場合事実上溶i接が不能で ある。
したがって新鋼種の溶接割 れ感受性 を知 るには、従来のCeqあるいはPCMと いった割 れ感受性指数
で予測す ること以外 にその鋼種の正確 な耐割れ限界応 力曲線 を求 めてお』くことが望 ましいと云 える。
一92一
っ ぎに溶i接継手 に生ず る拘束応 力であるが、
ふっ うの直線状の継手 において生ず る拘束応 力
の主応 力成分は溶接線 に平行 な方向 と直角方向
に分 けられる。溶 接継手 の形状的切欠 はルー ト
部 あるいはビー ドの趾端部 に多 く存在す るため、
直角方向の拘束応 力成分が割れに関与す ること
になる。溶接線の直角方向の拘束応 力は、その
継手 を形成す る板厚、拘束間距離の影響 を受 け、
さらに入熱、予熱条件および層数 などに関係す
る。前者 の板厚、拘束距離iにっいては、継手の
拘束度の概 念で整理 がで き、入熱 を一定、予熱
条件 を全体予熱 とすれば、初層溶i接において
Fig.6.6に示す よ うに拘束度 と拘束応 力 とは一
義的関係 にあるとい える。 しか し部分予熱 とし
た場合同 じ拘束度で も拘束応 力の上昇がみ られ、
また多層溶接 をすれば拘束応 力が低下す る。
Fig.6.5Effecfofstrengthofsteeloncritical
cracking～preheatingtemp.Gurve
実際の構造物の各継 手 に生ず る拘束 力は、これ らの工作条件 を設定 した上で、実験 、解析 により予
測 すべ きもので ある。実験 によ り拘束応 力を求め る場 合 にはRRC引 張拘束割 れ試験 あるいはH型 拘
束割 れ試験53)などを用 いることがで きる。 なお、一般的 な構造部材の継手 の拘束状態 などは、板厚30
mm、拘束 間距離500mmの継手では拘束度 は1,260kg/mm・mmであ り、初層溶接 では降伏応 力に近 い拘
束応 力が生ず ることにな り、 この ことは構造部材の継手 において溶着法 によっては拘束応力は降伏応
力に達す ることを示 して いる。 この意味 か ら前述 の各種鋼材の限界拘束応 力は実用的な予熱温度範囲
において降伏応 力を上 まわ ることがその鋼材 の溶接性 を判断す る場合の一つの条件 とす ることがで き
よ う。
3・1・2実 際構 造物 における溶i接継手の拘束状態
実際構造物 における溶接継 手の拘束状 態は構造物 の種類 と構造様式 によって一概 に言 え「ないが、船
体の ごとく皮材 と骨材 とで構 成 される構 造物の場合、溶接継 手の拘束状態 は次のよ うに区分 される
(Table6.1参照)。
① 船体のブロック継手の よ うに皮材 と骨材の取合 い溶i接が存在 し、先に溶接 された皮材(骨 材)が
後 に溶接す る骨材(皮 材)を 拘束す る場合(こ の他 ブロック重量 なども影響す るが構造部材相互 の
拘束 に くらべれば影響の程度 はきわめて小 である。)
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② 構造部材の板継 ぎ溶接のよ うに溶接線の横方向の収縮 に対 しては拘束 され ない場合。
③ はめこみ溶接 のよ うに継 手の四周 が鋼板 によ り拘束 され、 さらに溶接継 手 に生ず る拘束 力が相互
に干渉 する場合。
構造物 において溶接施 工時 の拘束状態 と して例 の多いのは上記の① の場合で あり、 このよ うな継手
に対 しては板厚 、拘束 間距離 などが比較的明 らかで あるため、 この拘束状態 を表わすのに拘束度の概
念 を用 いるこ とがで きると考 えられる。すなわち、 この種 の拘束状態 の継手 はTable6.1.に示す よ う
に部材の板厚 と溶i接待 ちの長 さが拘束状態 をきめるといえ、構造物 においては拘束部材は被拘束部 材
に対 してそれほど剛ではないが、厳格 な条件 をとって溶接待 ちを拘束距離 と考 える。




E;ヤ ン グ率 、t;板 厚 、β;拘 束 問距 離
とな る。
Fig.6.7は鋼構 造 協 会 にお いて各種 構 造物 の継 手 拘 束度 を実 際 に計測 した結 果 を ま とめ た もので あ
り22)、また そ こ には筆 者 らの計測 結 果 もあ わせ示 した が、 上記 の 拘束度1,300kg/mm・mmは一般 の継
手 の拘 束度 の上限値 をお さえて い る とい える。
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② および③ の拘束状態 は上述の① の場合 に比較 して定性的 に前者 は緩 く、③ は厳 しいといえる。②
および③ の拘束状態 につ いては溶接順序 あるいは溶着順序 が発生す る拘束応 力に大 きな影響 を及ぼす
ため、拘束度 の概念で整理す ることは現実的でないと考 えられ、本章では① の場合 にっ いて予熱条件
あるいは施 工順序 と拘束応 力および割 れとの関係 をまず検討 し、 これと比較 しなが ら② および③ の拘
束状態 における割 れ発生条件 にっいて検討す る。
3・1・3拘 束応 力と割 れ発生条件
(1)予熱温度の影響
予熱温度 が拘束応 力に影響 しない場合の初層溶接 における拘束度 と拘束応 力の関係 はFig.6.6のご
とくなる。 さらにこの拘束応 力に対 して割れ防止 に必要 な予熱温度 はFig.6.2によ り決めることがで
きる。
また実際 の構造 物 においては均一予熱をおこな うことは困難 なことが多 く、部分予熱 となる。 この
場合予熱条件 がきまれば一定の拘束度 にある継手 に生ず る拘束応 力を求め ることが可能である。Fig.
6.8に示す予 熱条件 を用いて溶接す る場合 に生ず る拘束応 力はFig.6.9(a)に示す とお りで あり、同様 に




以上 の手 順 に もとづ き拘束 度 がTable6.2Requiredpreheatingtemperature
1,300kg/mm・mmの継 手 につ いて必
要 予熱温 度 を求 め ればTable6.2のご
と くな る。予 熱法 が均 一 予 熱 の場 合
と部分 予熱 の場 合 とで は生ず る拘束
応 力 が異 な り、前 者 の初 層溶 接 の 必
要 温度 は120℃以 上 と なる が、後者
の初 層溶i接で は予 熱 の冷 却後 の収縮
の た め溶接 金 属 の引張 応 力 を上 ま わ
る こ とにな り割 れ が生 じ破 断 す る。
す なわ ち部 分 予熱 の ご と く予熱 が拘 束応 力に影響 す る場 合 は次 に述 べ る連続 多層溶接 とす る ことが必
要 で あ るこ と を示 して い る。
多層 溶接 で は、 た とえば7パ ス溶接(板 厚31mmではほ ・"板面 まで盛 られ る)で は 、拘束応 力 はFig.
6.9(b)のご と くな り、予 熱 の 拘束応 力へ の影響 の な い場 合 余裕 をみて約25kg/mm2、拘 束応 力へ の影 響
の ある場 合 、同 じ く約55kg/mm2とな る。 さらに前述 のF培.6.2は多層溶 接 に も有効 で あ るか ら、 これ
か ら予熱温 度 を70℃以 上 お よび100℃以上 とそれ ぞれ求 め るこ とがで きる。 多層 溶i接は初層 溶 接 に比
較 して予 熱温 度 条 件 が緩 和 され るこ とが わか る。
(2)板巾 と溶i接施 工法 の影響
構 造物 の板 巾 あ るいは溶 接線 は通常 の実 験 室 的小型 試験片 よ り大で あ るが、 この た め、 と りうる施














































験 室 の小型 試験 片 とは異 な る もの で あ る。 第5章 に おいて初 層 溶接 の試 験片 の 巾 によ って拘 束応 力の
分 布 が異 な り、 巾 が大 とな るほ ど拘 束応 力の 最大値 が大 き くな り同 じ拘 束 力で も割 れ率 が上 昇 し、 ま
た 巾 が1m程 度 で この効 果 が飽 和 す るこ とを明 らか に した。
多層 溶接 につ いて もこの 巾 の効 果 と施 工 法 の影響 をみ るた め試験片 の 巾 が120mmと1,000mmにっ い
て1,300kg/mm・mmの拘 束度 によ り溶接 をお こな い、拘 束応 力 を測 定 した。 なお1,000mmの巾 につp
て は施 工法 を2種 か えて実験 した。 その結 果 はFig.6.10に示 す よ うに1,000mmの巾 の試験 片 は施 工法
によ り応 力分 布 は異 な るが、 その残 留応 力の 最大値 は120mm巾の もの よ り約20kg/mm2高く、溶接 金属
の降伏 強 さに達 して い る こ とが わか る。 ま た第3章 にお いてHT60の 同様 な拘 束 条件 下 にお け る初 層
溶接 部 の拘 束応 力 が降 伏 強度 に達 す るこ とを示 した。 また渡 辺 、佐藤 らは 多層 溶i接の拘東 条 件下 の溶
接 につ いて施 工法 の拘 束応 力へ の影 響 を調 べ て い るが53)、施 工法 によ り拘 束応 力 の最大値 は降伏 強 さ
に達 す る こ とを示 して い る。 この よ うな事 実 か ら、構 造物 の継 手 で は いわ ゆ る平均 拘 束応 力 との差 の
分 だ け補正 して 、先 に示 したFig.6.6の割 れ限 界応 力～ 予熱 曲線 か ら必 要 予熱温 度 を求 め るの が安 全
側 で あ る と考 え られ る。
一98一
っ ぎに3.1.2項 で述 べ た拘束状 態② の場 合 は溶 接前 の継 手 を拘束 度 で表 わす限 り無 に等 しい が、
これ も構 造物 の ごと き長 い継 手 で はす で に施 工 され た溶 接 金属 によっ て溶 接線 に直角 方 向 の拘束 応 力
が生ず る。初 層 溶接 につ い て はすで にHT60で 最 大拘束 応 力 が約40kg/mm2に達 す るこ とを示 した が、
HW63鋼の 多層溶 接 につ い て同様 な実験 を お』こ な「った結果 をFig.6.11に示 す 。
この場 合 最 大拘 束応 力は初 層溶 接 よ りは低 下 して い るが約30kg/mm2とな る。他 所 にお け る多層 溶 接
の拘束応 力 の測 定 結果 にお い て もその分 布 は若干 異 な るが 、溶i接線 に直角 方 向 の最 大応 力 は10kg/mm2
～30kg/mm2の値 を示 して い る。 そ こで40kg/mm2をとれ ば十 分 安全側 と考 え られ る。
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3.1.2項の拘束状態③ は複数溶 接線の拘束応 力が相互 に干渉 す る場合で あるが、 この一つの例 は はめ
こみ溶接 の中心 を通って相対す る溶接 が これ に相当する。 このはめこみ溶接での拘束応 力に関 しては
吉田、阿部 らの詳細 な報告があ り54)、拘束応 力は円板径 あるいは施工法 によって異 なるが、Fig.
6.12に示す ごとき結果を得ている。直径方 向の応 力は円板径 が80～100mmの間では溶i接部 の溶i接金属
の降伏強 さに達 してい る。 このよ うな溶接線 が干渉 す る場合、一方の溶接線の溶接金属ののど厚 が他
方のの ど厚 よ り相当大 になるとの ど厚の小 なる溶接線 には、降伏 強 さ以上 の応 力が負荷 され、さらに
その後の溶接収縮量 に相当 した変形 が不可能 な時 には破断す ることが考 えられ る。
そこでFig.6.13のごとく100mm離れた2本 の溶i接線 につ いて同時施工、1層 シフ ト、2層 シフ ト、
10層シフ トの場合 にっいて溶接線 に 直角方 向の拘束応 力を測定 したが、その結果 はFig.6.14に示す
ように予熱パ ス間温度 を維持 した状態 において、同時溶接の拘束応 力が最 も高 く1層 シフ ト、2層 シ
フ ト、10層シフ トとシフ トす る層数 を多 くす るにしたがって拘束応力は低下 している。また4パ ス溶
接完 了後 はいずれ も拘束応 力が降伏強 さを上 まわって いることを示 しているδ
この ように溶接線 が干渉す る場合 に生ず る拘束応 力は降伏応 力を上 まわることも考 えられ、Fig.6.6
に示 した溶i接割 れ限界応 力～予熱温度曲線 か らは拘束応 力を引張強 さとして予熱温度 を求 めるのが適
当で あると考 えられ る。






構造物 の溶接施 工においては作業の都合上溶接 を中断 しなければならない ことがある。この場合全
線完 了 しな くても仕上 げ層 まで一定の長 さの溶接 がおこなわれておれば、 その後 の溶接は前項で述 べ
た施工法 の影響 の考 え方 を適用 しうるが、溶接 の途 中層で中断す る場合 に問題 がある。 この溶接作業
の中断 において取 る方法 と して予熱パス間温度 を維持 して溶接のみ中断す る方法 と予熱パス間温度 も




前 に もふ れ たよ うに構 造物 の予熱 条 件 は部分 予 熱 で あ り、Table6.1の拘束状 態① の場 合 につ いて
部 分予 熱 と して 中断時 の溶i接割 れへOJ影響 を両方 法 につ いて検討 す る。
前者 の予 熱 パ ス間温 度100℃ を維 持 して中断 す る場 合 は各 層 にお いて 中断後 の最終 拘束 応 力を求 め




















































いる6初 層で中断 した場合が拘束応 力がもっとも高 く、層 を重ね るに従 い拘束応力体低下す るが、 い
ずれ にして も割 れ限界応力よ り低 く、溶接割 れを生 じない範囲 にある。
い6.ぽう、溶接 中断時 にヒー タの加熱 も中止 して予熱パ ス間温度 を維痔 しない場合 にはFig.6.15(b)
の ごとくやはりパスの増加 とともに拘束応 力の減少の傾 向がみ られるが、予 熱パス間温度 を維持す る








まで はそこに発生す る拘束応 力は割 れ限 界拘束 力を超 え、割 れが生ず る。 したがって4パ ス以上の溶
接後で ないと中断す ることはで きないことになる。 しか しこのよ うに予熱パス間温度 を維持 せず に中
断 し、かっ長時間放置す る時 にはルー ト割 れのほかに後述 す るごとき表面層の趾端割れの恐れがあり、
このよ うな施工法 は極 力回避 すべ きで ある。
なお仮付溶接の ごと く本付溶接 までの部材の位置の保持が 目的 となされる場合 には、微小 な割れは
この目的に関す る限 りあま り問題で ないから、4パ ス以上の溶 接をおこなえば十分で ある。 しか しこ
の仮付溶接部は完 全に除去 して本付溶接 をおこな うべ きで あることはい うまで もない。
3・2ル ー ト割 れと他の割 れの発生条件の関係
(1)横 割 れ
高張 力鋼 の溶接部 に生ず るFlg.6.16に示す ごとき横割 れは、溶接線方向の拘束応 力(残 留応 力)が
一つの要因で あることが考 えられている。 この拘束応 力はFlg.6.17に示す ように最終層 の前の層 にお
いて最大値 を示す ことが明 らかにされてお り43)、溶接金属 の降伏強 さに達 して いることが認 め られて




第2章 において実施 した窓型拘束割 れ試
験 では溶i接線 に平行方向の拘束応 力(残 留
応 力)分 布 は、Fig.6.19に示 すごとく溶接
線上 にて最大60kg/mm2であ り、溶接金属の
降伏強 さに近 い値 を示 して いる。 この場合
の割 れ防止 の予熱温度 は75℃以上で ある。
溶接線 に平行方向の残留応 力は鋼板 自体
の拘束 によって生ず るもので あり、周辺 の
拘束状態 にあまり関係す るこ となく溶i接金
属の降伏強 さ付近 に達 していると考 えられ
る。 したがって横割 れの防止 予熱温度 は拘
束状態 に関係す ることなく、維持すべ き予
熱温度で あると云 える。
溶接線 に直角方向の応 力に関 してはルー
ト部は開先が切欠 として働 き応 力集中を生
ず るが、平行方向の応 力に関 してはふつ う
の溶i接で は有効 な切欠が存在 しない。 この
ため拘束応 力に対 してはルー ト割れよ り条
件的 に緩和 され る。 したがって横割 れの防
止予熱温度 はルー ト割 れ防止 の予熱温度 よ
り低 くなる傾 向にあるといえる。 この こと
から前述 のTable6.3に示 すルー ト割 れ防
止 の予熱温度は拘束状 態① および③ はそれ
ぞれ≧120℃および≧150℃で あり、横割 れ
の≧75℃よ り上 まわってい る。 しか し拘束
状態② にっ いては予熱温度 は≧60℃で あ り、
拘束状態② では横割 れの予熱温度の≧75℃
以上 を用 いるべ きであろ う。
(2)すみ肉継手の ルー ト割 れ
第2章 においてすみ肉溶接 のルー ト割れ試験 をCTS試 験法 および十字すみ肉試験法 によりおこな
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ったが、 これ らの試験 結果 か ら求め られた割 れ防止の予熱温度 は前者の方法では75℃、後者の方法で
は50℃で あり、突合せ継手 の拘束状態① および③ の割れ防止 の予熱温度(≧120℃および≧150℃)よ
り低 く、このよ うな突合せ継 手の予熱温度 を用いればす み肉溶接 のルー ト割れは防止 しうるもの と考
えられる。
また突合せ溶接型の割 れ試験 とすみ肉溶接 型の割れ試験 に関す る多 くの資料の比較では、いず れも
突合せ溶接型 の割 れ試験の方 が厳 しい条件 が求 まることが明 らかにされて おり、上述の突合せ継 手の
拘束状態① および③ の割 れ防止の予熱温度 も同様 にすみ肉溶接のそれよりも高 く求 まっている。
なお、突合せ継手の中で も無拘束 に近い拘束状態②の場合 には、前項の(1)で述 べたごとく横割 れの
防止予熱温度(≧75℃)で 規制 され るから、 この予熱温度であれば同様 にすみ肉溶接割れの防止 にも
有効で あると言 える。
(3)層問趾端割 れ
開先内において溶接層 を盛 り上げる途」二において、開先壁 にアンダーカッ トあるいはオーバ ラップ
を生 じ、そこから微小割 れ(層 間割 れ)が 生ず ることがある。 とくにこの種 の層間趾端割 れは、たと
えば微小割 れであって もFig.6.20のごとく継 手に残 るものであ り、ルー ト割 れでは微小 なもので あれ
ば溝堀 り時 にほ ・"除去 されることを考 えれば、十分 に留意すべ き割 れである。
この層 間割 れ の発生 条 件 を調 べ るため 、途 中層 のasweldで ビー ドの粗 さを変 えた もの と、仕 上
げをお こ なっ た もの につ いて 引張 拘 束割 れ試験 を実施 した。 その結 果 をま とめてTable6.4に示 す。
これ によれ ばasweldお よび仕 上 げ をお こ なっ た溶 接 と も24時間 まで は割 れの 発生 はみ られず 、連
続 多層 溶接 で お こな えば この種 の割 れの心 配 は な い と考 え られ る。
い っぽ う溶i接途 中層 にお いて中断 す る場 合 、 と くに予 熱 パ ス間温 度 も常 温 に冷却 され る時 には前掲
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のFig.6.15に示 す ごと く拘束 応 力は少 な くとも40kg/mm2以上 とな り、asweldの 粗 い ビー ド(Table
6.4参照)で は層 間趾 端 割 れ発 生範 囲 に ある。 またasweldの 通 常 の ビー ドで も長 時 間(24時 間以
上)放 置 す る場 合 に は、割 れ の危 険 性 が ある とい える。
い っぽ う趾端 をグ ライ ンダ仕 上 げ と した時 には、 長時 間放 置 して も割 れ を発 生 して い ない。 この層










































(4)仕上 げ層 の趾端 割 れ
高張 力鋼 の溶接 完 了後 の趾 端 部 にお いてTable6.5に示 す ご と き趾 端割 れ が生 ず る。 この割 れは突
合 せ継 手 で はサ ー ピン を とった継 手 、 あ るい はす み肉継 手 に発 生 す るこ とが多 い。 サ ー ピン を とっ た
突 合 せ継 手 を用 いて 、asweldとtemperbead23)法に よ るもの との 両者 にっ いて 引張 拘 束割 れ試
験:をお こ ない、 その割 れ発 生 条件 を拘束 応 力 との 関係 で 調べ た。 その 結果 はTable6.6に示 す ご と く、
拘束 応 力 が比較 的 高 い55kg/mm2にお いて、asweldの趾端 部 に微 小割 れ の発生 がみ られ、temper
bead法 を用 いた もの には割 れ発 生 がみ られ なか った。temperbead法はFig.6.21に示 す よ うに趾
端 部 の硬 度 を低 下 させ るの に有効 で あ り、edgebeadとtemperbeadの間隔 を2mm～6mmの間 に制





























以 上 の実験 で再 現 した趾 端 割 れはサ ー ピ ンを とっ た継 手で あ り、形 状 と して は実際 の 多 くの継 手 よ
り厳 しい と考 えられ るが、施 工 時 に曲 げモ ーメ ン トが負 荷 され る と きには表面 層 の応 力が上 昇す る可
能性 が ある こ と、 ある いは表 面層 の欠 陥 は使 用性 能 に影響 す るこ とが大 きい こ とを配 慮 して、 表面 層






































3・3溶i接 割 れ 防 止 の 施 工 条 件 の 設 定





皿)フ ラ ックス 中水 分量:o.18%以下
(2)施工環 境









a)予 熱法:溶 接線 に平行方向はマ定、直角方向は温度勾配 を有す る部分予熱 とす る。
b)予 熱温度分布:開 先 中心 より各70mm間.所定予熱温度 に維持す る(Fig.6.8参照)。
c).予熱温度


























]V)溶接 ビー ドの仕 上 げ
最終 仕 上 げ層 は、temperbeadを用 い る。temperbeadとedgebeadの間 隔 はFig.6.21に
示 す とお りとす る。
V)作 業 の 中断
原 則 と して予 熱 パ ス 間温 度 を維 持 して溶接 作 業 の み中断 す る。 この際 ビー ドのedge部 にお
け る粗 い波形 、 オーバ ラ ップ、 ア ンダー カ ッ トは グラ イ ンダ によ り整形 す る。
予 熱 パ ス間温 度 の維持 が困難 なる場 合 は少 な くとも4パ ス以 上 の溶接 をお』こ ない、edge
部 を全面 的 にグ ラ イ ンダ仕 上 げす る。 ま た再 溶接 前 に割 れの存 在 しない こ とを確認 した上で
お こな う。
VI)仮付 溶接
予熱 条件 は本溶 接 と同一 と して4パ ス以 上 の仮付 溶 接 をお こ な う。 た だ し仮付 溶接 は本 溶接
に あたっ て は除 去 す る必要 が あ る。
第4節 結 言
以上の溶接割れ防止 の施工条件 に関す る検討結果 より、つ ぎの ことが結論 される。
(1)溶i接割 れ発生条件 のcriteriaは基 本的 には割れ限界拘束応 力と継手 に生ず る拘束応 力 との関係
で求め られるものである。
(2)対象構造物 は継手 の拘束状 態 をつ ぎの3段 階 に区別す るこ とがで きる。
区分① 現場のブロック継 手に相当 し、拘束間距離…が500mmの状態
区分② 工場内の平板 の板継 ぎの継手 に相 当 し、ほf無 拘束 の状態
区分③ はめこみ溶接 のごとく四周 が拘束 された状 態で、 かっ各溶…接継手 に生ず る拘束応 力が干渉
す る状態
この ような拘束状態 にあ る継手 に生ず る拘束応 力には予熱条件が影響す る。構造物 の予熱 を考 える
場合継手 に平行方向には一定、直角方向には温度勾配 を有す る部分予熱 をす るのが実際的である。ま
た施工条件 としては、先溶接 により後溶接 が拘束 され る場合 を考慮す る必要 がある。
(3)これ らの予熱条件あるいは施工条件の影響 を考慮すれば、拘束状態① および③の継手では規定
の予熱パス問温度 を維持 した連続的多層溶接 として、その割 れ防止の予熱パス間温度は≧120℃およ
び150℃とす るこ とが必要となる。また拘束状態② につ いて も連続溶接が好 ま しく、 この場合 の予熱
パス間温度 は≧75℃となる。 なおこの予熱パ ス間温度の範囲 は突合せ継 手のルー ト割 れのほかに横割
れおよびすみ肉溶接のルー ト割 れの防止 にも有効 である。
(4)積層途上 において溶接作業 を中断す る場合は、 その中断の間 においても予熱パス間温度 を保持
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することが中問層の趾端割 れ防止 には必要で ある。 また予熱パス間温度の保持 が困難 なる場合 には4
パス以上積層後 の中断 とし、趾端部の グラインダー仕上 げをおこない、再溶接前の割 れ発生の有無の
確認 をす ることが望 ましい。 なお同様 の意味 で仮付溶接は4パ ス以上 とし、本溶接前 に仮付溶接部 は、
除去 することを原則 とす る必要 がある。
(5)さらに溶接 の最終層の趾端割 れの防止 にはtemperbead法が効果 があり、 このtemperbead
の効果は趾端部の硬度 を低滅 させ ることによって得 られるものと考 えられる。
(6)y開先割れ試験 によ り求 まる最低予熱温度 は100℃～125℃の間 にあ り、それは拘束状態①の場
合の多層溶i接の最低予熱温度120℃と略等 しい。 この意味では、はめこみ溶接 のごとく拘束応 力が干
渉 する継手以外の一般の継手 につ いてはy開 先割 れ試験 の結果 を採用 しても実用 には さしつ かえない。
ただ し実際の継手 に比較 してy開 先割 れ試験 は予熱条件 としては均一予熱で あることか ら条件的に緩
和 され、溶接条件 としては1層 溶接 であるため厳 しくなり、 この よ うに相反す る影響 が相殺 された結
果 として略等 しい値 が得 られていることに留意す ることが必要で ある。
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Appendix予熱 ヒー タに よ る加 熱 ・冷却 過程 の 計 算
第4章 の 第3節 に用 いた(4。15)式の導 出 を安 藤 の結果46)を用 いて導 出 して み る.予 熱 ヒー タに タ
る加 熱 は概 念 的 にFig.A.1のよ うに表 わ され る。 実験 に用 い た予 熱 ヒー タの 出力 と寸 法 とを考 え合 わ
せ る と板厚 方 向 の温度 は.一様 で熱 はx方 向 に のみ1次 元 的 に伝 導 す る と仮 定 して熱伝 導 を取 扱 い得 る。
今 予 熱線 を中心 に加 熱 巾2b単 位加 熱 表面 積 当 りqcal/cm2sc.の発 熱が あ り、熱がx方 向 にの み
1次元 的 に伝 導 す る もの とす る と、x～x+dxに おけ る単 位板 厚 当 りの 熱量 はqdx/hとな るか らX=




k:熱 拡 散 率cm・/secFig.A・1Schematicdiagramofpreheating






















ま た発 熱 は 連 続 的 にqcal/cm2・sec.だけ 発 生 し て い る た めdt'時 間 に はq・dt'の熱 が 発 生 す る。 そ れ
に よ る 温 度 上 昇dTp3は
dTp3=Tp2・dtノ
とな りt=τ ～τ+dtノの 間 に 投 与 され た 単 位 加 熱 面 積 当 りの 熱 量gdt'cal/CIDzによ りそ の 後 時 間 がt'二t一 τ
だ け 経 過 し、 τ+t'=tに な っ た 瞬 間 に 生 じる 温 度 で あ る。 よ っ てdTp3を τ=o～tす な わ ちt'二〇～tの
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今 溶接 部 が あ る予熱 温度Toに 達 した瞬 聞に 熱源 を取 り去 った時 の冷却 過 程途 中の温 度Tは 、予 熱 開
始か らToまでに用 した時 間 をthとし冷 却 開 始 か らの 時 間 をtと して板 表 面 か らの熱 放 散 も考 慮 してや
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構造物 の溶接工作 においては、適切 な溶接工作法 を策定、実施す る機能及 びこれを監視 ・統制 ・調
整す る工作管理、 さらには溶接 品質の検査 ・評価 と保証 をおこな う品質管理等の各機能 をも含めた一
つの生産 システムが動員 される。
溶接割 れ防止の観点か らはこの目的 に適 合 した生産 システムを整 えることが重要であ り、 さらにそ
の適合性 が立証 されて初 めて構造物の溶接割れ防止策が確 立 された といえよう。
このよ うなシステムの適 合性 を評価す る手法 として宇宙開発 においてさかんに用い られたいわゆる
simulation試験 が有効で あることが知 られている。最近造船の工作関係で もsimulation試験への認
識 が高 まり、新 しい生産 システムの適合性 を調べ るために船体 ブロックの一部 を先行 して工作す るこ
となどがおこなわれてい る。 この場合 の多 くは投入量の適否、工期 あるいは新機種 の作動 を調査す る
もので あり、溶接割 れ防止 の観 点か ら生産 システムを 評価 す るために本格的 なsimulation試験 は これ
まで あまりお こなわれていない。
しか しなが ら、 とくに新 しい高張 力鋼 を構造物 に採 用す るにあたっては、多種 の工作条件が錯綜 し
て溶接割 れ現象 に影響 し、かっ未 知の要素が影響す ることも考 えられ ることか ら、構造物の工作 に用
い られる生産 システムの設定 にあわせてその適否 につ いてsimulation試験 による事前の評価 がなされ
るべ きで あろ うと考 えられる。 また生産 システムを立案す る上 に基礎 となる溶接工作基準 は実験室的
研 究成果 を展開 して作成す るもので あり、 その過程 において仮定条件 が設け られてい ることか らこれ
らの妥当性 を知 るためにもsimulation試験 は必要であると考 えられる。
以上の観点 から本章で は第1編 の研究成果をもとに設定す る工作基準および品質管理 システムを評
価す るためのsimulation試験用模型の構 造 にっ いて検討 を加 えるとともにシステムを確 立す る上で基
本となる溶接工作基準 について第1編 において設定 した溶接割 れ防止 の施 工条件 を展開 し策定す るこ
ととす る。
第2節 構 造 構 型
2・1具 備すべ き条件
溶接工作のsimulation試験 に供 す る構造模型 において具備すべ き条件 として次の諸点 をあげること
がで きる。
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(1)実際構造物 の主要部 および溶接工作上 問題 となる構 造部 を含む こと。
(2)実際構造物 に用 いる溶接 工作法 をは じめ加工法 、組立法 、検査法 を再現 しうること。
(3)工事量 は実際の構造物の工程上の1ロ ッ ド以上有す ること。
2・2模 型の構造
simulation試験 に供す る模型 の構 造はFig.1.1に示 す ごとくとした。本模型は上述 の条件 を満 すため
条件(1)に対 しては構 造的 に対象構 造の主要部で ある耐圧 外被 とフレームおよび隔壁 よ り成 り、また溶
接工作上狭隆で あり、かつ拘束状 態 も厳 しいと考 えられるタンクお・よび貫通金物 も備 えた構 造 とす る
こととした。
Fig.1.1Structureofmodel
また条件(2)およ祝3)を満 す た め最終 工 程 にお いて1ロ ッ ドとな る現 場 継 手 を含 め るため 、2ブ ロ ック
を製 作 しsimulation試験 をお こ な うこ と と した 。
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第3節 溶 接 工 作 法
3・1材 料
供 試鋼 材 の化 学成 分 は第1編 にお・いて 用 い た供 試鋼 と同 じ く基 本 成分 系 はO.1C-3Ni-Cr-M・系
と し、Ceqの値 は基 準 鋼 の それ の十10%を 超 えない もの とす る。溶 接棒 は 同 じ く第1編 にお いて 用 い
たE63の4mmφと し、溶 接 金属 の化 学 成 分系 も同 じNi一Cr-Mo系 と し、Ceqの十10%を 超 え ない も
の とす る。
機械的性 質は第1編 第1章 に述べ た要求性能 を満足す るもの とす る。Table1.1に供試鋼材および


























StandardQ.T. 1211.28 .55i.012i.005i.2s.501 .38
1.141









































s.07 s.42 sI.005.015.015s3.005.60 s .40 一 7 .55 ?64 ?20 ?22.8
4mm
Standard17.000 .05 .36 .95 oos oio 2.75 .55 .34 一 一 .40 65 ア5 20
・Note1)Preheatingtemp.1∞～150。C
3・2施 工環:境と溶接棒 および作業管理
大気 中の水蒸気 は放置時の溶接棒の フラックス中水分量 に影響 し、 さらにこのフラ ックス中の水分
量は溶接金属中の拡散性水素量 に関係 す る。大気 中の水蒸気 はまた溶接時 に直接的 に溶接金属 中め拡
散性水素量 に影響 し、 これが最終 的 に溶接金属 あるいは熱影響部の耐割 れ性 を決定す るとい える。
HW63鋼の場合y開 先割 れ試験 によれば、Table1.2に示 す ように100.Cの予熱で溶接金属 中の拡散性



















100ｰC 0.18% 25mmHg 2.2cc/100g
以上 の関係 は次 の関 係式 で 表 わす こ とがで きる。
DHw=f[HzOF,PHzOA)
=f〔g(T・PH20A),PHOOA),PH20A〕
DHw:JIS法で測 定 した溶接 金 属100gr.中の拡 散性 水 素量(cc)
H20F:溶 接棒 フ ラ ックス中 の 水分 量(%)
PH20A:大 気 中 の水 蒸気 分圧(mmHg)
T:溶 接棒 の再乾 燥 後 の 大気 中放 置時 間(min.)
い ま溶 接棒 フ ラ ッ クス 中 の水 分量 お よ び大気 中の水 蒸 気 分圧 の溶 接金 属 中拡 散性 水 素量 へ の影響 を
独 立 と考 えれ ば第1編 の第2章 の 実験 結 果 か ら次 の 実験 式 を導 く こ とがで きる。
DHw=3.0×10-3・PH20A2・10gt十2.4×10-3・PH20A2十6.6×10-2・PH20A
十〇.71<_2.2
この関係 式 か らFig.1.2に示 す ご と く溶接 金属 中 の拡 散性 水 素量 を2.2cc/100grに抑 え るた めの大
気 中水 蒸 気分圧 と再乾 燥 後 の 溶接 棒 の 大 気 中放置 時 間の 関係 を知 るこ とがで きるヴ、20～25mm




Hgの 場 合の許容 フラックス中水分
量で一応規制す るとすれば0.20%以
下 となり、この場合 において も再乾
燥後 の溶接棒 は吸湿 を防 ぐ保管法 を
用 いる必要 がある。対象構 造物 の溶
接 にあたって は1ら0。Cの携帯保管器



























































































































































以上の事実 より施 工環境 としての大気 中水蒸気分圧 に対す る溶接棒 および作業管理基準 をTable
1.3のご とく設 定す る。なお、神戸地 区において大気中の水蒸気分圧 の月別平均値 および各 月におい
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Fig.1.5MeanpartialpressureofH20valueofabsolutehumidityinatmosphereandnumderof
casesoverstanderdvalueforeachmonthinKobedistrict
3・3施 工 条 件
(1)予熱 方 法.

















～第6章 の引張 拘束割 れ試験 において用いた試験片の予熱温度分布 とほ ・"等しくす ることが前提 と
なる。
こρためにはFig・1・6に示す よ うに溶i接継 手は溶i接開始前 に全線 にわた り・溶i接線 に平行 方向 に
は均一 に予熱 し、溶接線 に垂直方向 に対 しては開先の中心線 よ り両端70mm以上 を規定 の予熱温度 に
維持す ることにより、試験片の温度分布 を再現 しうると考 えられる。
(2)溶i接条 件
溶接入熱 お・よび板厚 は第1編 のFig.6.2に示 すよ うに冷却時間 をとお して溶接金属 とHAZの 耐
割れ限界応 力特性 に影響 し、 さ らに継 手 に生ず る拘束応 力 とも関係す るO
いっぽう第1編 の実験で は入熱量 は17,000Joule/cmを基準 と し、板厚31mmにっいて実験 をおこな
って きたが、構造物の溶接で は入熱 はある範囲 にば らつ くはずであ り、この入熱のばらっ きが溶接
部の冷却時間 に大 きく影響す れば、実験室的結果 を実際 に適 用す るの に問題 となる。
Fig.1..7は板厚31mmにつ いて入熱量 と冷却時 間の関係 を調べた ものであるが、予熱温度 が前項1)
に述 べた分布 をすると して100。Cおよび150。Cの予熱温度では約22,000Joule/cmまでの入熱量の
の変化は冷却時間にほとんど影響 を与 えないといえる。 これは溶接入熱量 に比べて予熱 による入熱
量 の方がはるかに大であるため、溶接入熱量 が小 なる場 合 には冷却時 間に影響 をほとんど与 えない
ためと思 われる。 また溶接入熱量 は使用溶接棒の径 によ り定め られ る要素が大 きいが、第1編 の実
験 と同 じく4mmφの溶接棒 を用いれば後述 す るス トリンガー ビー ド法 による限 り11,000Joule/cm～
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Fig.1.8は板厚 と冷却速度 との関係 を検討 した もので あるが、予熱温 度が100。Cでは板厚 が約25mm
以上 において、150。Cでは30mm以上 において冷 却時 間がほf一 定 とな り、板厚への依存性 がな くなる。
後述 す るごとく31mmを超 える板(模型で は53mmの鋼板)につ いて予熱温度 を150。C以上 と規制すれば、
31mmの板 によ り得 られた耐割 れ限界応 力特性 と大 きな相違の ない特性 を有す る溶接金属 とHAZが 得 ら
れ るもの と考 えられる。 また31mmを下 まわ る板 については冷 却時 間は長 くなる傾向 にあ り、耐割れ性















































っ ぎに入熱量 と拘束応 力との関係 はFig.1.9に示す よ うに、前述 の11,000Joule/cm～22,000Joule
/cmの間で あれば入熱 は拘束応 力に影響 しない。 これは入熱 の増加 による拘束力の増大 と溶接金属 の
ど厚の増加 により、応 力としては変化の ない結 果 になるため と思 われる。
なお板厚の増加 は拘束応 力 に関係す るが、 ここで対象 とす る構造物では構成 する鋼板の一部の みが
31mmを超 えることおよび、第1編 における実験で は31mmを超 える板厚 にっ いては実験 をお こなってい
ないことなどの理 由から、前編 で述 べた耐割 れ限界応 力～予熱温度曲線で、溶接金属の引張強 さに相
当す る拘束応 力まで割れが生 じない予熱温度を規定す る前編 の6章 で述べた拘束状態③ と区分す るこ
と ・す る。
また31mmを下 まわる板厚 にっいては拘束応 力の点 か らも31mmの値 を適 用すれ ば、安全側 にあり問題
はない と考 えられ る。
以上 の検討結果か ら構造模型 に適用す る予熱、入熱条件 をTable1.4のごとく規定 しうる。
(3)積 層 法
溶接 はス トリンガー ビー ド法 によ り規定の予熱バ ズ間温度 を維持 して最終層 まで連続的 にお こな
う。最終層 は趾端割れ防止 のためtemperbead法を用い る。 この際temperbeadとedgebeadの距
離 は2mm～6mm以内 とす る。
(4)溶i接作業の中断
溶接作業を中断す る場合 は拘束応 力の上Temper-be・d
dd2mm≦d≦6mm
昇 を防止す るため、中断の間 も規定の予熱
こ　 ハ
　 ノ
パス聞温度を維持す る。また中断時の層 は'・ 、ノ
層 間趾端割 れ防止のため開先面 はグライ ン
ダによりア ンダカ ッ ト、 オーバ ラ ップを除
去す る。
また予熱装置 の故障などによ り中断時 に
予熱 パス間温度の維持 が困難 となる場合 に
は、開先面 との接触部 のグライ ンダ仕上 げ
を実施 した上 に再溶接前 に割 れの有無 を調
べ る検査 をおこない、割 れが存在 しないこ

















































(1>構造物の溶接工作 には単 に工作の実施機能のみでな く、施工管理 および品質管理 などの機能 を含
めた一つの生産システムが動員 され、この生産 システムを割 れ防止の 目的に適合す るよ うに整備す
ると ・もに、策定 した システムがこの 目的 に適 合す ることを立証 す ることが必要であ る。
(2)simulation試験 は生産 システムの適合i生を評価す るのに有効で あり、本研究で はHW63鋼の溶接
割 れ防止の工作法 のsimulation試験のために対象構造物の部分模型 を製作す るのが有要で あると考
えられる。
(3)このsimulation試験 用模型 は実際構 造物 の主要構 造部 を含み、かっ実際の工程の1ロ ッ ド以上の
工事量 に相当す る規模 とす る必要があ り、この条件 を満 たす もの として対象構造物 の2ブ ロ ックに
相当す る構造模 型 をsimulation試験 用 として製作す る。
(4)上述 の構造模型の生産 システムを確立 してい く上 に基礎 となるHW63鋼の溶接工作法の基準 は、
第1編 の研究成果 を展開す ることにより可能で ある。
(5)HW63鋼の溶接工作法の基準 として、施工環境 としての大気中水蒸気分圧 を3段 階 に区別 し、溶
接作業管理 および溶接棒管理 を規制す る必要性 を示 した。 また施 工条件 につ いては第1編 第6章 に
おいて提示 した拘束状態の区分別予熱条件 、積層法、溶接 中断時の処置 などは構造物 の溶接工作 に




HW63鋼の溶接工作は前章 に示 したよ うに軟鋼 あるいは引張強 さが50kg/mm2級高張 力鋼 に比較 し
て、工作条件 の許容範囲が きわめて狭 め られているとい える。 このためHW63鋼の溶接 においては、
従来の一般鋼構造物 にて用 いられて きた品質管理 システムを流用す ることは出来ず、新 たな観点 から
HW63鋼の溶接品質管理 システムの確立 を図 ることが必要であ ると考え られる。
いっぽ うこれまで実用 に供 せ られて きた引張強 さが80kg/mm2級の高張 力鋼 の溶接 品質管理 は、そ
の工作法の研究 に対す る同様 の水準で検討 されて きた とは云 い難 く、在来の80kg/mm2級より低 い強
度の鋼材 につ いての伝統的 な品質管理 を部分的 に改善 して適 用す ることにとどまって きた。 この辺 の
事情 が 引張強 さが80kg/mm2級高張 力鋼 におけるこれまで多 く報告 されて きた溶接品質上の問題の背
影 にあ るもの と考 えられ る。
HW63鋼あるいは、これに相当す る鋼 材の溶接 品質管理 システムは鋼 材の開発、溶接工作性の研究、
溶接工作条件 の設定に続 く溶接 品質管理 システムの設定 とい う一貫 した体系の中で検討 され るべ きも
ので あり、工場 の個有条件 を重視 して溶接品質管理のみ別 に検討 されるものではない と考 えられる。
以上の認識 に立てば、HW63製構造物 の溶接 品質管理 システムは、第1編 の研究 にもとず き定め ら
れた溶接工作条件 が間違 いな く守 られ、かっ それが厳守 されたことを証 明す ることが必要 であ り、 さ
らには、規定 された検査法 が確 実 に実施 され、所要の性能 を保持 してい ることを立証 しうるもので な
ければならない。 またこの要件 に答 えてい くため には、溶接 品質管理 システムは高い効率性 と信頼性
のもとに運営 しうるもので なければならないと云 える。
そこで本章では、HW63鋼の溶接 品質管理 にお ける諸要件 にっ いて検討 を加 えるとともに、溶接作




HW63鋼の溶接工作 において、第1編 で溶i接割 れに関す る研究結 果および本編の第1章 に示 した施
工基準 にかんがみ不可欠 と考 えられる品質管理項 目お よび内容 をまとめるとTable2.1のごとくなる。
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また これ らの 品質管 理 項 目は、構 造物 の 製作 工程 で は、Fig.2.1に示 す よ うに実施 され る こ とが必要
で あ る。 また この よ うな溶接 品質 管理 が確 実 に実施 され た こ とを立証 し得 な けれ ば な らない と考 え る。
さ らに溶 接 品 質管理 に必 要 なデ ー タは、 じん速 にかっ確 実 に処 理 され、製 作工 程 に適 時 フ ィー ドバ
ック して溶 接施 工 法 、構 造 設計 法 な どの改 善へ の利 用(ProcessControl)および溶接 部 の 品質保 証
(QualityAssurance)に必要 な デー タの提 供 が お こな われ る こ とが必 要 で あ る。 品 質管理 の機 能 と
して前 者 のProcessControlとQualityAssuranceはFig.2.2に示 す よ うに非 常 に重 要 で あ り、































っ ぎにHW63鋼の溶接施工管理 および非破壊検査 は次の ような特徴 あるいは問題 を有 し、新た な
品質管理 システムの中で解決 してい くことが必要である。
(1)施工管理の予熱条件、溶i接入熱、拘束状態、大気湿度、溶着法 などにっ いz細 部 にわた り規定 さ
れてお り、鋼構造物の製作 において一般 におこなわれてい る作業管理者および作業者の経験 に頼 っ
た管理体制では、HW63鋼の溶接 に求 め られ る規制条件 をすべて管理す ることは困難で ある。・
(2)溶接割れの存在 しないことを立証 して い くため には、溶接工程中の検査 たとえば裏ハ ツリ後 ある
いは作業中断時の検査 をおこない、遅 れ割れを検査す るには溶接後 の経過時間により検査 をおこな
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う必要があ り、 このよ うに溶i接工程 にか らみあわせながら検査方法 および検査時期 にっ いZ厳 重 な
管理 が求め られ る。
(3)施工管理 および検査の結果をProcessControlおよびQualityAssuranceに活用 してい くた
めには、各継 手の溶接 に用い られた溶 接施工条件(予熱条件、入 熱量、.大気湿度、積層法 、施工者)








































































3・1溶 接指示 記録 カー ドシステム
HW63鋼の溶接工作上の条件 は構造部材の継 手 ごとに変わ るもので あ り、同一継 手で あっても溶接
姿勢 などが変化す ることがあり同一 の使用溶接条件で施 工 されない場合 がある。いっぽ う施 工管理上、
指示 および記録 されるデータは大 巾な上 下限値 を有す る平均値的 なものでは意味 がない。 す なわち
施工管理のデータはほf同 一 の工作条件で もって施 工 される一定単位長 さの継 手 ごとにまとめること
が、実効 のあるデー タを得て これ
Fig.2.3Exampleofjointnumber
を管 理 して い くこ ととす る。 この よ うに構 造物 の溶接 継 手 に番 号 を設 け る場 合 、対象 構 造物 で は、各
番 号 の該 当す る単位継 手 長 は約1mと な る。
継 手 番号 が指 定 され るこの約1mの 単 位継 手 につ い て鋼 種 、板 厚 、使 用 溶 接棒 、 開先 条件 、溶 接 条
件(電流 、電 圧 、速 度 、入 熱量 、)、 積層 法 、各 検 査法 、検 査 時期 、検査 結 果 な どの デー タが ま とめ ら
れ るが、 この よ うな多 くの デ ー タを各 作 業 者 に伝 達 す るの に一般 的 な施 工 要領 書 と口頭 に も とず く従
来 の 方法 で は正確 さを期 す こ とは不 可能 で あ る。 この 問題 を解決 す るた め継 手番 号 ご とに管 理 上 必要
な上 記 のデ ー タ を1枚 の カー ドに ま とめ発 行 され る よ うに し、 この カー ドは 、Fig.2.4に示 す よ うに
溶 接作 業 指示 記録 カー ドと称 せ られ、管 理 上 必要 なデ ー タが指示 記録 され るよ うにな って い る。
を活用 していくための、必須条件
であると云 える。
このため、本研究 の対象 とす る
構造物では構造部材の各溶 接継 手
につ いて同一 の工作条件で もって
施工 しうる単位 ごとにFig.2.3




この カー ドはFig.2.5に示す よ うに溶接品質管理 セ ンターか ら指示条件 を記入 して発行 され、構造
物 の製作工程 に沿 って流 れ る。すべての作業 はこのカー ドを受 け とり、該当継 手番号 に位置す る継 手
の工事がその指示 内容 に従 って進 め られ、 この際実際の作業 において用い られた工作条件 が記録 され
る。
また管理項 目の節点 となる溶接作業、外観検査 および各非破 壊検査 が完 了後 には担 当QC班 に送 ら
れ、基準 による評価 を受け合格 した場 合のみ先工程 にカニ ドが送 られ、次の作業 が進 め られ る。不合
格 と判定 された場合 には、溶接 品質管理 セ ンター1こ送 られ、後述 す るよ うにそのカー ドのデー タをコ
ンピュータにInputするとともに不合 格の原因 を追究す るのに必要 なデー タをコンピュー タのOutput
か ら得て、 原因を明 らかに した上、再発 防止策 をお りこんで補修用溶接作業指示記録 カー ドが作 ら
れ、前述 と同 じ順序 に補修 工程 にそってカー ドが流 れ、作業 が進 め られる。





溶i接指示記録 カー ドはいわば継手番 号 に該当す る位置 の溶接継手(約1m)に関す る材料 、施工、検
査 などのデー タをすべて含んだ ものであ り、.また構造物 の継 手長 が20,000mとすれば約20,000枚存在
.することになり、そこから発生す るデー タ量 はきわあて膨大 なものであ る0溶 接品質管理 の機能 を有
知 に発揮す るには・ この膨木 なデータをじん速 かう適確 に処理 す ることが必要であ り・ これを解決す
るためにデー タ処理 にコン.ピュー タの導入 を検討 し、新 たに溶接 品質管理用プログラム.(KAWASA-
KIQCWProgram)が開発 された。本 プログ.ラム.は用途 を考 え、Outputの分類 を任意 にかえられ
ることが特徴で ある。溶接作業指示記録 力州 ドはその ま ・コンピュー タのInputカrドと.なり、デー
拠 理の じん速化が図 られて いう・またrのlnputカー ドには22項購 己入 されてし}就Fi&2・6

























































Outputの分類 項 目はTable2.2に示 す よ うに22項目中最 大16項目を・任 意 の個 数 と任 意 の順 序 に と
る こ とが可 能 で あ り、 この分 類 別 に新 規 溶接 と補 修 溶接 の各 々 につ いて検 査結 果 をOutputしうる。
0。,p。、 デー タの例 をFig.2.78i呂2.8に示 す 。 こOJ例で は前者 の シーム継 手で はRTで 欠陥 率
0.04%、後 者 で はRTで 欠 陥率0.15%とな る。
この よ うに溶 接 品 質管理 にコ ン ピュー タを導入 す る こ とに よ り、ProcessControlとして の溶 接施 工
法の改善≦溶接作業者の携量管理、各検査方法の欠陥検出能 力の検討、補修 溶接法の立案、溶接欠陥
:事昨の解明、溶拷 および検査工程の管理 などを適確 にお』こなうことがで き、またQualityAssurance





以上、HW63鋼の溶接を対 象 として新 しい溶 接品質管理 システムの設定 につ いて論 じて きたが、そ
れをとりま とめ ると次の ごとくなる。
(1)新高張 力鋼 の溶接品質管理 システムは、鋼材の開発、工作性の研究、工作条件の設定 から品質管
理 システムの設定 に至 る一貫体系の中で検討 され るべ きである。
(2)HW63鋼の工作条件は許容 される範 囲がきわめて限定 されてお り、 この限定 された工作条件 を確
実 に実際の構 造物 の溶接 に具現化す るには、従来の溶接品質管理 システムでは不適 当であ り、本研
究の第1編 の研究成果 に立脚 して新たに溶接品質管理 システムを確立す ることが必要である。
(3>これに応 えて、構造物 の各継手 につ いてほぼ同一の工作条件で溶接 をお こな う単位継手長(約1
m)ご とに継手番号を符 し、 この継手番号 に1枚 の溶接作業指示記録 カー ドを発行す る。そこには
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品 質管 理上 の デ ー タをま とめて 指示 記録 し うる よ うに し、 この カー ドの 流 れ と指示 に よ り溶接 工作
を管理 す る。 この新 しい カー ドシス テ ムの 開発 によ り品 質管理 の密度 を大 幅 に向上 す る こ とが可 能
とな り、 と くに溶 接割 れの研 究 を もと に設 定 した溶 接 工作 条件 を実際 の構 造 物 に確 実 に具 現 化す る
見通 しを得 た 。
(4)さらにこの よ うなカ ー ドシステ ムの 実用 化 か ら、 そ こ に生ず る膨大 な溶 接 品質 管理 の デ ー タを処
理 す るこ とが必要 とな るが、 これ に対 処 して デー タ処 理 にコンピュータの 導入 を図 り、KAWASAKI
QCWProgramの開発 に成 功 し、これ によ り溶 接 品質 管理 の デ ー タ を じん速 かつ 適:確に処 理 しうる





本編の第1章 においてHW63鋼の溶接工作のsimulation用模型構造 を示す とともにそこに適用すべ
き溶接工作条件の基準化 を図 り、第2章 で はHW63鋼の溶接工作 に必要な品質管理 システムにっいて
論 じて きた。
本章で は実際の構造物 を製作す る場合 と同様 な設備、人的能 力および組織体制の周囲条件の もとで、
先に設定 した溶接工作条件 と品質管理 システ ムとを用いて構造模型 を製作 し、続 いてそれの解体試験
をおこなうことにより、適用 した設定工作条件および品質管理 システムの割 れ防止 に対する効果性 と
周囲条件 に対す る適:用性 にっ いて検討 し、 さ らにそこで見出 された問題点 にっいてその解決法の策定
を考える。
これによ り、本研究 の第1編 か ら第2編 をとお して、その確立 を図って きたHW63鋼の溶接割 れ防
止の工作法の妥 当性 を最終 的に確認す る。
第2節 使 用 材 料
2・1鋼 材
(1)化学 成分 と機械 的性 質
本 実 験 にはTable3.1に示 す 各板 厚 と枚 数 が用 い られ た が、チ ャー ジは14、18、22mmが1チ
ャー ジ、32mmお・よ び54mmもそれ ぞ れ1チ ャー ジで あ り、 各 チ ャー ジの 各板 にっ い て化学 分析 結 果
を示 す とTable3.2の よ うにな る。各 チ ャー ジと も第1章 に示 した基準 成 分 にほ ぼ近 い値 とな
って い る。
機械 的 性 質 は各板 厚 ご とにTable3.3に 示 す が、 いず れ も要求 性 能 を満足 して い る。 その他






14 18 22 32 54 Total








































































































































































(2)使 用 管 理
HW63鋼には薄青色のプライマが用 い られ、他の鋼種 と色別 にょ り容易 に見分 けられるよ うに
した。 また実際の構造物 において当該鋼板 ρ履歴 は溶接記録 カー ドに記された部材番号 とその使
用鋼板番号 との関係 か らわかるよ うになっている。
2・2溶 …接 棒
(1)化学 成 分 と機械 的性 質
使 用 溶接棒 は 第1編 の研 究 におい て用 い たE63(A)の4mmφと同 様 と した 。 そ の溶接 金属 の化学
成分 お よび機械 的性 質 はTable3.4お よびTable3.5に それ ぞ れ示 す が、 第1章 に記 した基

























3.2 1之000 0.050.370.800.ono0.011OjO 2.6 0.330.346












































(2)使 用 管 理
溶接棒 のホル ダ側 にFig.3.1に示す ように銘柄名 とチ ャージ番号 がプ リン トされ、 このチ ャ
ージ番号 は溶接作業指示記録 カー ドに記入 され るため、 これによ り各チ ャージ別の溶接棒の検査結
果 と照合 しうる。
溶 接 棒 はFig.3.2に示すよ うな加熱冷却曲線 に沿 って再乾燥処理 がおこなわれるよ う再乾燥炉




接作業者はそこより取 り出 して溶接 をおこなう
よ うにした。
再乾燥後か ら携帯乾燥器を含め使用時 までの
溶接棒放置時 間は4時 間以 内としたが、これを
確実 に管理す るため下記の ごとく溶接棒 の使用
時間によ り端部の色 別管理をお こない、許容時

































































この よ うな溶 接 棒 の吸湿 管 理 をお こな った場 合 の 溶i接棒 の 吸湿 量 を再 乾 燥直 後 、携 帯 乾 燥器 中 お よび
溶 接直 前 の大 気 中保 持 の 問 につ いて 溶接棒 の吸 湿 量 の ラ ンダムサ ンプ リン グに よ る測 定 をお こな った
が その 結果 はFig.3.3に示 す よ うに第1章 に おい て規 定 した吸湿 量 の許 容 範 囲 内 に あ るこ とが わか
り、 本管 理 方法 の 有効 性 が認 め られ た。
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第3節 組 立 法
3・1組 立 順 序
組立はFig.3.4に示す ように実際の構造物 において とられると同様 の順序で おこなわれた。フレ
ーム と殻板 は別 々に組立て られ、後 に殻板の外側 にはめこむ方式 をとり、殻板 は形状保持の観点か ら
立向 きにおかれ組立て られた。組立て られた2っ のブロックN1お よびN2は 正規の位置 に戻 されて
現場の状態 をsimulateして盤木上で両 ブロ ックの結合 をおこなうよ うに した。・
3・2仮 付 溶 接
仮付溶接はFig.3.5に示す ように200mmピッチで100mm長さの4パ ス溶接とした。 また第1章 には
規定 しなかったが22mm以下の薄板 にっいては2パ ス溶接 とした。なお仮付溶接は本付溶接 とは反対側
として、本付溶接 の溝ほ り時 にすべて除去す るよ うにした。その結果、いずれの施工法 とも仮付溶接
部 には割れは発見 されなかったが、反対側の本付溶接 をお こな う際 に2,3の 継手 において仮付溶接
に割 れが発生す るのが見 られた。 なお仮付溶接の予熱温度 は第1章 に記 した ごとく本付溶接 と同様 と
したが、予熱方法 は作業上 ヒー タの取付 けが困難 なため、バーナにより仮付溶接部の4周100mm以内
を所定予熱温度 に維持す るよ うに加熱 した。
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第4節 溶接 施 工 法
4・1予 熱 施 工法
予 熱 には ス トリ ップ ヒー タ(電 気抵 抗 加 熱板)を 用
いた 。 ス トリ ップ ヒー タの寸法 、 容 量 はTable3.6
に示 す ごと くで あ り、Fig.3.6お よびFig.3.7の
よ うに開先 をは さんで2条 と りつ け、通電 加 熱す るよ
うに した。
加 熱温度 は通 電後Fig.3.8の(a)のご と く上 昇 し、
所 要予 熱温 度 に達 した場 合 の温 度 分 布 は同 図 の(b)に示
す よ うに開先 の 中心 線 か ら両 端70mm以上 は均一 に加 熱
され る ことが確 認 され る。 なお ス トリ ップ ヒー タの容
量 を増せ ば加 熱 時 問 を短縮 し うるが、急 激 な加 熱 は局
部 的 予 熱温度 の 上 昇 と熱応 力の発 生 を誘 起 す る恐 れ が















予 熱温度 は熱 電 対(ア ル メ ル ・クロメ ル)、市 販 のi接触 温 度 計 お
よび温 度 チ ョー クに よ り計測 した が、熱電 対 を基準 と して各測
定 法 によ る予 熱温 度 の 指示 はFig.3.9の ご と くで あ り、計測
要 領 さ え間違 い な くお こ なわれ れ ば比較 的正 確 に計測 し うるこ
Fig3.6Attachmentofstripheaterstoplates
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乏 を.認め た。 実際 に は各 作 業 者 には93℃、
125℃お よび145℃の 温度 チ ョニ クを携 帯 せ
しめ 、加 熱時 の チエ ック をお こ なわせ る と
とも に、 最終確 認 は接 触温 度 計 によ って お
こな うこ と と した。
温度 の 計測位 置 は、 前述 のFig.3.8の
温 度n`布で は ヒー タの 端部 か ら開先 中心 側
で あれば 温度 は一 定 と考 えて よ く、 この 範
囲内 の任 意 の個所 で 計 測 して もよい こ とに
した。
予 熱温 度 は第1章 の拘 束状 態 の 区分 の 定義
に した が ってTable.3・5に例 をみ る ご と.
く、模 型 の構 造別 に拘束状 態 を区分 し、 予









































































4・2溶 接 条 件
模型の製作 において溶 接作業指示記録 カー ドに指示
した溶接条件 はあらか じめ実験室 において同様 の継手
形状、溶接姿勢 と規定 された施工条件 を用 いて溶 接を
おこない、作業性、中聞層の仕上 げの必要性の有無、
テ ンパービー ド法 の用 い方等 を検討 した上、 これ らを
標準溶接条件 としてまとめ、この標準条件の中か ら該
当す る条件 を選 び、溶接作業指示記録 カー ドに記入す
るよ うにした。模型 の製作に用い られた指示溶接条件
およびその実績の例 をTab}e3.7にまとめて示す。
つ ぎに構造物の溶接 に実際 に用い られた溶接条件お
よび入 熱 量 は前 述 のTable3.7に示す よ うに実績値
は、 ほぼ基準範囲内 にある。Fig.3.10の殻板 の現場
バ ッ ト継手の各パ スにつ いて示す とFig.3.11のよ う
にな り、いず れも基準範囲内にお さまって お り、姿勢











また同 じく殻板の現場継手の予熱およびパ ス間温度の雁歴 を示す とFig.3.12のよ うで あり、継手
の表裏の溶接 を完 了す るの に4日 問を要 し、 その間夜間の溶接は避 けておこなわなかったが、 この作
業中断時 にも予 熱パス問温度 は維持 して拘束応 力の上昇 を防 ぐよ うにした。また ヒー タは作業者の位
置の反対面に取付 けるため2日 目の夜 から3日 目の朝 にかけては裏面のヒー タを作 動 させたまま、反
.対面のヒー タを新 たに取付 けその作動 を確認 した後、裏面の ヒー タを取外 しガウジングをおこない、
さらにガウジング面 を乾式のMTを おこなって欠陥のない ことを確認 した後 に3日 目の朝 か ら裏面の
溶接工事 をおこなった。 この表裏溶i接までの・予熱パ ス間温度は基準 の120℃～200℃に対 してこれを満
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第5節 品 質 管 理
5・1溶 接作 業 指示 記録 カー ドシステ ム
模 型 の溶i接継 手 にはす べ て約1mご とに継 手番・号 が付 され、 この継 手番 号 にっ いてFig.3.13およ









前章 のFig.2.5のフ ロー チ ャー トに従 って 溶接 品 質 管理 をお こ なった 。 この カ ー ドシステ ム に よ り
前項 にお いて も触 れ た よ うに溶i接材 料 、溶 接施 工 管 理 さ らには後述 の各種 検 査 な どが確 実 に実施 され
従来 の現 場 溶接 の 管理 レベ ル をい っ き ょに実験 室 的 管理 レベ ル まで 高め る こ とが 可能 で あ る との確 証
を得 た。
模 型製 作 に発 行 され た溶i接作 業 カー ドの枚 数 は新 規溶 接作 業 に1,734枚,その他補 修 溶接 に27枚,
台付 け ピー ス取 付 け溶 接用 に124枚,合 計1,885枚 で あ る。
5・2溶 接外 観 寸法検 査
溶接 部 の 外観 寸法 検査 はテ ンパ ー ビー ドの距 離 とア ンダー カ ッ トにっ いて重 点 的 に検 査 した。 その
結 果 をFig.3.15およびF童g.3.16にま とめて示 す 。
テ ンパ ー ビー ドの距離 は基 準 で はエ ッジ ビー ドに対 して2mmか ら6mmの間 に規 定 して い る が,実 際
の距 離 は1mm～8mmまで に分 布 して お り,溶 接 作業 の性 質上 ビー ドの距 離 を完 全 に統 制す る こ とは困
難 で あ る と考 え られ る。 と くにす み肉 溶 接 におい てテ ンパ ー ビー ドの正確 性 を期 す こ とが難 しい よ う
で あ る。 しか し80%以 上 は基準 範 囲 の 中 にあ り,こ の意味 で は効 果 は期待 で きる とい える。
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以上の事実 よ りすみ肉溶接 の趾端部 はすべてFig.3.17にみるよ うに軽 くグラインダをかけ,フ ェ
ァな形状 とす る とともにMT検 査 を容易 なように した。 また突合せ溶接 においてもテ ンパー ビー ドの
距離或 いは趾端部 の形状の不都合 なものは中間層 における予熱 中断時 のグライ ンダ仕上 げに準 じて趾
端部 のグライ ンダ仕上げをお』こなうのがよい と考 えられ る。
5・3非 破壊検査
溶接作業完 了後,各 構造部 についてTable
3.8に示すよ うな検査法 と時期 により検査 を
おこなった。模型 における非破壊検査 は設定
した工作条件 が溶接割 れの防止 に対 して有効
であるか どうか確認することが一っの大 きな
目的で あるため,実 際 の構造物へ の適用が予
想 される検査要領 よ りもとくに時期 について
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検査結果 を継手の種類別,検 査法別 に欠陥率 について示す とTable3.9のごとくなる。 この中で溶
i接割れの欠陥は きわめて少 なく,突 合せ継 手 には割れは検 出されず,Fig.3.18に示すよ うにいずれ
もすみ肉継手である。① は台付 け溶 接で あり、原因は溶 接線が短 く局部予熱であったため と考 えられ
る。② はク レー タ割れが残存 したものであ り,③ はす み肉開先 の両側 のバ ラ ンスが悪 く,い わゆる変
形割 れを生 じた ものである。 これ らの割 れは同図に示す ごとく対策 が立案実施 され,そ の後の施 工に
は再現 されてい ない。本研究の対象で ある割れは① の台付 け割 れで あ り,こ の ような局部予熱 にっ い
ては十分留意す る必要 があり,こ の事か ら溶接線の短 い台付 け或 いは補修溶接は溶接線の四周150mm
を規定予熱バス間温度 に維持す ることとした。
以上の検査結果 から模型 に適用 した予熱条件,入 熱量,積 層法等の工作条件 および品質管理 システ
ムはHW63鋼 の溶接割 れの防止 の条件 を十分 に満足す るもので あると考 えられ る。
第6節 解 体 試 験
6・1試 験 項 目
模 型 の 製作 完 了後,殻 板 の シー ム(立 向溶i接),バ ッ ト(円 周 の下 向,上 向,立 向溶 接),フ レ
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6・2試 験 結 果
継 手 引 張 試験 の結 果 はFig.3.19に示 す よ うに
いず れ もHW63鋼 の引張 り強 さを上 ま わ り83
一一89kg/mm2であ り,破 断 位置 は母 材 で あ る。 ま
た溶接 金 属 の 引張 試験 の結 果 は,引 張 強 さで85
kg/mm2～89kg/mm2,降状 強 さで82kg/mm2～
87kg/hm2,伸びで22%～30%で あ り,要 求
性 能(降 状 強 さ64kg/mm2以上,伸 び20%以 上)
を十分 に満 足 す る もので あ る。
衝撃 試 験 の結 果 は 一50℃ で8kg-m～9kg-
mあ り,こ れ も要 求性能(vE-50≧2.8kg-m)
を上 まわ る値 を示 して い るこ とが認 め られ た。
各溶 接 部 のマ クロ写真 はFig.3.20にま とめて示 す が,割 れ な どの 溶 接 欠陥 の存 在 は認 め られ ない。
また溶 接 ビー ドは各 溶接 姿 勢 とも入 熱 量 が ほ ・"一定 の条件 で ストリンガービー ド法で お こなわ れて い る
ため,立 向 溶接 とい え ども各 ビー ドとも巾 の狭 い均 一 な形状 とな り,姿 勢 の影響 に よ るビー ドの形 状
の違 い は認 め られ ない。 なおRT或 い はUTに よ り欠陥 の検 出 され た継 手部 につ いて マ クロ試験 をお
こ な った が,そ の例 はFig.3.20(d)に示す よ うに微小 なパ ス間 の ス ラ グ ま きこみ とブ ロー ホー ルで




























































































































































































第一編で求 め られたHW63鋼 の溶接割 れ防止条件 に基づいて行 った構i造模型の製作 とその解体試
験 での検討結果 から次のことが結論 される。
(1)製作 した模型 は溶接工作法のsimulation試験 として,構 造⊥あ るいは工事量 の面で求め られる
条件 を満足す るもので あった と判断 される。供試 された鋼材 は化学成分 において基準値 をほ"{ICJ足
す るもので あり,機械的性質は要求性能 を十分上 まわるものであった。 また溶接材料 はその溶接金
属 の化学成分 において同 じく基準値 を満足 し,機械的性質は要求性能 を上 まわるもので あった。
(2)溶接材料の吸湿管理 は本模型の製作 に用いた方式 によれば使用時 の吸湿量 を0.18%以下 に抑 える
ことが可能で ある。 また吸湿量 が0.18%以下 とすれば,大気中の水蒸気圧 が25mmHg以下の条件
で かつ本研究の第1編 の結果 をもとに設定 した予熱条件 と溶接施工条件 の もとでは割 れを防止 し得
ると考 えられ る。
(3)第1編の結果 を基礎 として設定 した予熱条件,入 熱量,積 層法,仕 上 げ方法等の溶 接施工条件は
基本的 に割 れ防止 に有効であることが確 め られ,か っ これらの条件 は割 れ防止 に対 して十分 なる安
全側 にあ ると考えられる。 た ・"しこの設定溶接施工条件 を厳守す るためには,構 造物 にとり付 ける
一160一
ピース類或いは補修溶接の ごとく溶接線 の短小 なる場合 には予熱範囲 に十分留意す る必要がある。
(4)溶接作業指示記録 カー ドシステムは従来の構造物 における溶接 に用い られて きた慣 習的管理方式
を改め,実 験室的 レベル近 くまで管理密度 を高 め うるものであ る。 また本模型の製作 に採用す るこ
とによ り十分 に実用性のあるシステムで あることが立証 された。
(5)各種非破壊検 査 および解体試験の結果 は,全 般的 に溶i接欠陥率 はきわめて低 く,な かで も溶接割
れは主要構造 物 にっ いては皆無で あり台付 けピース,ス テイフナー,或 いはコー ミング等のすみ肉
溶接部 に微小割れが検出 されたのみで あった。 またこれ らの微小 な割 れは上記の3項 の対策および
趾端部 のビー ド仕上 げ法 を用いることにより完全 に防止 しうるもので あることが確認 された。
(6)以上の事実 か ら第1編 の研究 により設定 した溶接割 れ防止 のための工作法 および品質管理 システ
ムはHW63鋼 製構造物の溶接割れの防止 に対 して効果的かつ実用的で あり,し かもそこに示 され




本研究は高靱性高張 力鋼 を用いた大型構造物 の溶 接割れ防止 を中心 とした工作法 にっ いて研究 を行
ったものであって,一 連の実験室的研究 によって溶接割れ防止条件 を設定す るとともにぞの結果 を実
物大構造模型 に適 用 してその妥当性 を検討 し,合 わせてこの種の構造物の品質管理体制 を確立 したも
ので ある。
本研究の第1編 で は高靭性高張 力鋼HW63鋼 の溶i接割れ挙動 を初層溶i接か ら多層溶接 にわた り,
主 として拘束応 力との関係 において明 らかにし,溶 接割 れ防止の工作条件 を設定 した。第2編 で は,
第1編 の研究 により設定 した溶接割 れ防止 の工作条件 を実際 の構造物の溶接 に適 用 しうる形 に展開 し,
これにあわせて溶接品質管理 システムの検討 をお こない,こ れ らを用 いて実物大構造模型 を製作 し,
設定 した溶接条件 および溶接品質管理 システムの有効性 を立証 した。
これ らの内容 を総括 して記す と次の とおりで ある。
本論文の第1編 第1章 では従来か ら高張 力鋼 の構造物への初期導入段 階 において しばしば経験 され
て きた溶接割 れなどの工作上の問題 は工作法の研究方法の不備 にも一 因の あることを示 し,こ のHW
63鋼 の実用化 にあたっては新 たな研究方法 の展開が必要であることを論 じた。
第2章 では,HW63鋼 の溶接割 れ試験 を従来か ら工業的試験法 として広 く用い られて きたy開 先
拘束割れ試験,窓 型拘束割れ試験,CTS割 れ試験:および十字すみ肉割れ試験法 によ りおこない,こ
れらの割れ試験法 によって生 じた割 れはいず れも割 れ挙動 として冷 問割 れの様相 を呈す ること,ま た
上述の割れ試験法 の中で は割 れ防止の予熱温度で評価す る限 り,y開 先拘束割 れ試験法 がもっとも厳
格であることを示 した。 さらに大気 中水蒸気圧 が溶接割 れに影響す ることを示 し,施 工環境 として大
気中の水蒸気圧 を25mmHg以下 とす ることが好 ま しいことを明 らかにした。
第3章 では,引 張拘束割れ試験法 が構造物 の溶接割れ防止 のための試験法 として有用であることを
述べ,HW63鋼 と比較のためHT60鋼 にっいて引張 り拘束割 れ試験 をおこない,予 熱温度 を上昇
せ しめることにより,溶 接割 れ限界拘束応 力が上昇す ることを示 し,実 際構造物 における拘束状態 を
推測 して予熱の拘束 力への寄与 がない場合 には通常の拘束状態で120℃ 以上,大 なる拘束状態 は
150℃ 以上の予熱 が初層溶接割 れの防止 には必要であることを明 らかに した。
第4章 では,構 造物 の溶接施工が多層溶接で あることから多層溶接 の割 れ研究の必要性 を述べ,H
W63鋼 の多層溶接 における拘束応 力の発生過程および割れ発生条件 を予熱パ ス間温度 との関係で検
討 した。 そこではパス数の増加 とともに拘束 力は増加す るが,逆 に拘束応 力は減少す ることを示 し,
さらに拘束 力の発生過程 と最終 拘束 力は,3.2項で示 した計算式 によって説明 され予測 しうることを
明 らかにした。 また,多 層溶接の割 れ発生 も初層溶接 と同様 に拘束応 力で整理す ることが可能で あ り,
かつ この割れ防止 には,初 層溶接で求 めた割 れ防止の予熱温度 を予熱パス間温度 として採用すれば割
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れに対 して安全側 にあることを明 らかにした。
第5章 で は,溶 接割 れにっいての実験室的研究成果 を構造物 の溶接 に応用す る場合,試 験片の寸法
とくに巾の割 れに対す る効果 を知 ることが重要で あることを述べ,こ れの実験 に必要 な2000t容量
の大型 引張拘束割 れ試験機の製作 について検討 し,こ の開発 に成功 した ことを述べた。 またこの大型
試験機 を用 いてHW63鋼 お・よびHT80鋼 の溶接割 れの実験研究 をおこない,巾 の増大 とともに残
留応 力の影響 によ り試験機で計測 され る割 れ発生の限界拘束応 力は低下す ることを明 らかに した。 こ
れにあわせてy開 先拘束割 れ試験結果 と大型の引張拘束割 れ試験結果 とを比較す ると,初 層溶i接に限
って云 えばy型 拘束割 れ試験で得 られた予熱温度 よ り約30℃ 高 く求 まることを示 ・した。
第6章 で は,第1編 の第2章 か ら第5章 までの研究成果 をもとにして,HW63鋼 の溶接割 れ防止
策の検討 をおこなった。 まず溶接割 れ発生条件 のcriteriaは限界拘 束応 力と継手に生ず る拘束応 力
との関係で求め られることを示 した。っ ぎに対象構造物の拘束状態 を3段 階 に区分す ることを試 み,
さらにそ こで採用 される溶接施工法 により生ず る拘束応 力を実験的 に検討 した。 これ らの結果か ら溶
接 は連続 多層溶 接を原則 として拘束状態 ①(基 準)の 継手では120℃ 以上,拘 束状態 ③(拘 束の高
い状態)の 継手では150℃ 以上の予熱パス間温度 が必要であ り,ま た外的 には,無 拘束 に近い状態
② の継 手で は80℃ 以上の予熱パス間温度が望 ましいことを明 らかにした。 これ らの予熱パ ス間温度
は,本 研究 において主たる対象 として きたルー ト割 れの防止のほかに横割れおよびすみ肉ルー ト割 れ
の防止 にも有効 な温度域であ ることを明 らかに した。 これに加 えて溶接作業中断時 における予熱パ ス
間温度の保持の必要性 と予熱を中断す る場合 の中間層の趾端部 のグラインダ仕 上げの必要性 を示 し,
あわせて最終層 におけるテンパー ビー ドの趾端割れ防止 に対す る有効性 を も明 らかにした。
本研究の第2編 で は第1編 で実験室的 に求 めた溶接割 れ防止条件 を実際構造物 に適用す る上での問
題点 を検討す るために構造模型 によるsimulation試験 を行 なって設 定 した割 れ防止施工条件の有効
性 を確認 して最終 的に大型構造物の溶接施工法 を確立 した。
まず第1章 で は,構 造物の溶接工作 においては単 に工作機能のみで な く,施 工管理 および品質管理
をも含めた生産 システムが割れ防止の 目的 に適合 したもので あって,は じめて割 れ防止 が可能 となる
ことを記述 し,こ の生産 システムを防止 とい う観点 から評価す るために工作法 のsimulation試験 用
の構造模型 を設定 した。 また前編の第6章 で述 べた割 れ防止の工作条件 を構造模型の製作 に用いる工
作条件 に展開 し基準化す ることを試み た。
第2章 で は,HW63鋼 の溶接 において設定 された工作条件 は きわめて細部 にわた り規定 されてお
り,こ れ を厳 守 して施工 しかっ品質を保証 す るためには,従 来 か らの慣習的 な品質管理 システムでは
不十分で あ り,新 たなシステムが必要で あることを述べ,溶 接作業指示記録 カー ドシステムを設計 し
た。 これは材料管理,施 工管理,検 査,お よび工程管理 を包含 した溶接品質管理 システムで あり,溶
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接 品 質管理 の密 度 を大 幅 に高 め る こ とが可 能 で あ るこ とを示 した 。 さ らに溶 接作 業指 示 記録 カー ドシ
ス テ ム に よ り発 生す る多量 の情 報 を迅 速 かつ適 確 に処 理 す るため にコ ンピ ュー タの導入 を図 り,
KawasakiQCWProgramを開発 し,こ れ に よ り品 質管理 の機 能 と して重 要 なProcessControlと
QualityAssuranceを効果 的 に実 施 し うる こ とが可能 とな った こ とを述 べ た。
最後 に第3章 で は,構 造 模 型 の製 作 をお こ ない,設 計 した構 造 模 型 がsimulation試験 と して 十 分
に要件 を満 す もので あった ことを示 した。 さ らに第1編 で述 べ た一連 の実 験 室的 研 究 を通 して設定 し
た工 作条 件 お よび品 質管理 シス テ ム をsimulateして、模 型 製作 にお け る各種 検 査結 果 およ び その後
の解体 試験 結 果 か ら,設 定 工作 条 件 お よび品 質管理 システ ムがHW63鋼 の割 れ防 止 に基本 的 に有効
で あ りかつ 実 用性 の あ る こ とを立 証 した。
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